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はじめに 

少子高齢化，資源・エネルギー問題など，様々な課題が存在する中，国際競争を勝ち抜

くため，昨今イノベーション創出の必要性がますます高まっている。そのような中，理工

系人材は，大学を含む研究機関，国際機関や行政，産業界などの様々な分野で活躍するこ

とが期待されており，特に産業界においては，イノベーション創出に欠くことができない

存在として，人材需要が高まっている状況である。 

しかしながら，海外企業では，イノベーション創出の担い手として理工系人材が多方面

で活躍しているにもかかわらず，我が国においては，人材の流動化が進んでいないことも

あり，産業界における能力と意欲に応じた適材適所での理工系人材の活躍促進が課題とな

っているため，理工系人材の質的充実・量的確保に向け，戦略的に人材育成に取り組んで

いく必要がある。一方で，理工系人材が活躍する世界は，予想を超えた速度で革新が起こ

り，１０年後，２０年後には新しいビジネスや市場が誕生するなど，人材の需要も常に変

わるものであることを念頭に置いて，基礎・基盤的な教育研究を礎にイノベーション創出

につなげることができる人材育成を推進していくことも必要である。 

産業界で活躍する理工系人材を戦略的に育成するため，「理工系人材育成に関する産学官

円卓会議（以下「円卓会議」という）」において，これまで議論してきた「産業界のニーズ

と高等教育のマッチング方策，専門教育の充実」，「産業界における博士人材の活躍の促進

方策」，「理工系人材の裾野拡大，初等中等教育の充実」の３つのテーマについて，現状課

題の認識を共有した上で，産業界で求められている人材の育成や育成された人材の産業界

における活躍の促進方策等として，「理工系人材育成に関する産学官行動計画（以下「行動

計画」という）」を提示する。本行動計画は，平成２８年度から重点的に着手すべき取組に

ついて，産学官それぞれに求められる役割や具体的な対応策をとりまとめたものである。 

今後，本行動計画の実効性を高めるため，政府及び円卓会議に参加する団体ごとにあら

ゆる機会を活用して関係者への周知を行うとともに，積極的に社会への広報を行うことを

通じ，幅広い関係者が本行動計画を実行していくことが重要である。 

本行動計画については，毎年度，政府及び円卓会議に参加する団体ごとにその取組の進

捗状況をフォローアップし，円卓会議において確認した上で，必要に応じて改訂を行うと

ともに，更に実効性を高めるため，目指すべき指標を設定するなど，産学官において理工

系人材育成の取組を推進する方策を検討・実行することとする。 
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１．産業界のニーズと高等教育のマッチング方策，専門教育の充実 

＜現状課題認識＞ 
円卓会議において，例えば情報技術分野など人材が不足している産業分野があること

や，産業界は，専門分野に特化した知識・技術だけでなく，基礎的知識や教養をも必要

としており，特に企業が必要とする専門分野の基礎的知識については採用した学生に対

して再教育している実態があることが示された。競争環境の変動に伴いニーズが変動し

うる産業界と中長期の視点で人材育成を図ることが求められる高等教育機関ではそれぞ

れ人材育成に対する考え方が異なるものの，中小企業が必要とする分野も含め産業界の

ニーズをしっかり把握した上で，学士・修士・博士それぞれの段階においてマッチング

を進めるような取組を強化していくことが必要であることが共有された。 

このような現状の課題を打開するため，具体的には以下のような対応策を産学官で進め

ていくことが必要である。 
 

（１）産業界のニーズの実態に係る調査に基づく需給のマッチング 

○産業界のニーズの実態に係る調査の実施，継続的な人材需給の状況に係るフォローア

ップの実施 

 今後の科学技術の進展により，既存の産業構造や技術分野の枠にとらわれず，新しい

ビジネスや市場が生み出されることによって産業界の人材ニーズは変化する可能性が

あり，正確な将来予測をすることは困難であるため，産業界のニーズと高等教育のマ

ッチングを行うに当たっては，マクロな観点からの，需給の現状把握と中長期の将来

予測を行う必要がある。 
 そのためには，産業界のニーズの実態に係る調査（産業界の人材ニーズ実態調査，就

職状況調査等）を行い，大学等が産業界のニーズを把握することによって，需給のマ

ッチングにつなげることができると考えられる。 
 このため，シンガポールやイギリスのように，産業界のニーズの実態に係る調査結果

に基づき，理工系人材の質的充実・量的確保に向けた取組を継続的に検討することが

できるようなスキームを構築することが必要である。具体的には，円卓会議の下にワ

ーキンググループを設置し，継続的に人材需給の状況についてフォローアップする。 
 

アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【政府】 
●産業界のニーズの実態に係る調査（産業界の人材ニーズ実態調査，就職状況調査等）（以

下「産業界ニーズ調査」という。）を継続的に実施し，産業界のニーズの実態について定

点観測する。具体的には，円卓会議の下に「人材需給ワーキンググループ（仮称）」（以

下「ワーキンググループ」という。）を設置し，当該調査結果の分析及び産業界の将来的

なニーズに係る議論を行うとともに，当該分析に基づき，理工系人材の質的充実・量的

確保に向けた対応策を検討する。年度末をめどに，円卓会議に結果を報告する。 
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【教育機関】 
●大学関係者による協議体（以下「大学協議体」という。）を大学関係団体等の協力によっ

て設立し，産業界のニーズの実態や将来の産業の在り方も念頭においた中長期の人材需

給予測を踏まえ，産業界とも意見交換をしながら，行動計画に掲げられた教育機関に求

められる役割や対応策をより効果的に実行するための具体的な検討を行うとともに，各

取組の進捗状況を確認・検証し，翌年度の取組に反映させる。 
●産業界ニーズ調査を参考に，大学等は学生・生徒及びその保護者に対し，どのような分

野が産業界のニーズが高いのか情報提供する。 
 
【産業界】 
●産業界におけるニーズの実態等について情報共有するため，大学協議体に積極的に参加

する。 
●中長期的視点も含め産業界のニーズの具体化に取り組む（産業界・企業として，学生や

学び直す社会人が大学等で修得することが必要と考える能力・専門的知識（スキル）の

明示，経営トップによる自社ビジネスの将来像の提示等）とともに，大学等及び学生に

対し情報発信を強化する。 
  
＜中長期的対応＞ 
●大学協議体において，産業界のニーズの実態や人材需給の動向を踏まえ，関係分野を有

する大学が協議し，新たな教育プログラムの創設等の対応に協力して取り組むような機

能を担う。 
●ワーキンググループ等の議論を通じて，我が国が目指すべき産業構造を見据え，中長期

的な視点から産学官による人材育成の方向性を合わせる。 
 
 

 調査結果を踏まえ，産業界から大幅に人材が不足しているとの指摘のある成長分野を

支える数理・情報技術分野（セキュリティ，ＡＩ・ロボティクス，ＩｏＴ，ビッグデ

ータ分野等）や中長期的に成長が期待される新たな分野等について，産学協働して実

践的な教育を行うことにより，人材育成の取組を強化することが必要である。 
 また，国や大学において奨学金等により経済的負担の軽減策を図ることを通じ意欲と

能力のある学生の誰もが大学・大学院等に進学できるようにするとともに，産業界が

人材を必要としているにもかかわらず教育機会が失われつつある分野については，産

業界が大学等に対する寄附講座の提供，その分野に進学する学生に対する奨学金の給

付やその分野を修了して入社した学生への奨学金の返済支援を戦略的に行うことによ

り，人材確保につなげる。 
 

○成長分野を支える数理・情報技術分野（セキュリティ，ＡＩ・ロボティクス，ＩｏＴ，

ビッグデータ分野等）等に係る産学協働した人材育成の取組の強化 
○産業界が人材を必要とする分野に係る寄附講座の提供や奨学金の給付の検討 
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アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●産業界において人材を必要としているにもかかわらず教育機会が失われつつあるなど人

材が不足していると考える分野，成長を支える数理・情報技術分野や中長期的に成長が

期待される新たな分野等について，大学等における実践的な教育への参画を促進すると

ともに，寄附講座の提供，その分野に進学する学生への奨学金の給付やその分野を修了

して入社した学生への奨学金の返済支援を含め，能力や専門的知識もいかした適切な採

用・配置・処遇等を戦略的に進めることなどを通じ，人材育成・確保に取り組む。 
●特に，数理・情報技術分野については，様々な産業分野が抱える課題の解決に大きく貢

献することが期待できることから，講師・研究員の派遣や教材の提供などを通じ，実践

的な教育に積極的に参画する。 
●博士課程学生からポストドクター等の若手人材に対し，各々の専門性を有しながら，産

業界が求めるスキルを獲得し，産業界を含む多様なキャリアを実現するため，研修プロ

グラムの開発・実施について，大学等と連携して取り組む。 
 
【教育機関】 
●人材が不足していると考える分野，成長を支える数理・情報技術分野や中長期的に成長

が期待される新たな分野等の人材育成について，産業界ニーズ調査結果や政府の動向も

勘案しつつ，各自の特色を踏まえた対応を検討・実行する。 
●様々な産業分野や学問分野において数理的思考力や情報技術による貢献が期待されてい

ることから，文理を超えて数理的思考力の修得を促進するとともに，医療・農業・経営・

公共政策等の他分野と数理・情報を融合した教育研究を行うことにより，産業高度化や

経営力強化等の社会的課題を解決できる能力の修得を促進する。また，数理・情報分野

の専門的知識や最先端の技術の修得に当たっては，実践的な教育を行う産学連携ネット

ワークの構築や社会人の学び直しを含めた産学協働による短期集中型プログラム（集中

開講の履修証明プログラムなど）の提供等を促進する。 
●大学・大学院等への進学意欲を持つ優秀な学生等が経済的な不安を抱えることなく見通

しをもって進学できるようにするため，奨学金等の経済的な支援の充実に取り組む。 
●高等専門学校において，早期からの専門教育が効果的とされる情報セキュリティの教育

プログラムの開発・実習環境の整備や，医療・農業等他分野における実際の課題を踏ま

え，ＡＩ・ロボティクス等を社会に実装する教育の展開など，今後の情報技術分野にお

ける実践的技術者を養成する教育の充実に取り組む。 
 
【政府】 
●産業界ニーズ調査結果を踏まえ，人材が不足していると考える分野，成長を支える数理・

情報技術分野や中長期的に成長が期待される新たな分野等について，実践的な教育を推

進する政策を検討・実行する。まずは，喫緊の課題となっている数理・情報活用能力を

備えた人材育成・確保について，初等中等教育・高等教育段階から研究者レベルまで包

括的に取り組む。特に高等教育段階については，データ解析やプログラミング等の基本
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的知識を持ち，数理的思考力やビッグデータ・ＡＩ等の基盤技術を新しい課題の発見・

解決に活用できる人材の育成を促進するため，大学等における数理・情報教育を強化す

る。 
●意欲と能力のある学生等が，経済的理由により進学等を断念することがないよう，安心

して学ぶことができる環境を整備するため，大学等奨学金事業等の充実を図る。 
●博士課程学生からポストドクター等の若手人材に対し，各々の専門性を有しながら，産

業界が求めるデータサイエンス等のスキルを獲得し，産業界を含む多様なキャリアを実

現するため，産業界と大学等が連携して研修プログラムの開発・実施する取組を支援す

る。 
 
 
（２）産業界が求める理工系人材のスキルの見える化，採用活動における当該スキルの有

無の評価 

○産業界が求める理工系人材のスキルの見える化，産業界の採用活動における当該スキ

ルの有無の評価を強化 

 産業界が理工系人材に求めるスキルを見える化することにより，学生の学業に対する

インセンティブが増大し，学生の履修行動が変わることにつながると考えられる。 
 具体的には，産業界が分野ごとに必要とする理工系人材が有すべきスキルを見える化

し，学生に必要な科目の履修を促進する。また，産業界の採用活動における当該スキ

ルの評価基準を明確にするとともに，学士・修士・博士それぞれの段階における学生

のスキルの見える化を行うことにより，スキルの有無の評価を強化する。 
 

アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●大学等や学生に対し，理工系人材に求めるスキルを具体的に提示する。 
●採用活動において，当該スキルの有無の評価を強化する。なお，スキルの有無の評価に

当たっては，履修履歴（成績証明書等）及び履修証明について一層の活用を検討すると

ともに，資格試験の活用等を引き続き進める。 
 
【教育機関】 
●大学教育には，専門的知識及び最先端の技術と，その修得した知識・技術を応用して他

分野の学問や企業の課題を発見・解決する能力の双方を育成する体系的なカリキュラム

が必要であるため，通常の学位プログラムに加え，産学協働による短期集中型プログラ

ム（集中開講の履修証明プログラムなど）等の提供を促進する。 
●産業界等との間で育成すべき人材像を共有し，「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロ

マ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者

受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）を定めるとともに，学生が体系的な学修を
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進められるよう，ナンバリング1やカリキュラムマップ2等により，カリキュラムの順次

性の明確化を図る。 
●ＭＯＯＣ等のＩＣＴを活用した教育について，社会的ニーズの高い分野から，実効性の

高い教育プログラムを設けることで，学生のスキル修得に役立たせる。 
 
【政府】 
●学生が就職を希望する業種ごとに，産業界が学生に求めるスキルを簡単に把握すること

ができるシステム（以下「スキルの見える化システム」という。）を構築する。まずは，

理系女性を対象に，スキルの見える化システムの開発を行う3。 
 
＜中長期的対応＞ 
●スキルの見える化システムが，社会インフラとして就職活動に活用されるよう改善を行

う。 
 

 
（３）産業界のニーズを踏まえたカリキュラムの提供 

○教養教育・専門教育の基礎となる教育の充実，分野横断的な教育プログラムの提供，

研究室・専攻・大学の枠を超えた人材・教育交流等の取組による人材育成の推進 
○実践的な内容・方法による授業の提供，地域若しくは産業分野の特性をいかした大学

等と産業界との間で対話の場の設定等を促進 
○大学等における社会人の学び直しの促進 

 社会では様々な分野の課題が複雑に絡みあった事案に直面する機会や専門分野を超え

てプロジェクトに参加することが多々あるため，特化した専門分野に偏ることなく，

教養教育，数学や物理，情報などの基盤となる分野の基礎教育の充実，文理を超えた

分野横断的な教育プログラムの提供，研究室・専攻・大学・機関の枠を超えた人材・

教育交流等を促進すべきと考えられる。また，ＭＯＯＣ等のＩＣＴを活用して教育内

容を発信する取組を促進し，産業界及び大学における教育プログラムの補完や社会人

の学び直しツールとして活用することも有効と考えられる。 
 専門分野の枠を超えた俯瞰的な視点を持ち，修得した知識・技術を社会に応用できる

実践的・専門的な能力を育成するため，実践的な内容・方法による授業の提供（産業

界から講師を派遣・登用，ＰＢＬ，企業の実例を用いた演習，インターンシップ（有

給インターンシップを含む）等）等を促進する。 
 産業界のニーズを大学等に共有するためには，地域若しくは産業分野の特性をいかし

た企業と大学等との対話の場（以下「産学対話の場」という。）の設定，産学連携を積

極的に促進することも有効である。 
                                                   
1 ナンバリング･･･授業科目に適切な番号を付し分類することで，学修の段階や順序等を表し，教育課程の体系性を明示

する仕組み。 
2 カリキュラムマップ･･･学生に身につけさせる知識・能力と授業科目との間の対応関係を示し，体系的な履修を促す体

系図。 
3 平成２８年度「理系女性活躍促進支援事業」（経済産業省）を活用。 
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 高度人材の育成に向けた専門教育や，幅広い教養，リーダーシップ，新しい価値を創

造する能力，職業実践的な知識やネットワーク構築を目的として，大学等における社

会人の学び直しを促進する。 
 

アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●インターンシップ学生を受け入れ，学生への学習機会の提供に協力する。特に，産学協

働による人材育成，キャリア教育の推進の観点から，インターンシップの枠組みを拡大

する。 
●職員の知識の更新，能力の向上，他企業の職員とのネットワーク構築を図るため，大学

等の実践的・専門的プログラムに職員を派遣することや企業における実例を教材として

大学に情報提供することを検討する。 

●地域若しくは産業分野ごとに産学対話の場を設定するなどにより，好事例の発信等を積

極的に行う。例えば，大学関係者との意見交換のほか，学生が，大学で学んだ能力や専

門的知識を活用して企業が抱える具体的問題の解決策を検討するような事例も考えられ

る。 

 
【教育機関】 
●社会人基礎力の育成を含む教養教育，数学，物理学，情報学や統計学などの専門教育の

基盤となる分野の基礎教育の充実，文理を超えた分野横断的な教育プログラムの提供，

研究室・専攻・大学・機関の枠を超えた人材・教育交流等の推進に向けた対応を検討す

る。 
●大学協議体における産業界との定期的な意見交換を踏まえた検討により，各大学はカリ

キュラムの改善などの対応を検討・実施する。 
●ＭＯＯＣ等のＩＣＴを活用した教育の積極的な導入，ＰＢＬ，企業の実例を用いた演習

や実務家の活用などにより，教育方法の質的転換を図る。 

●学生の年次や専門分野を勘案し，単位化，中長期，有給などを含め，学生にとって教育

効果の高いインターンシップの提供に取り組む。また，各大学において，学生のインタ

ーンシップを仲介する人材（キャリア教育支援コーディネーター等）の配置を促進し，

地域の産業界との連携強化を図る。 
●社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的プログラムの充実を検討するとともに，

その開講に当たっては，社会人が受講しやすい工夫を設けることとする。また，他大学

等との連携・協働による相互の補完も必要であるため，国内大学間での教育コンテンツ

の互換性や教養科目の標準化に向けた検討を行う。 
●地域若しくは産業分野ごとに産学対話の場を設定するなどにより，好事例の発信等を積

極的に行う。例えば，産業界との意見交換のほか，学生が，大学で学んだ能力・専門的

知識を活用して企業が抱える具体的問題の解決策を検討するような事例も考えられる。 
●ＭＯＯＣ等のＩＣＴを活用した教育について，社会的ニーズの高い分野から，実効性の

高い教育プログラムを設けることで，産業界における研修や社会人の学び直し等に役立
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たせる。 
 
【政府】 
●理工系学部の専門教育の基礎となる数理・情報教育の標準カリキュラムの整備に取り組

む。 
●ＰＢＬなどのアクティブラーニング等を実施する大学の取組を促進する。 
●各大学等のインターンシップ実施に関するデータを継続的に収集・分析・公表するとと

もに，インターンシップの好事例や実施の際の留意点等を掲載した「インターンシップ

ガイド（仮称）」を作成することにより，教育効果の高い多様なインターンシップを促進

する。 
●地域若しくは産業分野ごとに産学対話の場の設定について，好事例の発信等により促進

する。 
●社会人や産業界のニーズに応じた大学等の実践的・専門的プログラムを文部科学大臣が

認定・奨励する仕組み（「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度）等を一層活用

し，大学等における社会人対象プログラムの充実を図るとともに，学び直しによるキャ

リアアップや生産性向上に係る好事例をシンポジウム等で横展開することにより，社会

人や産業界の学び直しに関する理解・関心を高める。 
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２．産業界における博士人材の活躍の促進方策 

＜現状課題認識＞ 
博士人材は，大学を含む研究機関，国際機関や行政，産業界など様々な分野で活躍す

ることが期待されているにもかかわらず，近年，博士課程（後期）修了後の進路が見通

せない等の理由から，優秀な若者が博士課程（後期）に進学しなくなっている「博士離

れ」の状況が懸念されており，このような状況は，我が国の研究開発力や国際競争力の

低下をもたらしかねず，優秀な学生が希望を持って博士課程（後期）へ進学を決意でき

る環境をつくることが重要であるとの意見が示された。更に，リーダーに必要な能力が

身についていない等の意見も示された。 
博士人材に対しては，多様な進路を産学官一体となって広く描くことが重要である。

このため，産学共同研究を通じて，科学技術と社会や産業界とのつながりを理解しても

らう取組等が重要であることが指摘された。また，中長期研究インターンシップや「博

士課程教育リーディングプログラム」等の先進的な取組の成果が見られつつあるが，産

業界において博士人材が活躍するための取組の充実が必要であるということが共有され

た。 

このような現状の課題を打開するため，具体的には以下のような対応策を産学官で進め

ていくことが必要である。 
 

（１）産学連携による博士人材の育成の充実 
円卓会議の議論において，博士人材の育成については産学共同研究や中長期研究インタ

ーンシップの推進や「博士課程教育リーディングプログラム」が有効ということで意見が

一致した。一方で，現状においては，産学共同研究における学生の関わりが弱く，産学共

同研究を通じた人材育成が十分になされていないことから，以下の対応策が有効である。 
 

①産学共同研究を通じた人材育成の推進 

○教員や博士課程（後期）学生の人件費等を含めた産学共同研究費の拠出の検討，大学

における秘密情報の保護ハンドブックの作成 

 企業が我が国の大学等に拠出する１件当たりの産学共同研究費はその８割以上が 
３００万円未満であるとともに，いつまでにどのような成果を出すのかが曖昧，と 
いった背景もあり，現在の産学共同研究は，本業に支障が出ない範囲での小規模な取

組にとどまっているものが多数を占めると考えられる。 
 本格的な産学共同研究の実施に向けては，産学共同研究に携わる教員の時間を確保し，

一定期間に成果を出すための大学側のコミットメントを高めることが必要であること

から，例えば，クロスアポイントメント制度4を活用することが有効である。 

                                                   
4 研究者等が，大学，研究開発法人，企業等のそれぞれと雇用契約関係を結び，給与支払をいずれかの機関に片寄せす

る「在籍型出向」形態を利用することにより，各機関の責任の下で業務を行うことができる制度である。制度の積極
的な導入・活用を進めるため，厚労省及び財務省等の制度官庁との協議を経て，経済産業省，文部科学省で，医療保
険・年金や退職金等の取扱い方法を「クロスアポイントメント制度の基本的枠組と留意点」として，平成２６年１２
月２６日にとりまとめた。平成２７年１１月時点でクロスアポイントメント制度の適用は１２５件であるが，大学教
員の人件費を民間企業が負担するような事例は極めて少ない状況である。 
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 大学と企業の「組織」対「組織」による本格的な産学共同研究を拡大するとともに，

そうした場に，博士課程（後期）の学生を一人前の研究者として参画させることは，

高い教育効果を生み出すものと期待される。その際，企業と大学における個別の契約

の中で，当該共同研究に参画する学生に対して人件費を支援するなど充実した経済的

報酬を措置していくことも重要である。なお，営業秘密や学生の発明の取扱いが困難

という懸念があるが，海外では，企業は学生と雇用契約を結ぶことで営業秘密等につ

いて適切に管理されていると考えられ，学生が産学共同研究に参加しているケースが

多い。 
 我が国においても，営業秘密等について，①「大学における営業秘密管理指針作成の

ためのガイドライン」を改廃し，大学が学生と雇用契約を締結する等によって企業等

との共同研究で取り扱う秘密情報を適切に管理することを明記した「大学における秘

密情報の保護ハンドブック」の作成や②産学共同研究契約における共同研究費への大

学が学生を雇用する経費の計上を通じて，適切に管理することが有効である。 
 また，産学共同研究を行う企業が，大学が学生を雇用する経費を含めた共同研究費を

措置することにより，学生に対する処遇を充実させることは，優秀な学生を国内外か

ら我が国の大学院へ引き付けることにもつながると考えられる。 
 これらの取組を通じ，産業界は個々の博士人材の能力を見極めた上で，従来型の雇用

慣行にとらわれることなく，採用や能力に応じ，専門性もいかした適切な配置・処遇

等を進めていくことが有効である。 
 なお，学生の就職活動等に活用できるよう産学共同研究に参画した実績や成果を提示

できる方法を工夫することも一案である。 
 ポスドクについても，人材の多くが有期雇用等の不安定な状態にあり，産業界への流

動が進んでいないことから，産学共同研究への参加を一層促進する必要がある。 
 更に基礎研究の成果が実践的な応用研究につながるものであることを踏まえ，応用研

究とあわせて基礎研究についても産学連携により充実していくことを通じて，大学の

産学連携機能の強化とともに，大学の教育力・研究力の向上を図るといった好循環を

作り出していくことも重要である。 
 

アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【政府】 
●大学と大企業・中小・ベンチャー企業におけるクロスアポイントメント制度の活用を更

に促進し，産学の人材交流を推進するとともに，企業が社内の優秀な人材に博士号を取

得させる取組を推進するための方策を検討する。 
●学生が産学共同研究に本格的に参加できるよう，「大学における営業秘密管理指針作成の

ためのガイドライン」を改廃し，大学が学生と雇用契約を締結する等によって企業等と

の共同研究で取り扱う秘密情報を適切に管理することを明記した「大学における秘密情

報の保護ハンドブック」を作成し，その普及に取り組む。 
●企業から大学等への産学共同研究に係る投資が促進されるための環境を整備することで，

企業から大学等への投資を今後１０年間で３倍に増やすことを目指し，学生の産学共同
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研究への参加機会を拡大する。 
 
【教育機関】 
●大学は，大学ごと又は大学間で連携して，産学による人材育成（学生を含む若手が主体

性をもって産学共同研究に参画し，論文等を発表等）が可能な体制を構築するとともに，

企業との個別の共同研究契約において，学生を雇用する経費を含めた共同研究費の獲得

を促進し，学生に対し，労働時間に見合う給与を支給する。 
●政府や円卓会議による提言等も踏まえ，産学共同研究に加えて，寄附，委託研究，クロ

スアポイントメント等も各大学の特性や実態に応じて組み合わせて活用することにより，

円滑な人事交流を通じた人材育成に取り組む。 
●本格的な産学共同研究への実施に向け，大学における産学連携活動の位置づけの向上や

取組体制の強化等を通じて，企業から大学等への投資を今後１０年間で３倍に増やすこ

とを目指し，学生の産学共同研究への参加機会を拡大する。 
 
【産業界】 
●クロスアポイントメント制度を活用し，大学・公的研究機関からの研究者受入れ，企業

から大学・公的研究機関への研究者派遣を実施する。 
●本格的に産学共同研究に参加する大学教員，ポスドク及び学生に対し，共同研究費の中

に大学が学生を雇用する経費を含めるなどの支援（企業による大学教員，ポスドク及び

学生への投資）を行う。 
●大学における産学連携活動の位置づけの向上や取組体制の強化等をトリガーとして，企

業から大学等への投資を今後１０年間で３倍に増やすことを目指す。 
●多くの企業が，優秀な博士人材に門戸を開いている実態を更に社会に発信する。 
●産学共同研究等を通して，個々の博士人材の能力を見極めた上で，博士人材の採用・配

置・処遇等の見直しの検討を進めることなどにより，人材育成・確保に取り組む。 

 
＜中長期的対応＞ 
●企業間，企業・大学間の共同研究を通じた人材交流を促進することにより，従来型の雇

用慣行にとらわれることなく，優秀な人材の採用・登用促進を図り，人材の流動性を高

めることを目指す。 
●円卓会議は，産業界と大学による産学協働の取組の状況を把握し，更なる促進策を提案

して連携を強めていくよう取り組む。また，大学と研究開発法人・大学共同利用機関等

との連携促進策も提案する。 
 
 

②中長期研究インターンシップの普及 

○中長期研究インターンシップへの企業及び大学の更なる参加の促進 

 企業内の研究活動に博士人材を関わらせることで教育を行う中長期の研究インターン

シップについては，教育効果が高く，産業界の評価も高いという点から推進すること
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が有効である。 
 研究インターンシップのテーマについては，産学共同研究に至る以前のアイデア段階

の未成熟なものにおいても気軽に進められ，また一部の分野においては企業と学生の

距離が物理的に離れていても遠隔でインターンシップを実施できるようになっており，

実際にインターンシップを実施した後に産学共同研究につながっていく事例も出てき

ている。そのため，産業界としても，オープンイノベーションのきっかけを見つける，

敷居が低く産学連携を始めることができる，などのメリットが指摘されている。 
 「（一社）産学協働イノベーション人材育成協議会」（以下「協議会」という。）が行う

インターンシップ事業には，多くの大学が参加しており，実績も出始めていることか

ら，本事業への企業及び大学の更なる参加を促進していくことが有効である。 
 

アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●オープンイノベーションのきっかけを見つけるという観点から，中長期研究インターン

シップに関する政府，協議会を始めとした関係団体及び大学等の取組に積極的に参加す

る。 
 
【教育機関】 
●教育効果が高いという観点から，中長期研究インターンシップに関する政府，関係団体

及び産業界の取組に積極的に参加するなど，産学官で連携するとともに，意識の高い学

生の参加を促す。 
 
【政府】 
●本格的な産学共同研究を実施する機会の増大を図るという観点から，中長期研究インタ

ーンシップの有用性について，産業界及び教育機関への普及に努める。 
●効果を上げ始めている中長期研究インターンシップの取組を発展させるため，産業界及

び教育機関に幅広く周知・広報を行う。 
 
 
③「博士課程教育リーディングプログラム」の促進 

○「博士課程教育リーディングプログラム」における産学の協力の促進 

 産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーを養成することを目的に平成２３年度

から開始された「博士課程教育リーディングプログラム」は，産業界からの講師・メ

ンターの派遣・登用，長期インターンシップの受入れなど，多様な協力が積極的に行

われている。本プログラムを始め，各大学院の取組に対して，引き続き，産業界から

の協力が促進されることが有効と考えられる。 

 

アクションプラン 
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＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●各プログラムへの講師・メンターの派遣，長期インターンシップの受入れなどに引き続

き積極的に協力する。 
 
【教育機関】 
●産学官連携の下，修士・博士５年一貫の研究科・専攻の枠を超えた教育プログラムの形

成に引き続き取り組む。 
●「博士課程教育リーディングプログラム」のように，産業界との密接な連携の下に研究

科・専攻の枠を超えた教育プログラムを進め，一貫制の博士のコースのみならず，修士

＋博士コース（博士前期・後期制）も含めた充実を図る。 
●多様な産学連携の方法を通じて，企業に進む博士課程修了者の道を更に広げる工夫の検

討を進める。 
 
【政府】 
●各プログラムへの支援を引き続き行う。 
●「博士課程教育リーディングプログラム」の取組や，修了者の活躍状況などを把握し，

これらに係る広報に取り組む。 
 
＜中長期的対応＞ 
【教育機関】 
●支援期間終了後を見据え，プログラムの定着・発展に努める。 

 

 

④新規分野の開拓における博士人材の活躍促進 

○新規分野開拓における博士人材の活躍機会の促進 

 新産業を興すような分野の開拓においては，博士人材が活躍することが有効であるこ

とから，アントレプレナー教育を充実させるとともに，ベンチャー企業経営者と学生

の交流等の機会を創出することが重要である。 

 
アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●卓越研究員制度の活用等により，新規分野を開拓するような優秀な若手研究者に対し，

安定かつ自立して研究を推進できるポストを用意し，新産業を興すような科学技術イノ

ベーションを実現する若手研究者を育成・確保する環境を整備する。 
 
【教育機関】 
●卓越研究員制度の活用等により，新規分野を開拓するような優秀な若手研究者に対し，
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安定かつ自立して研究を推進できるポストを用意し，新産業を興すような科学技術イノ

ベーションを実現する若手研究者を育成・確保する環境を整備する。 
●特定の分野に拘泥することなく，分野横断的又は他の分野で活躍できる能力の育成に取

り組む。 
●起業家マインドを醸成するアントレプレナー教育や，起業家を目指す者や支援者の集う

場等のネットワーク提供とあわせて，民間企業等と協働した課題解決や新事業の構想・

実施，好事例の発信に取り組む。また，教員の事業化メソッドや起業家マインドの醸成

を含めた産学連携に必要な能力の向上にも取り組む。 
 
【政府】 
●新規分野を開拓するような優秀な若手研究者が，安定かつ自立して研究を推進できる環

境を実現し，全国の産学官の研究機関をフィールドとして活躍し得る若手研究者の新た

なキャリアパスを開拓するため，卓越研究員制度による若手研究者の挑戦の機会を更に

拡充する。 
●アントレプレナー教育の全国ネットワークの形成を進めるとともに，海外のベンチャー

企業が集積する地域に挑戦意欲のある若手研究者を送り込むなど，多様な文化に触れる

場を増やし，グローバルに活躍する人材の育成を支援する。 
 
＜中長期的対応＞ 
●チャレンジしやすい社会の実現により，起業やベンチャー企業に対する社会的受容性や

地位を向上させ，起業家マインドを持つ人材を拡大する。 
 
 
（２）研究開発プロジェクト等を通じた人材の育成 

○研究開発プロジェクト等を通じた人材育成の実施 

 中長期的なシナリオ及びその出口を見据え，学生にプロジェクトマネジメントやグロ

ーバル対応力等を身に付けさせるために，チャレンジングな性格を有する研究開発プ

ロジェクトや，分野の枠を超えて横断的に取り組む研究開発プロジェクトの実施等を

通じ，人材育成を図ることが有効である。（例：ＩｍＰＡＣＴ，ＳＩＰ）。 
 
アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●革新的研究開発推進プログラム（ＩｍＰＡＣＴ5）や戦略的イノベーション創造プログラ

ム（ＳＩＰ6）に限らず，産業界は，学生がプロジェクトマネジメントやグローバル対応
                                                   
5 ＩｍＰＡＣＴ･･･産業や社会の在り方に大きな変革をもたらす革新的な科学技術イノベーションの創出を目指し，ハイ

リスク・ハイインパクトな挑戦的研究開発を推進することを目的として創設されたプログラム 
（Impulsing PAradigm Change through disruptive Technologies Program） 

6 ＳＩＰ･･･総合科学技術・イノベーション会議が自らの司令塔機能を発揮して，府省の枠や旧来の分野の枠を超えたマ
ネジメントに主導的な役割を果たすことを通じて，科学技術イノベーションを実現するために新たに創設す
るプログラム （Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program） 
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力を身に付ける機会に参加するための協力を行う。 
 
【教育機関】 
●ＩｍＰＡＣＴやＳＩＰ等の大型研究プロジェクトにおいては，プロジェクトマネジメン

トに関する能力等を備えた人材育成の視点を盛り込み，修士・博士課程の学生やポスド

クのＲＡ（リサーチ・アシスタント）としての雇用も含め，積極的な参加を促す。大学

院生をＲＡとして雇用する際には，給与水準を労働時間に見合うよう設定する。 
 
【政府】 
●理化学研究所ＡＩＰセンターにおいて，世界レベルの研究者を糾合し，研究開発と高度

なデータサイエンス等の人材育成を一体的に行うとともに，卓越研究員制度や競争的資

金の活用を含む若手の研究人材に対する支援の強化を図る。あわせて，優秀な博士課程

の学生，ポストドクターなど研究者の更なる研鑽・活躍の場となる数理・情報科学分野

の活用にも配慮した国際研究拠点の形成を推進し，データ利活用分野での専門人材の育

成を加速する。 
 
＜中長期的対応＞ 
●第５期科学技術基本計画のとおり，産学官が総力を挙げて研究開発及び社会実装を進め

るＳＩＰを強力に推進するとともに，ＩｍＰＡＣＴの更なる発展・展開を図ることによ

り，学生が大型研究プロジェクトに参加する機会の拡大を図る。 
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３．理工系人材の裾野拡大，初等中等教育の充実 

＜現状課題認識＞ 
 円卓会議において，初等中等教育は理工系人材の基礎となるものであり，極めて重要

である等が共有された。また，次世代の理工系人材の裾野拡大は，産業界にとって，将

来の競争力の確保という観点からも重要であるが，学校の授業や設備などでは必ずしも

魅力を感じさせるのに十分でない，理科の得意な小学校教員や実験の際の人員，教員の

最新知識が不足している，より多くの子供や女性に理工系の職業や進路への興味・関心

を持ってもらうためキャリアパスを見える化する取組が必要である等の意見が示され

た。 
学習指導要領に基づく学校における理数教育の実施に加え，大学や企業等による出前

授業等やスーパーサイエンスハイスクール，スーパー・プロフェッショナル・ハイスク

ール等の先進的な取組の成果が見られつつあるが，産学官が協働して，理工系人材の裾

野の拡大，初等中等教育の充実のため，各種取組のより一層の充実が必要であること，

理数教育の充実・先進的な取組によって知識を身に付けさせるだけでなく，これを活用

して将来的に社会で活躍・貢献できるようにすることが重要であること等が共有された。 

このような現状の課題を打開するため，具体的には以下のような対応策を産学官で進め

ていくことが必要である。 
 

（１）実験や科学的な体験等を通じた理工系科目に対する学習意欲・関心の向上 

○大学や企業等による理科実験教室，出前授業や教材開発（実験教材，ＤＶＤ・オンラ

イン教材等）等の科学技術の魅力を発信する取組の拡大 
○大学や企業等が実施した小学生・中学生・高校生等を対象とする理科実験教室や出前

授業等に係るノウハウやコンテンツ等の情報を共有する仕組みの検討 

 理工系の職業に関心を持たせるためには，初等中等教育段階において，理科の素養を

備えた教員を増やし，実験等の体験的な学習活動の実施，最先端の研究内容，研究者・

技術者や実験施設・設備に触れる機会を通して楽しさを感じさせることが必要であり，

大学や企業等による理科実験教室，出前授業や教材開発（実験教材，ＤＶＤ・オンラ

イン教材等）等の科学技術の魅力を発信する取組の実施が有効であると考えられる。 
 現在も，大学や企業等において，小学生・中学生・高校生等を対象に理科実験教室や

出前授業等に取り組んでいるが，個々に取り組んでいるため，各者が行った活動のノ

ウハウの蓄積，コンテンツの共有や各取組内容の把握，各大学や企業，地域が連携し

た取組，需要と供給のマッチングがなされていない状況である。これらの情報の共有

や，連携のための仕組みを検討することが必要であると考えられる。例えば，各教育

委員会が大学や企業等と協力して土曜日の教育活動を実施する際，より効果的な理科

教育の実施に向けて大学や企業等が組織的に連携して，ノウハウの蓄積やコンテンツ

等の情報の共有を行うことにより，子供たちに充実した学習機会を提供することなど

が考えられる。 
 また，初等中等教育段階において，目的意識を持った観察・実験を行うこと等により，
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自然の事物・現象を科学的に探究するために必要な資質・能力を養うことや，高等学

校情報科を始めとする情報教育，ＩＣＴ活用の推進などが重要である。このため，現

在も取り組まれている，理科教育設備整備の充実や理科観察実験アシスタントの活用，

ＩＣＴ環境整備の促進などのほか，例えば，大学において，理科・算数等の理系科目

を指導する教員を対象とした研修講座を設けることも考えられる。 
 理系の科目を学ぶことの意義や有用性を実感する機会を持たせる観点から，学ぶ内容

が実社会・実生活と関連していることや応用することで最先端の科学技術につながる

ことを気付かせる教育内容とすること，ものづくりやプログラミング等のアウトプッ

トの実感が得られる内容とすることも重要であると考えられる。 
 また，退職した教員や技術者などを学校支援ボランティアとして一層活用することも

有効と考えられる。 
 
アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●産業界において，大学や教育委員会等とも連携し，理科実験教室，出前授業や教材開発

（実験教材，ＤＶＤ・オンライン教材等）等の取組を一層推進するとともに，その実施

結果をホームページで広報するなどにより，科学技術の魅力を発信する取組の拡大を図

るとともに，大学等で行われる，特に意欲や突出した能力を有する小学生，中学生，高

校生等の能力を更に伸ばすための取組に対し，必要なリソースの提供を含めて積極的に

協力する。 
 
【教育機関】 
●大学等において，産業界や教育委員会等とも連携し，子供の理科・算数等の理系科目に

対する興味・関心を高めるような理科実験教室，出前授業，教材開発（実験教材，ＤＶ

Ｄ・オンライン教材等）の取組を一層推進するとともに，その実施結果や理系科目で学

ぶ内容が実社会でどのように役立っているのかをホームページで広報するなどにより，

科学技術の魅力を発信する取組を拡大する。また，突出した意欲や能力を有する小学生，

中学生，高校生等に対し，その能力を更に伸ばすための取組を実施するとともに，工学

教育について，中高生に対する教育プログラムを開発し，大学・企業などの研究者が指

導に当たる。 
●大学や教育委員会等が連携し，初等中等教育の理系科目を指導する教員を対象とした研

修講座の開講を検討する。その際，産業界と連携して，理系科目で学ぶ内容が実社会で

役立っている現場を体験する機会の提供も視野に入れる。 
●理科教育においては，児童生徒が観察・実験などで実物に触れて探究的な学習を実施す

ることが大切であることから，一人一人が実験装置を操作できるよう，理科教育施設・

設備充実等の環境整備を図る。 
●中学校や高等学校における進学の際の志望校選択，あるいは学部・学科の選択の段階に

おいては，生徒の興味・関心や産業界の現状，将来の就職に配慮した進路指導の在り方

について検討を進める。その際，中学校段階での進路指導においては，工業科・情報科
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等の高等学校を経て理工系人材としてのキャリアを選択することなども視野に入れた指

導の在り方の検討も進める。 
 
【政府】 
●大学や企業等が個々に取り組んでいる小学生・中学生・高校生等を対象にした理科実験

教室や出前授業等の活動のノウハウを蓄積，コンテンツの共有や各取組内容を情報共有

し，地方公共団体の教育センターと教員養成系大学等を中心に，各大学や企業，教育委

員会，地域が連携する仕組みを検討する。 
●中学校，高等学校等において実施される科学部活動等の取組や，そこに在籍する教員の

指導力向上のための取組，先進的な理数系教育を実施する高等学校等を指定し支援する

スーパーサイエンスハイスクール，特に意欲・能力を有する高校生を対象に次世代の国

際的科学技術人材の育成プログラムを実施する大学を支援するグローバルサイエンスキ

ャンパス等の既存の取組に加え，特に意欲や突出した能力を有する小学生，中学生等の

能力を更に伸ばすための取組を，産業界，大学，教育委員会等と連携して全国各地で推

進する。 
●教育機関においてボランティア人材を有効に活用できるよう，リタイアした技術者等を

登録する学校支援のためのボランティア組織の設置を促進する。 
●初等中等教育段階における観察・実験の充実を図るために，理科教育振興法に基づいた，

理科教育設備の整備や観察・実験アシスタントの配置支援など，理数教育充実のための

人的・物的の両面にわたる総合的な支援を引き続き推進する。 
●次期学習指導要領改訂における理数教育に関しては，知識・技能，思考力・判断力・表

現力等，学びに向かう力・人間性等の着実な育成を図るために，探究的な学習を充実さ

せる方向で検討を引き続き進める。特に，高等学校においては，スーパーサイエンスハ

イスクールにおいて取り組まれている「課題研究」等の成果を踏まえつつ，数学と理科

にわたる探究的科目として「理数探究基礎（仮称）」「理数探究（仮称）」を新たに設ける

こととし，引き続き中央教育審議会における検討を進める。 
 
＜中長期的対応＞ 
●生徒自身が体験することで学習内容の有用性を理解するために，観察・実験を重視した

教育内容の充実を図る。 
 
 
（２）キャリアパスの見える化等を通じた職業・進路への興味・関心の喚起 

○将来の職業と結び付いた学問分野を選択する意識を持たせるような仕組みの発展・充

実 
○キャリアパスの見える化等への企業及び大学等の更なる参加の促進 
○子供の親を対象とした取組の促進 
○理工系分野での女性の活躍促進 

 より多くの人が理工系の大学・職業を選択肢の一つとして認識し，興味関心に応じて
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選択が可能となるよう， 

 将来の職業と結び付いた学問分野を選択する意識を持たせるような仕組み（スーパ

ーサイエンスハイスクール，スーパー・プロフェッショナル・ハイスクールや大学

や企業等と連携した授業の実施など）を発展させる必要があると考えられる。 
 進路選択の参考になる身近な事例やロールモデルの提供，大学や企業の見学会の開

催，就業体験や，社会で活躍している理工系人材のキャリアパスを見える化し，ウ

ェブやイベント開催等を通じた継続的な情報発信などにより，理工系分野への興

味・関心を喚起するための取組が有効であると考えられる。 
 子供の理工系の進路選択に当たり，親から受ける影響が大きいことを踏まえ，大学

や企業による，親を対象にした見学会，説明会の開催など，理工系の進路に対する

理解を深めてもらう取組が考えられる。 
 科学技術により，将来の変化を予測することが困難な時代に対応するとともに，社

会を牽引する人材を育成するため，創造性を育む教育や，先進的な理数学習の機会

の提供等を通じて，優れた素質を持つ児童生徒及び学生の才能を伸ばす取組を充実

することが考えられる。 

 上記の取組については，特に，より多くの女性が理工系の大学・職業を目指せるよう

にする観点からも積極的に進める必要がある。また，進路選択の参考になる身近な事

例・ロールモデルとして，仕事とライフイベントのバランスを保ちながら，多方面で

活躍している女性研究者や女性技術者が増えていくことが有効であり，そのためには

大学等における保育環境整備の推進等，両立を可能とする環境の整備が重要である。 
 

アクションプラン 
＜短期的対応（２，３年以内）＞ 
【産業界】 
●産業界は，小学校，中学校，高等学校における将来の職業選択を意識した取組（企業見

学会，イベント開催，業界の展示会や製品・サービス等の教材提供等）に積極的に参画

するとともに，従業員に対し，これらの取組への親子参加を奨励（イベント等の推奨，

参加費用の一部補助，休暇の付与等）する。 
 
【教育機関】 
●生徒が自分のキャリアを自律的に設計できるキャリアデザイン能力を身に付けるために，

小学校，中学校，高等学校においては各学校段階のキャリア教育内容との接続を意識し，

系統的なキャリア教育を行う工夫の検討を進める。 
●大学等は，理工系分野における女子学生の比率が低いことを踏まえ，女子の理工系分野

への進路選択を進める観点からも，小学校，中学校，高等学校等における将来の職業と

結び付いた学問分野を選択する意識を持たせる取組に積極的に参画する。 
●職業選択の参考となるインターンシップ等の職業体験の機会を拡大する。 
●ロールモデルを示すことを通じて，分かりやすく将来展望をイメージさせることが重要

であるため，産学が協力して，モデルとなるケースを発信する。特に，現場でいきいき
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と仕事に取り組んでいる女性や理工系の女性教員等の身近なロールモデルとなる方から

理系の魅力やものづくりを目指したきっかけを聞くなどの進路選択の参考とする機会を

積極的に設ける。 
●大学等の理工系分野における教員の女性比率が低いため，積極的な募集活動やライフイ

ベントとの両立を支援する取組を強化する等の環境整備を進め，女性比率向上を図る。 
 
【政府】 
●「理工チャレンジ」（内閣府ホームページ）等の広報媒体において，仕事とライフイベン

トを両立しながら活躍している理工系女性の姿を継続的に発信すること等により，女子

中高生等の理工系分野への興味・関心を喚起する。特に，女子の理系学部への進学率向

上（全国平均の約３倍）に大きな成果を上げているスーパーサイエンスハイスクールの

取組を発展・充実させる。 
●大学等と地域が連携した保育環境の整備や保育サービスの充実を図るとともに，女性の

就労や社会参画につなげるため，学びを支援するモデル等を構築・普及する。 

●産業界，大学，教育委員会等と連携し，小学生，中学生，高校生等が，身近なロールモ

デルから最先端の科学技術等に触れる機会を確保することで，将来の理工系分野を担う

人材の知識や意欲等を高める取組を推進する。 
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参考資料 
理工系人材育成に関する産学官円卓会議について 

 
 

平成２７年５月１５日  

文 部 科 学 省  

経 済 産 業 省  

 

１．趣 旨 

理工系人材育成戦略を踏まえ、同戦略の充実・具体化を図るため、産学

官の対話の場として「理工系人材育成に関する産学官円卓会議」を設置す

る。同会議において、産業界で求められている人材の育成や育成された人

材の産業界における活躍の促進方策等について、産学官それぞれに求めら

れる役割や具体的な対応を検討する。 

 

２．検討事項 

（１）産業界の将来的な人材ニーズを踏まえた大学等における教育の充実方

策（基礎学力の強化、専門教育の充実及び産業界との連携等） 

（２）企業における博士号取得者の活躍の促進方策 

（３）初等中等教育等における産業を体感する取組の充実方策（産業界から

の講師派遣など） 

など理工系人材育成戦略を踏まえた産学官の行動計画について 

 

３．実施方法 

（１）円卓会議は、別紙に掲げる委員により構成する。なお、やむを得ない

事情のある場合は、代理者が出席することができる。 

（２）必要に応じ、別紙の委員に加えて、他の有識者を参画させることがで

きる。 

 

４．その他 

円卓会議に関する庶務は、文部科学省高等教育局専門教育課及び経済

産業省産業技術環境局大学連携推進室において処理する。 
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理工系人材育成に関する産学官円卓会議委員 

※ 敬称略                   

※ ◎共同座長         

※ 役職は平成 28年 7月現在  

＜産業界＞ 

◎内山田 竹志  トヨタ自動車株式会社会長（日本経済団体連合会） 

野路 國夫  株式会社小松製作所取締役会長 

オープンイノベーション協議会会長（経済同友会） 

横倉 隆  株式会社トプコン特別アドバイザー 

（東京商工会議所（日本商工会議所推薦）） 

須藤 亮  株式会社東芝技術シニアフェロー（産業競争力懇談会） 

秋山 咲恵  株式会社サキコーポレーション代表取締役社長 

 

＜大学等＞ 

◎大西 隆  豊橋技術科学大学学長（国立大学協会） 

上野 淳  首都大学東京学長（公立大学協会） 

藤嶋 昭  東京理科大学学長（日本私立大学団体連合会） 

谷口 功  独立行政法人国立高等専門学校機構理事長 

（平成 28 年 4月 1日～） 

小畑 秀文  前独立行政法人国立高等専門学校機構理事長 

（平成 24 年 4月 1日～平成 28 年 3月 31 日） 

神谷 弘一  愛知県立豊田工業高等学校校長（全国高等学校長協会） 

 

＜省庁＞ 

常盤 豊    文部科学省高等教育局長 

             （平成 27 年 8月 4日～） 

吉田 大輔   前文部科学省高等教育局長 

       （平成 26 年 1月 17 日～平成 27 年 8月 4日） 

末松 広行   経済産業省産業技術環境局長 

（平成 28 年 6月 17 日～） 

井上 宏司   前経済産業省産業技術環境局長 

       （平成 27 年 7月 31 日～平成 28 年 6月 17 日） 

片瀬 裕文   前々経済産業省産業技術環境局長 

       （平成 25 年 6月 28 日～平成 27 年 7月 31 日） 
  

（別紙） 
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理工系人材育成に関する産学官円卓会議 
審 議 経 過 

 
 
○第 1回 平成 27 年 5 月 22 日（金） 

 理工系人材育成に関する現状等について意見交換 
 

 

○第 2回 平成 27 年 8 月 6 日（木） 

 理工系人材育成に関する委員からのプレゼンテーション 
 

 

○第 3回 平成 27 年 9 月 25 日（金） 

 理工系人材育成に関する委員からのプレゼンテーション 
 

 

○第 4回 平成 27 年 10 月 22 日（木） 

 これまでの議論の論点整理、博士人材の活躍の促進方策、博士人材育成の充実について 
 

 

○第 5回 平成 27 年 12 月 18 日（金） 

 産業界ニーズと大学教育のマッチング方策、専門教育の充実について 
 

 

○第 6回 平成 28 年 1 月 28 日（木） 

 理工系人材の裾野拡大、初等中等教育の充実について 
 

 

○第 7回 平成 28 年 2 月 25 日（木） 

 理工系人材育成に関する産学官行動計画骨子（案）の議論 
 

 

○第 8回 平成 28 年 5 月 6 日（金） 

 理工系人材育成に関する産学官行動計画骨子（案）及び産学官行動計画（案）の議論 
 

 

○第 9回 平成 28 年 7 月 11 日（月） 

 理工系人材育成に関する産学官行動計画（案）の議論 
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理⼯系⼈材育成に係る現状分析データ等

産業技術環境局
⼤学連携推進室

理⼯系⼈材育成に関する産学官円卓会議 概要
■趣旨
産学官の対話の場として「理⼯系⼈材育成に関する産学官円卓会議」を設置。同会議において、産業界で求められている⼈材の育

成や育成された⼈材の産業界における活躍の促進⽅策等について、産学官それぞれに求められる役割や具体的な対応を検討。

■検討事項
（１）産業界の将来的な⼈材ニーズを踏まえた⼤学等における教育の充実⽅策
（２）企業における博⼠号取得者の活躍の促進⽅策
（３）初等中等教育等における産業を体感する取組の充実⽅策
など理⼯系⼈材育成戦略を踏まえた産学官の⾏動計画について

■開催実績
平成２７年５⽉から平成２８年７⽉にかけて９回開催。平成２８年８⽉２⽇に「理⼯系⼈材育成に関する産学官⾏動計画」

を取りまとめ。

＜産業界＞
内⼭⽥ ⽵志 トヨタ⾃動⾞(株)会⻑

（⽇本経済団体連合会）
野路 國夫 (株)⼩松製作所取締役会⻑

オープンイノベーション協議会会⻑（経済同友会）
横倉 隆 (株)トプコン特別アドバイザー

（東京商⼯会議所（⽇本商⼯会議所推薦））
須藤 亮 (株)東芝技術シニアフェロー

（産業競争⼒懇談会）
秋⼭ 咲恵 (株)サキコーポレーション代表取締役社⻑

＜省庁＞
常盤 豊 ⽂部科学省⾼等教育局⻑
末松 広⾏ 経済産業省産業技術環境局⻑

＜⼤学等＞
⼤⻄ 隆 豊橋技術科学⼤学学⻑

（国⽴⼤学協会）
上野 淳 ⾸都⼤学東京学⻑

（公⽴⼤学協会）
藤嶋 昭 東京理科⼤学学⻑

（⽇本私⽴⼤学団体連合会）
⾕⼝ 功 (独)国⽴⾼等専⾨学校機構理事⻑
神⾕ 弘⼀ 愛知県⽴豊⽥⼯業⾼等学校校⻑

（全国⾼等学校⻑協会）

【委員】
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出典：平成２６年度 ⽂部科学省 学校基本調査に基づき作成

修⼠（理・⼯・農・保）の就職先 （職業別）
 理・⼯・農・保系修⼠は、研究・技術系職種に就く割合（概ね８５％以上）が⾼く、⾼い専⾨性を活かした

職種に就いていると考えられる。
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学⼠（理・⼯・農・保）の就職先 （職業別）
 職業別では、技術系職種における理・⼯系学⼠の占める割合は５０％〜９０％であり、理・⼯系学⼠は、

専⾨性を活かした職に就いている。職業別では、情報処理・通信技術者に占める⽐率が５０％程度と低い。
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専⾨分野の知識を⾝につける

論理的思考⼒や課題解決能⼒を⾝につける

チームを組んで特定の課題に取り組む経験

専⾨分野に関連する他領域の基礎知識も⾝につける

実社会や職業との繋がりを理解させる教育

職業意識や勤労観醸成に役⽴つプログラム

ディベートやプレゼンテーション能⼒を⾼める

⼀般教養の知識を⾝につける

外国語によるコミュニケーション能⼒を⾼める

異⽂化理解に繋がるような体験

その他

6

産業界が求める理⼯系⼈材

出典：⽇本経済団体連合会教育問題委員会「産業界の求める⼈材像と⼤学教育への期待に関するアンケート結果」（平成23年1⽉）
【調査対象：⽇本経済団体連合会会員企業、地⽅別経済団体加盟企業（技術系・理科系580社 、分科系592社）※複数回答】

 産業界は、理⼯系⼈材が、⼤学教育において、 「専⾨分野の知識」、「論理的思考⼒や課題解決能⼒」と
の両⽅を⾝につけることを期待。

 理⼯系⼈材の基礎研究⼒を⾼める⾯でも、両⽅の能⼒を⾝につけることが重要であると考えられる。

⽂系理系 ⼤学・⼤学院⽣の教育に期待するもの

n=580社 n=592社

産業界の⼈材の専⾨知識ニーズに関する調査
 産業界が求める⼤学・⼤学院教育と、現在⾏われている⼤学・⼤学院教育の専⾨分野に係るギャップを明ら

かにするために、産業界の社会⼈を対象としてアンケートを実施。

 アンケート回答者の基礎情報
• 20歳以上〜45歳未満で、⾼等専⾨学

校以上を卒業した、産業界で正社員や
経営者・役員等の雇⽤形態で働く社会
⼈を対象。

• 2015年1⽉下旬から2⽉上旬にかけてア
ンケートを実施。最終的に、全53業種の
技術系⼈材9,822⼈、⾮技術系⼈材
24,144⼈より有効回答を回収。

 アンケートの⼿順
• 専⾨分野は、科研費の細⽬に対応した

265の細⽬に分類。
• 回答者は、⼤学等の研究室における専

⾨分野（1分野）、現在の企業における
業務で重要な専⾨分野（最⼤3分野）
等を回答。

 経済産業省において実施
（調査実施 河合塾）

職種
技術系職種 9,822 うち⼥性

(1,555) ⾮技術系職種 24,144 うち⼥性
(9,592)

（内訳） （内訳）

基礎・応⽤研究、先⾏開発 767 (184) 事業推進・企画、経営企画 2,055 (573)
設計・開発 2,383 (337) コンサルタント 286 (57)
⽣産技術（プラント系） 223 (17) 商品企画、マーケティング 514 (204)
⽣産技術（プラント系以外） 325 (21) 経理・会計・財務、⾦融・ファイナンス 2,645 (1241)
製造・施⼯ 975 (89) 法務、知的財産・特許 558 (201)
⽣産管理・施⼯管理 686 (66) ⼈事・労務・研修 1,008 (436)
品質管理・評価 681 (165) 総務 2,164 (1000)
システムエンジニア 2,007 (340) 営業、営業企画、事業統括 5,280 (983)
保守・メインテナンス・維持管理 783 (102) 宣伝、広報、ＩＲ 244 (123)
セールスエンジニア・技術営業 223 (12) サービス・販売系業務 2,127 (873)
技術系企画・調査、コンサルタント 336 (43) ⼀般・営業事務 5,154 (3563)
コンテンツ制作・編集＜クリエイティブ
系＞ 433 (179) 調達、物流、資材・商品管理 655 (181)

輸送・運搬、清掃、包装 420 (23)
保安等 392 (37)
経営者、会社役員 642 (97)

最終学歴
⾼等専⾨学校 704 (95) ⾼等専⾨学校 1,273 (646)
学⼠ 6,463 (1090) 学⼠ 21,188 (8497)
修⼠ 2,389 (331) 修⼠ 1,538 (414)
博⼠ 266 (39) 博⼠ 145 (35)

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」 729
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業務で重要な専⾨分野と⼤学等で学んだ専⾨分野（技術系⼈材）①
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企業における業務で重要な専⾨分野: n=23063

⼤学等の研究室で学んだ専⾨分野: n=9822

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」
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業務で重要な専⾨分野と⼤学等で学んだ専⾨分野（技術系⼈材）②
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⽂
学

地
球
物
理
学
␓
惑
星
科
学
・
進
化
学
等

地
球
宇
宙
化
学

古
⽣
物
学
・
層
位

分
⼦
⽣
物
学
・
ゲ
ノ
ム
⽣
物
学

構
造
⽣
物
化
学

機
能
⽣
物
化
学

細
胞
⽣
物
学

発
⽣
⽣
物
学

バ
イ
オ
イ
ン
フ
⑀
マ
テ
␽
ク
ス
・
シ
ス
テ
ム
ゲ
ノ
ム
学

遺
伝
学
␓
⼈
類
遺
伝

系
統
分
類
学

形
態
・
構
造

⾃
然
⼈
類
学

⽣
態
学
・
⽣
物
資
源
保
全
学

解
剖
学

⽣
理
学
␓
内
分
泌

環
境
⽣
理
学

⾎
液

免
疫
学
␓
ア
レ
ル
ギ
␗
・
膠
原
病

感
染
症

病
原
微
⽣
物
学

寄
⽣
⾍
学

病
理
学
全
般

放
射
線
␓
化
学
物
質
の
⼈
体
影
響

ガ
ン
関
連
の
⽣
物
学

ガ
ン
診
断

ゲ
ノ
ム
医
科
学
␓
病
態
医
化
学

ガ
ン
治
療

神
経
内
科
・
外
科
学

神
経
⽣
理
学

神
経
解
剖
・
病
理

神
経
化
学
・
薬
理

脳
計
測
・
情
報

精
神
薬
理
・
⽣
理
・
病
理

天
然
物
・
⽣
物
有
機
系
化
学

創
薬
化
学
␓
ケ
ミ
カ
ル
バ
イ
オ
ロ
ジ
␗

薬
理
学

薬
物
動
態
␓
代
謝

製
剤
学

環
境
・
衛
⽣
系
薬
学
␓
衛
⽣
・
公
衆
衛
⽣

臨
床
・
病
院
・
社
会
薬
学

⿇
酔

バ
イ
オ
マ
テ
リ
ア
ル

⽣
体
情
報
・
計
測
・
制
御
学

放
射
線
科
学
・
技
術
学

健
康
・
福
祉
⼯
学

ナ
ノ
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス

農
業
⼯
学
␓
⽣
物
環
境
・
計
測
⼯
学

⾷
品
科
学
／
調
理
学

応
⽤
微
⽣
物
学

⽔
圏
環
境
学
・
環
境
微
⽣
物
学

植
物
科
学

遺
伝
育
種
␓
作
物

植
物
病
理

栄
養
・
⼟
壌

⽊
質
科
学
␓
林
産
学
␓
⽊
材
利
⽤
学

森
林
・
森
林
環
境

動
物
⽣
理
・
⾏
動
␓
動
物
科
学

昆
⾍
科
学
␓
応
⽤
昆
⾍
␓
病
害
⾍
対
策

⽔
圏
動
物
系
⽣
命
科
学
・
⾷
品
加
⼯
学

⽔
圏
動
物
資
源
学

畜
産
学

獣
医
学

消
化
器

循
環
器
・
⼼
臓
・
⾎
管

呼
吸
器

腎
臓
␓
⾼
⾎
圧

⼩
児

胎
児
␓
新
⽣
児

婦
⼈
科
␓
産
科
␓
⽣
殖
␓
更
年
期

⽪
膚

泌
尿
器

⽿
⿐
咽
喉

眼
科

整
形

形
成
外
科

疼
痛
学

⻭
科

⻭
科
医
⽤
⼯
学

看
護
学

社
会
福
祉
学

⼼
療
・
東
洋
・
緩
和
・
⽼
年
医
学
等

臨
床
⼼
理

病
態
検
査
学

理
学
・
作
業
・
⾔
語
療
法
学
␓
リ
ハ
ビ
リ
科
学
␓
⽼
年
学

救
急
医
学

疫
学
・
予
防
医
学

法
医
学

病
院
・
医
療
管
理
学

応
⽤
健
康
科
学

ス
ポ
␗
ツ
科
学
␓
体
育
␓
⾝
体
教
育
論

⾷
⽣
活
学

全
体

に
対

す
る

割
合

（
％

）

企業における業務で重要な専⾨分野: n=23063
⼤学等の研究室で学んだ専⾨分野: n=9822

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」30
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業務で重要な専⾨分野と⼤学等で学んだ専⾨分野（⾃動⾞・機器）①

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

設
計
⼯
学

機
構
学
␓
機
械
要
素
︵
⻭
⾞
等
︶

ト
ラ
イ
ボ
ロ
ジ
␗
︵
摩
擦
・
摩
耗
・
潤
滑
︶

加
⼯
学
︵
機
械
加
⼯
学
␓
⼯
作
機
械
な
ど
︶

燃
焼
／
熱
機
関
︵
冷
凍
・
空
調
␓
熱
⼒
学
等
︶

伝
熱
・
熱
物
性
︵
移
動
速
度
論
な
ど
︶

流
体
⼯
学
␓
流
体
機
械

機
械
材
料

材
料
⼒
学
︵
構
造
␓
破
壊
な
ど
︶

機
械
⼒
学
︵
振
動
␓
騒
⾳
等
︶

メ
カ
ト
ロ
ニ
ク
ス
・
ロ
ボ
テ
␽
ク
ス

⾃
動
⾞
⼯
学
︵
⽔
素
⾃
動
⾞
等
︶

航
空
宇
宙
⼯
学

船
舶
⼯
学

海
洋
⼯
学

電
⼒
⼯
学
・
電
⼒
変
換

電
気
機
器
・
パ
ワ
␗
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
・
照
明

ア
ナ
ロ
グ
回
路

デ
ジ
タ
ル
回
路
␓
Ｌ
Ｓ
Ｉ

電
⼦
デ
バ
イ
ス

︵
半
導
体
⼯
学
等
︶

電
⼦
機
器
・
パ
⑁
ケ
␗
ジ

デ
␽
ス
プ
レ
イ

カ
␗
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

光
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
・
デ
バ
イ
ス

計
測
⼯
学
︵
光
計
測
を
含
む
︶

制
御
⼯
学

シ
ス
テ
ム
⼯
学

結
晶
⼯
学
␓
厚
膜

薄
膜
・
表
⾯
界
⾯
物
性

物
性
物
理
︵
応
⽤
系
␓
電
⼦
材
料
等
︶

物
性
物
理
学
︵
超
伝
導
␓
低
温
␓
ス
ピ
ン
物
性
等
︶

数
理
物
理
␓
統
計
物
理
・
熱
⼒
学

原
⼦
・
分
⼦
物
理
␓
量
⼦
物
理

機
能
物
性
化
学
︵
光
␓
電
⼦
␓
ス
ピ
ン
等
︶

ナ
ノ
テ
ク
＜
構
造
・
材
料
・
物
性
＞

ナ
ノ
マ
イ
ク
ロ
デ
バ
イ
ス
・
シ
ス
テ
ム

有
機
・
ハ
イ
ブ
リ
⑁
ド
材
料
︵
有
機
半
導
体
等
︶

⾦
属
物
性
・
材
料
␓
無
機
物
性
・
材
料

軽
⾦
属
材
料

炭
素
系
物
質
・
材
料

複
合
材
料

構
造
・
機
能
材
料

表
界
⾯
⼯
学

溶
接
・
接
合
・
接
着

⾦
属
⽣
産
⼯
学

材
料
加
⼯
・
組
織
制
御

物
質
・
材
料
設
計

物
質
・
材
料
の
分
析
・
評
価

化
学
⼯
学
︵
物
性
␓
撹
拌
␓
分
離
・
精
製
等
︶

反
応
⼯
学
︵
反
応
速
度
論
␓
重
合
等
︶

粉
体
⼯
学
︵
粉
体
冶
⾦
␓
粉
体
加
⼯
学
等
︶

計
装
␓
プ
ロ
セ
ス
制
御
␓
シ
ス
テ
ム
設
計

エ
ネ
ル
ギ
␗
変
換
⼯
学

バ
イ
オ
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

理
論
化
学

基
礎
物
理
化
学

基
礎
有
機
化
学

基
礎
無
機
化
学

核
・
放
射
化
学

合
成
化
学

⾼
分
⼦
化
学
・
機
能
性
⾼
分
⼦

分
析
化
学

エ
ネ
ル
ギ
␗
関
連
化
学

分
⼦
デ
バ
イ
ス
化
学

気
象
・
⼤
気
・
海
洋
・
プ
ラ
ズ
マ
圏

⾃
然
地
理
学

⾃
然
災
害
科
学
␓
防
災
学

地
球
温
暖
化
␓
環
境
変
動
・
循
環
モ
デ
ル
・
評
価

環
境
化
学

環
境
負
荷
低
減
␓
保
全
修
復

資
源
・
リ
サ
イ
ク
ル
⼯
学

⾃
然
共
⽣
・
持
続
可
能
シ
ス
テ
ム
創
成

環
境
政
策
・
社
会
学

エ
ネ
ル
ギ
␗
変
換
・
貯
蔵
学

エ
ネ
ル
ギ
␗
学

原
⼦
⼒
⼯
学

核
融
合
学

地
質
学
・
鉱
物
学

地
球
・
資
源
シ
ス
テ
ム
⼯
学

構
造
⼯
学
・
維
持
管
理
⼯
学

地
震
⼯
学

⼟
⽊
材
料

⼟
⽊
施
⼯
・
建
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

地
盤
⼯
学

⽔
理
・
河
川
⼯
学
␓
海
岸
・
港
湾
⼯
学

⼟
⽊
計
画

交
通
⼯
学

⾼
度
交
通
シ
ス
テ
ム

景
観
・
デ
ザ
イ
ン
␓
⼟
⽊
史

⼟
⽊
環
境
シ
ス
テ
ム
␓
衛
⽣
⼯
学

農
業
⼟
⽊
␓
地
域
環
境
⼯
学
・
計
画
学

都
市
計
画
学

ラ
ン
ド
ス
ケ
␗
プ
␓
造
園
・
緑
地
学

建
築
計
画
学

建
築
環
境
・
設
備

建
築
構
造
・
材
料

建
築
経
済
学

意
匠
・
建
築
史

住
居
学
・
住
⽣
活
学

被
服
・
⾐
⽣
活
学

家
政
学
・
⽣
活
学

建
築
デ
ザ
イ
ン

プ
ロ
ダ
ク
ト
デ
ザ
イ
ン

デ
ザ
イ
ン
論
␓
デ
ザ
イ
ン
学

ワ
␗
ク
シ
⑄
⑁
プ
実
践

製
図
␓
デ
ザ
イ
ン
実
習

計
算
機
シ
ス
テ
ム

基
本
ソ
フ
ト
︵
オ
ペ
レ
␗
テ
␽
ン
グ
シ
ス
テ
ム
等
︶

ミ
ド
ル
ウ
␿
ア
︵
並
列
分
散
等
︶

応
⽤
ソ
フ
ト
・
ア
プ
リ
ケ
␗
シ
⑄
ン

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
基
礎
︵
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
等
︶

端
末
シ
ス
テ
ム
︵
ス
マ
␗
ト
フ
⑀
ン
等
︶

通
信
⼯
学
︵
通
信
⽅
式
等
︶

情
報
ネ
⑁
ト
ワ
␗
ク
︵
イ
ン
タ
␗
ネ
⑁
ト
等
︶

デ
␗
タ
ベ
␗
ス
・
検
索

マ
ル
チ
メ
デ
イ
ア
情
報
処
理
・
情
報
⽣
成

セ
キ
⑃
リ
テ
␽

⼈
⼯
知
能
・
機
械
学
習

知
能
ロ
ボ
テ
␽
ク
ス

画
像
処
理
︵
Ｃ
Ｇ
␓
画
像
認
識
等
︶

⾳
声
処
理
︵
⾳
声
認
識
・
合
成
等
︶

情
報
セ
ン
シ
ン
グ
︵
知
覚
情
報
等
︶

ヒ
⑃
␗
マ
ン
イ
ン
タ
␗
フ
␿
␗
ス

感
性
情
報
処
理

エ
ン
タ
␗
テ
イ
ン
メ
ン
ト
␓
ゲ
␗
ム
学

オ
ペ
レ
␗
シ
⑄
ン
ズ
リ
サ
␗
チ

統
計
学
応
⽤
・
統
計
科
学

⾼
性
能
計
算

数
理
モ
デ
ル

オ
␗
ト
マ
ト
ン
・
形
式
⾔
語
理
論

情
報
理
論
・
符
号
理
論

ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム

Ｗ
Ｅ
Ｂ
情
報
学

図
書
館
情
報
学
␓
社
会
情
報
学

学
習
シ
ス
テ
ム
␓
教
育
⼯
学

情
報
デ
ザ
イ
ン

全
体

に
対

す
る

割
合

（
％

）

企業における業務で重要な専⾨分野: n=1753
⼤学等の研究室で学んだ専⾨分野: n=741

ギャップ 35%
※ 「企業における業務で重要な専⾨分野」（⾚）と「⼤学等で
学んだ専⾨分野」（緑）の差を265の専⾨分野で合計し、最⼤
100%として算出

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」
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業務で重要な専⾨分野と⼤学等で学んだ専⾨分野（⾃動⾞・機器）②

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

教
科
学
習
␓
特
別
⽀
援
教
育

外
国
語
教
育

⼦
ど
も
学

教
育
学
・
⾏
政

認
知
科
学
␓
教
育
⼼
理
学

⽣
産
⼯
学

安
全
⼯
学
␓
信
頼
性
⼯
学

経
営
⼯
学

サ
␗
ビ
ス
⼯
学

フ
␼
イ
ナ
ン
ス
・
⾦
融
⼯
学

会
計
・
簿
記

経
営
組
織
␓
⼈
的
資
源
管
理
␓
技
術
経
営

マ
␗
ケ
テ
␽
ン
グ
・
流
通
␓
保
険

社
会
⼼
理
学

社
会
⼯
学
␓
政
策
科
学

科
学
技
術
史
・
技
術
論

社
会
学
␓
ジ
␿
ン
ダ
␗
研
究

政
治
・
⾏
政

法
律

国
際
関
係
論

経
済
学

農
業
経
済
・
経
営
・
政
策

哲
学
␓
倫
理
学
␓
宗
教
学

史
学
␓
考
古
学

地
域
研
究

⽂
学
␓
美
学
・
美
術
␓
⾔
語
学

解
析

代
数

幾
何

数
理
論
理
学
␓
数
学
基
礎
論
␓
情
報
数
理

離
散
数
学

数
理
モ
デ
ル
・
数
値
解
析

基
礎
物
理

⽣
物
・
化
学
等
␓
現
象
の
物
理

プ
ラ
ズ
マ
科
学
␓
プ
ラ
ズ
マ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

素
粒
⼦
・
原
⼦
核
・
宇
宙
物
理
学

天
⽂
学

地
球
物
理
学
␓
惑
星
科
学
・
進
化
学
等

地
球
宇
宙
化
学

古
⽣
物
学
・
層
位

分
⼦
⽣
物
学
・
ゲ
ノ
ム
⽣
物
学

構
造
⽣
物
化
学

機
能
⽣
物
化
学

細
胞
⽣
物
学

発
⽣
⽣
物
学

バ
イ
オ
イ
ン
フ
⑀
マ
テ
␽
ク
ス
・
シ
ス
テ
ム
ゲ
ノ
ム
学

遺
伝
学
␓
⼈
類
遺
伝

系
統
分
類
学

形
態
・
構
造

⾃
然
⼈
類
学

⽣
態
学
・
⽣
物
資
源
保
全
学

解
剖
学

⽣
理
学
␓
内
分
泌

環
境
⽣
理
学

⾎
液

免
疫
学
␓
ア
レ
ル
ギ
␗
・
膠
原
病

感
染
症

病
原
微
⽣
物
学

寄
⽣
⾍
学

病
理
学
全
般

放
射
線
␓
化
学
物
質
の
⼈
体
影
響

ガ
ン
関
連
の
⽣
物
学

ガ
ン
診
断

ゲ
ノ
ム
医
科
学
␓
病
態
医
化
学

ガ
ン
治
療

神
経
内
科
・
外
科
学

神
経
⽣
理
学

神
経
解
剖
・
病
理

神
経
化
学
・
薬
理

脳
計
測
・
情
報

精
神
薬
理
・
⽣
理
・
病
理

天
然
物
・
⽣
物
有
機
系
化
学

創
薬
化
学
␓
ケ
ミ
カ
ル
バ
イ
オ
ロ
ジ
␗

薬
理
学

薬
物
動
態
␓
代
謝

製
剤
学

環
境
・
衛
⽣
系
薬
学
␓
衛
⽣
・
公
衆
衛
⽣

臨
床
・
病
院
・
社
会
薬
学

⿇
酔

バ
イ
オ
マ
テ
リ
ア
ル

⽣
体
情
報
・
計
測
・
制
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⾔
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⽼
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⽤
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⽣
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す
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（
％

）

企業における業務で重要な専⾨分野: n=1753
⼤学等の研究室で学んだ専⾨分野: n=741

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」31
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業務で重要な専⾨分野と⼤学等で学んだ専⾨分野
（ソフトウエア、情報システム開発）①
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に
対

す
る

割
合

（
％

）

企業における業務で重要な専⾨分野: n=4529
⼤学等の研究室で学んだ専⾨分野: n=1876

ギャップ58%
※ 「企業における業務で重要な専⾨分野」（⾚）と「⼤学等で
学んだ専⾨分野」（緑）の差を265の専⾨分野で合計し、最⼤
100%として算出

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」
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業務で重要な専⾨分野と⼤学等で学んだ専⾨分野
（ソフトウエア、情報システム開発）②
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企業における業務で重要な専⾨分野: n=4529

⼤学等の研究室で学んだ専⾨分野: n=1876

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」32
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業務に関連する専⾨分野と⼤学等の専⾨分野の間のギャップ
業種 業種

（中分類）

技術系 ⾮技術系
業種 業種

（中分類）

技術系 ⾮技術系

回答者数 (割合) ギャップ
(%)* 回答者数 (割合) ギャップ

(%)* 回答者数 (割合) ギャップ
(%)* 回答者数 (割合) ギャップ

(%)*
全体 9822 (100.0%) - 24144 (100.0%

) - 27 ソフトウエア、情報システム開発
情報系

1876 (19.1%) 58 669 (2.8%) 53

1 ⾃動⾞・機器

機械系

741 (7.5%) 35 582 (2.4%) 45 28 ネットサービス／アプリ・コンテンツ 190 (1.9%) 66 344 (1.4%) 51

2 船舶・機器 46 (0.5%) 47 31 (0.1%) 68 29 建設全般（⼟⽊・建築・都市） 建設系 856 (8.7%) 24 1006 (4.2%) 52

3 航空機・航空機器 50 (0.5%) 36 67 (0.3%) 60 30 住宅設備（電気⼯事等）

その他

75 (0.8%) 62 150 (0.6%) 62

4 鉄道 78 (0.8%) 52 146 (0.6%) 56 31 通信 173 (1.8%) 57 338 (1.4%) 58

5 その他の輸送⽤機械・機器（⾃動⾞・
船・航空機・鉄道以外） 88 (0.9%) 53 77 (0.3%) 56 32 電気・ガス・⽔道・熱供給業 188 (1.9%) 42 270 (1.1%) 48

6 ⼀般機械・機器、産業機械（⼯作機
械・建設機械等）等 474 (4.8%) 39 376 (1.6%) 50 33 交通・運輸・輸送 50 (0.5%) 66 911 (3.8%) 42

7 その他の⾃動⾞等輸送機械・機器、お
よび⼀般機械・機器 11 (0.1%) 82 24 (0.1%) 75 34 鉱業・資源 11 (0.1%) 88 18 (0.1%) 70

8 重電系

電気系

62 (0.6%) 48 43 (0.2%)) 68 35 農業、林業、⽔産業 48 (0.5%) 64 72 (0.3%) 47

9 電気機械・機器（重電系は除く） 559 (5.7%) 33 345 (1.4%) 52 36 ⾦融・保険・証券・ファイナンシャル 56 (0.6 %) 71 2223 (9.2%) 39

10 コンピュータ、情報通信機器 345 (3.5 %) 44 209 (0.9%) 54 37 不動産、賃貸・リース 47 (0.5%) 56 1049 (4.3%) 45

11 半導体・電⼦部品・デバイス 366 (3.7%) 35 161 (0.7%) 59 38 商社・卸・輸⼊ 105 (1.1%) 62 1847 (7.6%) 43

12 医療機器 89 (0.9%) 60 133 (0.6%) 73 39 ⼩売（百貨店、スーパー、コンビニ、⼩
売店等） 58 (0.6%) 70 1729 (7.2%) 45

13 光学機器 41 (0.4%) 61 18 (0.1%) 72 40 外⾷・娯楽サービス等 27 (0.3 %) 70 661 (2.7%) 51

14 精密機械・機器（医療機器・光学機
器を除く） 255 (2.6%) 40 248 (1.0%) 53 41 ホテル・宿泊・旅⾏・観光 8 (0.1%) 93 399 (1.7%) 44

15 その他の電気・電⼦系機器、精密機器 41 (0.4%) 59 46 (0.2%) 67 42 マスコミ（放送、新聞、出版、広告） 158 (1.6 %) 51 459 (1.9%) 43

16 鉄鋼

材料系

109 (1.1%) 47 125 (0.5%) 62 43 法律・会計・司法書⼠・特許等事務所
等 14 (0.1%) 65 680 (2.8%) 37

17 ⾮鉄 80 (0.8%) 54 101 (0.4%) 58 44 コンサルタント・学術系研究所 72 (0.7%) 50 248 (1.0%) 49

18 セラミクス、ガラス、炭素 74 (0.8 %) 54 47 (0.2%) 72 45 デザイン・著述、翻訳、芸術家等 158 (1.6%) 40 98 (0.4%) 51

19 ⾦属製品 155 (1.6%) 55 139 (0.6%) 61 46 病院・医療 30 (0.3%) 69 580 (2.4%) 60

20 ⽊・紙・⽪製品 94 (1.0%) 63 165 (0.7%) 56 47 福祉・介護 5 (0.1%) 100 331 (1.4%) 46

21 その他の材料・製品 127 (1.3%) 55 210 (0.9%) 57 48 保育・幼稚園等 1 (0.0%) 100 32 (0.1%) 69

22 ⾷品・⾷料品・飲料品／タバコ・飼料・
肥料

化学系

359 (3.7%) 48 501 (2.1%) 49 49 ⼩・中学校、⾼等学校、専修学校・各
種学校等 1 (0.0%) 100 127 (0.5%) 58

23 薬剤・医薬品 285 (2.9%) 41 396 (1.6%) 61 50 ⼤学、短⼤・⾼専等（教育機関・研究
機関）等 44 (0.4%) 62 268 (1.1%) 49

24 プラント 44 (0.4%) 50 23 (0.1%) 85 51 学習⽀援（塾、フィットネスクラブ、各種
教室、通信講座等） 14 (0.1%) 88 304 (1.3%) 51

25 化学・化粧品・繊維／化学⼯業製品・
⾐料・⽯油製品（プラントは除く） 444 (4.5%) 37 498 (2.1%) 48 52 官庁、⾃治体、公的法⼈、国際機関

等 259 (2.6%) 41 2783 (11.5%) 32

26 その他の化学系 20 (0.2%) 79 16 (0.1%) 82 53 その他 261 (2.7%) 46 1821 (7.5%) 40

＊ 各業種において、回答者が答えた⼤学等の専⾨分野の割合と業務の専⾨分野の割合の差を、全265分野で算出。業種ごとにその総和を最⼤100%として計算
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産業⼈材に対する⾼等教育と産業ニーズのギャップインパクト（業種別）

* 各業種におけるギャップに当該業種の回答数で加重し、技術系及び⾮技術系を合わせた全体を1として算出
各業種のギャップインパクト=(各業種のギャップ)X(各業種の回答者数)／ Σ[(各業種のギャップ)X(各業種の回答者数)]
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出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・
量的需給ミスマッチ調査」33
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機械系業種

電気系業種

材料系業種

化学系業種

情報系業種

建設系業種

割合

基礎・応⽤研究、先⾏開発
設計・開発
⽣産技術（プラント系）
⽣産技術（プラント系以外）
製造・施⼯
⽣産管理・品質管理
システムエンジニア
保守・メインテナンス・維持管理
セールスエンジニア・技術企画・クリエイティブ系

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

機械系業種

電気系業種

材料系業種

化学系業種

情報系業種

建設系業種

回答数

基礎・応⽤研究、先⾏開発
設計・開発
⽣産技術（プラント系）
⽣産技術（プラント系以外）
製造・施⼯
⽣産管理・品質管理
システムエンジニア
保守・メインテナンス・維持管理
セールスエンジニア・技術企画・クリエイティブ系

各業種における職種内訳
 機械、電気、建設系業種においては、設計・開発職の⼈材⽐率が⾼い（３０〜４０％）。⼀⽅、化学系

業種においては基礎・応⽤研究職（約３０％）、情報系業種においてはシステムエンジニア（約７０％）
の⽐率が⾼く、業種による職種バリエーションが⼤きい。

16出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」

機械系業種⼈材の出⾝系（職種別）
 機械系業種においては、システムエンジニアを除く多くの職種において、共通して機械、電気等の知識分野に

対する学びニーズが⾼い。システムエンジニア職においては、情報分野における⽐較的基礎的な知識分野に対
する学びニーズが⾼い。
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出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」34



機械系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ①
 機械系業種においては、設計・開発職の⼈材割合が⾼く、機械系学科出⾝者が半数以上を占める。⼀⽅、

全体に占める割合が次に⾼い、製造・施⼯、⽣産管理・品質管理職においては、機械系学科出⾝者が占め
る割合が、３割程度と低い。
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出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」

機械系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ②
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出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」35
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 電気系業種においては、設計・開発、⽣産管理・品質管理およびシステムエンジニア⼈材割合が⾼い。
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20出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」

電気系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ①
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基礎・応⽤研究、先⾏開発 (n=145⼈/1758⼈=8%)
設計・開発 (n=683⼈/1758⼈=39%)
⽣産技術（プラント系） (n=27⼈/1758⼈=2%)
⽣産技術（プラント系以外） (n=92⼈/1758⼈=5%)
製造・施⼯ (n=153⼈/1758⼈=9%)
⽣産管理・品質管理 (n=225⼈/1758⼈=13%)
システムエンジニア (n=237⼈/1758⼈=13%)
保守・メインテナンス・維持管理 (n=124⼈/1758⼈=7%)
セールスエンジニア・技術企画・クリエイティブ系 (n=72⼈/1758⼈=4%)

21出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」36



電気系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ②

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

気
象
・
⼤
気
等

⾃
然
地
理
学

⾃
然
災
害
科
学
␓
防
災
学

地
球
温
暖
化
等

環
境
化
学

環
境
負
荷
低
減
␓
保
全
修
復

資
源
・
リ
サ
イ
ク
ル
⼯
学

⾃
然
共
⽣
・
持
続
可
能
シ
ス
テ
ム

環
境
政
策
・
社
会
学

エ
ネ
ル
ギ
␗
変
換
・
貯
蔵
学

エ
ネ
ル
ギ
␗
学

原
⼦
⼒
⼯
学

核
融
合
学

地
質
学
・
鉱
物
学

地
球
・
資
源
シ
ス
テ
ム
⼯
学

構
造
⼯
学
・
維
持
管
理
⼯
学

地
震
⼯
学

⼟
⽊
材
料

⼟
⽊
施
⼯
・
建
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

地
盤
⼯
学

⽔
理
・
河
川
␓
海
岸
・
港
湾
⼯
学

⼟
⽊
計
画

交
通
⼯
学

⾼
度
交
通
シ
ス
テ
ム

景
観
・
デ
ザ
イ
ン

⼟
⽊
環
境
シ
ス
テ
ム

農
業
⼟
⽊
␓
地
域
環
境
⼯
学
・
…

都
市
計
画
学

ラ
ン
ド
ス
ケ
␗
プ
␓
造
園
・
緑
…

建
築
計
画
学

建
築
環
境
・
設
備

建
築
構
造
・
材
料

建
築
経
済
学

意
匠
・
建
築
史

住
居
学
・
住
⽣
活
学

被
服
・
⾐
⽣
活
学

家
政
学
・
⽣
活
学

建
築
デ
ザ
イ
ン

プ
ロ
ダ
ク
ト
デ
ザ
イ
ン

デ
ザ
イ
ン
論

ワ
␗
ク
シ
⑄
⑁
プ
実
践

製
図
␓
デ
ザ
イ
ン
実
習

計
算
機
シ
ス
テ
ム

基
本
ソ
フ
ト

ミ
ド
ル
ウ
␿
ア

応
⽤ｿﾌﾄ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
基
礎

端
末
シ
ス
テ
ム

通
信
⼯
学

情
報
ネ
⑁
ト
ワ
␗
ク

デ
␗
タ
ベ
␗
ス
・
検
索

マ
ル
チ
メ
デ
イ
ア
情
報
処
理
・
…

セ
キ
⑃
リ
テ
␽

⼈
⼯
知
能
・
機
械
学
習
・
知
識
…

知
能
ロ
ボ
テ
␽
ク
ス

画
像
処
理

⾳
声
処
理

情
報
セ
ン
シ
ン
グ

ヒ
⑃
␗
マ
ン
イ
ン
タ
␗
フ
␿
␗
…

感
性
情
報
処
理

エ
ン
タ
␗
テ
イ
ン
メ
ン
ト
␓
…

オ
ペ
レ
␗
シ
⑄
ン
ズ
リ
サ
␗
チ

統
計
学
応
⽤
・
統
計
科
学

⾼
性
能
計
算

数
理
モ
デ
ル

オ
␗
ト
マ
ト
ン
等

情
報
理
論
・
符
号
理
論

ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム

Ｗ
Ｅ
Ｂ
情
報
学

図
書
館
情
報
学

学
習
シ
ス
テ
ム
␓
教
育
⼯
学

情
報
デ
ザ
イ
ン

基礎・応⽤研究、先⾏開発 (n=145⼈/1758⼈=8%)
設計・開発 (n=683⼈/1758⼈=39%)
⽣産技術（プラント系） (n=27⼈/1758⼈=2%)
⽣産技術（プラント系以外） (n=92⼈/1758⼈=5%)
製造・施⼯ (n=153⼈/1758⼈=9%)
⽣産管理・品質管理 (n=225⼈/1758⼈=13%)
システムエンジニア (n=237⼈/1758⼈=13%)
保守・メインテナンス・維持管理 (n=124⼈/1758⼈=7%)
セールスエンジニア・技術企画・クリエイティブ系 (n=72⼈/1758⼈=4%)

22出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」
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化学系業種⼈材の出⾝系（職種別）
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 化学系業種においては、基礎・応⽤研究、設計・開発、製造・施⼯、⽣産管理・品質管理職の⼈材割合が
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化学系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ①
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化学系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ②
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基礎・応⽤研究、先⾏開発 (n=321⼈/1152⼈=28%)
設計・開発 (n=209⼈/1152⼈=18%)
⽣産技術（プラント系） (n=65⼈/1152⼈=6%)
⽣産技術（プラント系以外） (n=42⼈/1152⼈=4%)
製造・施⼯ (n=190⼈/1152⼈=16%)
⽣産管理・品質管理 (n=251⼈/1152⼈=22%)
システムエンジニア (n=20⼈/1152⼈=2%)
保守・メインテナンス・維持管理 (n=24⼈/1152⼈=2%)
セールスエンジニア・技術企画・クリエイティブ系 (n=30⼈/1152⼈=3%)
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基礎・応⽤研究、先⾏開発 (n=321⼈/1152⼈=28%)
設計・開発 (n=209⼈/1152⼈=18%)
⽣産技術（プラント系） (n=65⼈/1152⼈=6%)
⽣産技術（プラント系以外） (n=42⼈/1152⼈=4%)
製造・施⼯ (n=190⼈/1152⼈=16%)
⽣産管理・品質管理 (n=251⼈/1152⼈=22%)
システムエンジニア (n=20⼈/1152⼈=2%)
保守・メインテナンス・維持管理 (n=24⼈/1152⼈=2%)
セールスエンジニア・技術企画・クリエイティブ系 (n=30⼈/1152⼈=3%)

化学系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ④
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基礎・応⽤研究、先⾏開発 (n=18⼈/2066⼈=1%)
設計・開発 (n=156⼈/2066⼈=8%)
⽣産技術・製造・施⼯ (n=61⼈/2066⼈=3%)
システムエンジニア (n=1441⼈/2066⼈=70%)
保守・メインテナンス・維持管理 (n=227⼈/2066⼈=11%)
セールスエンジニア・技術企画 (n=64⼈/2066⼈=3%)
コンテンツ制作・編集(クリエイティブ系) (n=99⼈/2066⼈=5%)

情報系業種における職種ごとの⼈材の学びニーズ
 情報系業種において、基礎・応⽤研究職では、⼈⼯知能の学びニーズが⾼い。コンテンツ制作を除くその他の

職種では共通して、情報に関する⽐較的基礎的な知識の学びニーズが⾼い傾向が⾒られる。⼀⽅、コンテン
ツ制作職については、他の職種と⼤きく異なる学びニーズが⾒られる。

29出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」40



（参考）ユーザ企業におけるIT⼈材の状況
 ⽶国企業のIT投資は、「製品やサービス開発強化」「ビジネスモデル変⾰」が上位であるのに対して、⽇本企業

のIT投資は、主に「ITによる業務効率化／コスト削減」を⽬的としている。

 企業内のIT部⾨は、主に「守りのIT」を担当しており、主体的にビジネスに関与する組織となっていない。

IT予算を増額する企業における
増額予算の⽤途

社内の利⽤部⾨がIT部⾨に期待する業務と
IT部⾨が注⼒する業務

出典：⽇経コンピュータ（2014.1/23）
出典：⼀般社団法⼈ 電⼦情報技術産業協会（JEITA）
「ITを活⽤した経営に対する⽇⽶企業の相違分析」調査結果（2013年10⽉）
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事業内容／製品ライン拡⼤による

法規制対応のため
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⽶国
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ビジネスにおけるＩＴ活⽤の⽬利き

最新ＩＴを⽤いた新ビジネスの提案

経営戦略の推進

ＰＣなどの使い⽅に関する相談相⼿

ステークホルダーの取りまとめ

ＩＴの最新動向に関する相談相⼿

その他

利⽤部⾨がIT部⾨に期待
する業務（n=916）
ＩＴ部⾨が注⼒する業務
（n=509）

攻
め
の
Ｉ
Ｔ

守りのIT

産構審 商務流通情報分科会 情報経済⼩委員会
IT⼈材WG 第１回資料（平成２７年１⽉）より抜粋し作成
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企業における事業の展開・成⻑に重要な専⾨分野①

全
体
に
対
す
る
割
合

 機械、電気、情報系基礎の専⾨分野においては、学びニーズ、イノベーションニーズは共に⾼い。
 材料、情報系の先端分野においては、学びニーズは低いものの、イノベーションニーズは⾼い。
 バイオ分野においては、⼀部の分野でイノベーションニーズが⾼いのを除き、概ね、学びニーズ、イノベーションニーズは低い。

※１ 産業界の技術者が、「企業における業務で重要な専⾨分野」及び「関わる業務で新たな展開・成⻑に向けて、知⾒・知識があることが望ましい専⾨分野」を最⼤３分野選択。
※２ 研究・開発⼈材：「基礎・応⽤研究、先⾏開発」及び「設計・開発」業務に従事する修⼠・博⼠卒の技術者（1417⼈より回答）。

機械、電気の専⾨分野につ
いては、学びニーズもイノベー
ションニーズも共に⾼い。

材料の専⾨分野については、学びニー
ズは低いものの、イノベーションニーズは
⾼い。

31出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」41
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企業における事業の展開・成⻑に重要な専⾨分野②

バイオ分野については、学びニーズは低いが、分⼦⽣物学、ガン、薬物動態
等、⼀部の分野においてイノベーションニーズが⾼い

情報系の基礎分野につ
いては、学びニーズが極め
て⾼い。イノベーションニー
ズも⼀定程度存在

⼈⼯知能、統計学応
⽤・統計科学等、情報
系の先端分野について
は、学びニーズは低いも
のの、イノベーションニー
ズが⾼い

※１ 産業界の技術者が、「企業における業務で重要な専⾨分野」及び「関わる業務で新たな展開・成⻑に向けて、知⾒・知識があることが望ましい専⾨分野」を最⼤３分野選択。
※２ 研究・開発⼈材：「基礎・応⽤研究、先⾏開発」及び「設計・開発」業務に従事する修⼠・博⼠卒の技術者（1417⼈より回答）。

32出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」

⼤学等における専⾨分野を活かした就業と仕事のやりがい、年収との関係①
 専⾨性が⾼い職種においては、技術者が企業において従事している業務と、⼤学等における専⾨分野との関連性が⾼い傾向

が⾒られる。また、業務に対するやりがいや年収の⽔準とも、概ね正の相関が⾒られる。

※産業界の技術者の、企業における現在の業務と出⾝⼤学等の研究室の
専⾨分野との関連性、業務に対するやりがい、及び年収を調査。

※回答ポイントの算定⽅法
○⼤学等の研究室の専⾨分野と現在の業務との関連性：
関連している、ある程度関係している、あまり関係ない、関係ない、より選択。
それぞれ、４、３、２、１点として、それぞれの回答割合を乗じることにより、
平均回答ポイントを算定。
○現在の業務に対するやりがい：
感じている、どちらかというと感じている、どちらともいえない、あまり感じていない、
より選択。それぞれ４、３、２、１点として、それぞれの回答割合を乗じること
により、平均回答ポイントを算定。
○年収：
２９９万円以下、３００〜４９９万円、５００〜６９９万円、７００
〜８９９万円、９００万円以上に集計。それぞれ１、２、３、４、５点と
して、それぞれの回答割合を乗じることにより、平均回答ポイントを算定。

出典：平成２６年度 経済産業省 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」
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⼤学等における専⾨分野を活かした就業と仕事のやりがい、年収との関係②
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 業職種内訳を⾒ると、概ねいずれの業種においても、⼤学等における専⾨分野を活かした就業と、仕事のやりがいには正の相
関が⾒られる。⼀⽅、仕事のやりがいと、年収の⽔準との関係については、相関関係は弱い。

機械系 電気系 材料系

化学系 建設系 情報系

出典：平成２６年度 経済産業省 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」 34
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企業における現在の業務で重要だが、⼤学で学ぶ必要がない専⾨分野

各分野の研究者数（科研費に採択された研究者の分科別の分布）

現在の業務で重要な専⾨分野とその分野に対する⼤学教育に係る認識
 企業における現在の業務で重要な専⾨分野としては、機械、電気、⼟⽊、ITを選択した者が多く、さらに、いず

れの分野についても、⼤学における教育ニーズが⾼い。⼀⽅、必ずしも⼤学における教育ニーズが⾼くない分野で
も、研究者が数多く存在している。

※産業界の技術者が、企業における現在の業務で重要な専⾨分野を最⼤３分野選択。企業の技術系業務に関連が深い専⾨分野について分析
出典：「理⼯系⼈材育成に関する産学官円卓会議」第3回 経産省資料（平成２７年９⽉）、科研費採択者数：国⽴情報学研究所 「KAKEN - 科学研究費助成事業データベース」より抽出したデータを基に作成（平成２６年１⽉）

企業ニーズ＞＞研究者数 研究者数＞＞企業ニーズ
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企業における業務で重要な専⾨分野
⼤学等の研究室の専⾨分野（男性 n=6,994⼈）
⼤学等の研究室の専⾨分野（⼥性 n=1,112⼈）

企業における技術者の出⾝専⾨分野の男⼥⽐較
 ⼤学等における出⾝専⾨分野に関して、⼥性は男性と⽐べて、機械、電気、⼟⽊分野出⾝の割合が少なく、

その⼀⽅で、化学、⽣活・家政、デザイン、バイオ系等の割合が⾼い。

 ⼥性の場合、⽣活・家政やバイオ系など、産業ニーズが⽐較的低い分野からの輩出が多い。

36出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」

理系⼥性活躍促進⽀援事業
平成2８年度予算額 20,002千円（新規）

事業の内容 事業イメージ

事業⽬的・概要

本事業は、理系⼥性が有するスキルと産業界が求める
スキルを⽐較し、⼥性⾃⾝がどのようなスキルを⾝につけ
ればよいか把握するためのシステムを整備することにより、
理系⼥性の活躍促進を図ることを⽬的としています。

具体的には、理系⼥性の履修履歴と産業界が求めるス
キルを⽐較可能とし、産業界のニーズの観点から理系⼥
性が有すべきスキルを⾒える化するシステムを開発します。

本事業により、有すべきスキルが⾒える化されることで、
理系⼥性の学業に対するインセンティブが増⼤し、理系
⼥性の履修⾏動が変わることに繋がると考えられます。

 また、スキルの効率的な取得については、教育サービス事
業者によるオンライン講義等を活⽤することが有効と考え
られます。

中⼩企業庁 技術・経営⾰新課
03-3501-1816
産業技術環境局 ⼤学連携推進室
0

産業技術環境局 ⼤学連携推進室
03-3501-0075

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

⺠間団体等国
補助（2/3）

事業スキーム
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大学等

研究教

育機関

36.4%

⺠間企
業

24.9%

ポスドク
22.2%

その他･
無所属
14.4%

不明･⾮
該当
2.1%

学術界
（⼤
学）

30.6%

⾏政機
関

8.3%

⾮営利
機関
3.8%

産業界
54.7%

その他不
明

2.6%
⽇本 ⽶国

出典：平成22年度 先導
的⼤学改⾰推進委託事業
「博⼠課程修了者の進路実
態に関する調査研究」より作
成

博⼠修了後の進路状況の⽇⽶⽐較
 ⽶国において、博⼠取得者のうち産業界に就職する割合が半分以上（５５％）であるのに⽐べて、我が国

では相対的に低い。
 また、我が国においてポスドクに進んだ者は、ポスドク後もポスドクを継続している率が７８％と⾼く、ポスドクから

定職への就職が困難となっている。

出典：「ポストドクター等の
雇⽤・進路に関する調査－
⼤学・公的研究機関への全
数調査（2012 年度実績
）－」⽂部科学省科学技
術政策研究所、平成26年
12⽉

（ポスドクを除く）

38【計14,175人】

博⼠学⽣の進路

ポスドクの進路

○イノベーション創出を担う高度理系人材（特に博士人材）の育成が急務とされる一方、これまで大学で育成された人材
は特定専門領域に特化する傾向があり、産業界からは幅広い視野・視点や社会的実践能力の不足が懸念されている。

○これらの実践能力を養成する手段として、中長期研究インターンシップの有効性が指摘されており、文科省リーディン
グプログラム等により、先進事例作りが行われているが、産業界も一部負担する形での取組は、ほとんどされていない。

産学協働イノベーション人材育成
協議会の取組

①企業が中長期インターンシップ
の場を提供し、大学側が参加
希望学生を登録

②インターンシップのためのマッチ
ングシステムの構築（オンライ
ンシステムを活用）

③協議会において、インターンシッ
プの質を確保するための体制
を構築

（文科省リーディングプログラムの
成果を活用）

継続的・自律的に協力して人材育成を行う体制を構築するため、大学と企業からなる産学コンソーシアム
「一般社団法人 産学協働イノベーション人材育成協議会」（平成26年1月設立）を構成

（一社）産学協働イノベーション人材育成協議会の概要（一社）産学協働イノベーション人材育成協議会の概要
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登録学⽣数とマッチング件数の推移

大学にコーディネーターを配置しアクティビティを強化⇒マッチング件数の増加

Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

IDMシステム稼働

大学コーディネーター配置H26.10

H26.7 4月

150

450

300

750

600

（件） （名）
H27.5 協議会のアクティビティ強化

1150

学生数
ﾏｯﾁﾝｸﾞ件数

40
0

Ｈ２８年度

4月

900

0

20

40

60

80

100

120

140

ﾏｯﾁﾝｸﾞ件数

登録学生数

6件

70件

117件

190名

567名

850名

参画企業数の推移

8社

参加企業数 4月 4月

35社

4月

17社
16社15社

Ｈ２６年１月
協議会発足

Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

大学・企業において産学協働イノベーション人材育成協議会の周知とブランド化を図り
日本の中長期研究インターンシップでの中核的存在を目指す
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学⽣の進路選択に影響を及ぼす要因にかかる調査
 学⽣の⾼等教育における⽂・理、学科選択に及ぼす要因を明らかにするために、社会⼈を対象として振り返り

アンケートを実施。

■ アンケート回答者の基本情報
・ 現在40歳未満の社会⼈を対象。
・ 2015年12⽉上旬〜中旬にかけてアンケートを実施。最終的に10,000⼈より有効回答を回収。

⽂理内訳 理系 4,059 ⽂系 5,941
男⼥内訳 男性 2,639 ⼥性 1,420 男性 3,196 ⼥性 2,745

⼤学等の学部系 機械・電気 861
バイオ・薬学 678
その他理系 1,304

情報 709
医・看護・保健 507

⼈⽂ 1,564
教育 684

社会 3,473
芸術 220

業種 機械 731
電気・電⼦ 675
材料 292
化学 695

情報 806
建設 343
ガス・⽔道等 495
農林⽔産・鉱業 48

⾦融 543
流通・不動産等 1,181
専⾨サービス 506
医療・福祉 1,068

教育 748
公務員 836
その他 1,033

職種 研究・設計・開発 846
製造・⽣産技術 666
システムエンジニア 629
保守・技術企画等 340

クリエイティブ系 136
医師・薬剤師等 262
看護・介護 671
栄養・調理 63

経営 337
経理・財務 552
法務 146
営業・事務・総務 3,734

輸送・清掃・保安 155
教員等 596
その他 867

最終学歴 ⾼等専⾨学校 250 ⼤学学部 8,219 ⼤学修⼠ 1,304 ⼤学博⼠ 227

■ アンケートの⼿順
・ 回答者は、⾃⾝の初・中等教育段階を振り返り、⽂・理選択、学科選択に影響を与えた要因等を回答。
・ 経済産業省において実施（調査実施 河合塾）

42出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」

学⽣の⽂・理志向の変化（回答者:理系進学者）
 理系志向は⼩中学時に⼤きく固まる。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼩学校

中学校

⾼校前半

⾼校後半

受験時

理系志向
⽂系志向
どちらとも⾔えない

43

(回答者数)
【n=4,059】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」47



学⽣の⽂・理志向の変化（回答者:⽂系進学者）
 ⽂系志向は⼩中時のみならず、⾼校時もかけて固まる。また、⾼校の前半から後半にかけての理系から⽂系へ

の転向率が⾼い。
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼩学校

中学校

⾼校前半

⾼校後半

受験時

⽂系志向
理系志向
どちらとも⾔えない

44

(回答者数)
【n=5,941】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」

⽂・理選択で重視した観点（回答者:全体）
 ⽂・理選択にあたっては、「学びたい、関⼼のある分野との関連性」、「関連する科⽬の成績が良かったこと」を

重視している。

 ⽂系選択よりも、理系選択の決め⼿になり得る項⽬としては、「学びたい、関⼼のある分野との関連性」、「将
来希望する仕事との関連性」が挙げられる。
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※回答者は最⼤3つまでを選択 45

【n=4,059】
【n=5,941】

(回答者数)

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」48
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学科選択で重視した観点（回答者:全体）
 学科選択にあたっては、「関連する科⽬の成績が良かったこと」よりも、「学びたい、関⼼のある分野との関連性」

を重視している。

 ⽂系学科選択よりも、理系学科選択の決め⼿になり得る項⽬としては、⽂理選択と同様、「学びたい、関⼼の
ある分野との関連性」、「将来希望する仕事との関連性」が挙がっている。

※回答者は最⼤3つまでを選択 46

【n=4,059】
【n=5,941】

(回答者数)

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」

理系選択の可能性があるとすれば、どのような条件が必要か
（回答者:⽂系進学者）
 ⽂系選択者は、数学や理科が不得意でなかったら理系を選択した可能性がある、と考えている割合が⾼い。
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※回答者は最⼤3つまでを選択 47

(回答者数)
【n=5,941】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」49



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

現
代
⽂

古
典

数
学Ⅰ

・Ⅱ

数
学Ⅲ

英
語

物
理

化
学

⽣
物

地
学

理
科
総
合

⽇
本
史

世
界
史

政
治
・
経
済

倫
理

現
代
社
会

地
理

情
報

美
術

家
庭
科

技
術

総
合
的
な
学
…

あ
て
は
ま
る
…

得意だった科⽬ 理系
⽂系

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

現
代
⽂

古
典

数
学Ⅰ

・Ⅱ

数
学Ⅲ

英
語

物
理

化
学

⽣
物

地
学

理
科
総
合

⽇
本
史

世
界
史

政
治
・
経
済

倫
理

現
代
社
会

地
理

情
報

美
術

家
庭
科

技
術

総
合
的
な
学
習
の
時
間

あ
て
は
ま
る
も
の
は
な
い

不得意だった科⽬

⾼校時代の得意科⽬/不得意科⽬（回答者:全体）
 理系は数学I・II、数学III、物理、化学、⽣物を得意とする傾向が強く、⽂系においてはその逆の傾向。なお、

不得意科⽬に関しては、理系においても、物理、数学IIIの⽐率が⽐較的⾼い。

※回答者は最⼤２つまでを選択
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対
す
る
回
答
数
の
割
合

48

【n=4,059】
【n=5,941】

(回答者数)

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」
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理系男性
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⾼校時代の得意科⽬（回答者:理系進学者）
 理系男⼥を⽐較すると、理系男性は数学III、物理を得意とし、理系⼥性は⽣物を得意としている。

※回答者は最⼤２つまでを選択
49

【n=2,639】
【n=1,420】

(回答者数)

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」50



進路選択に影響を与えた⼈物
 進路選択にあたっては、⽂・理を問わず、両親の影響が⼤きい。⾼校教師及び先輩・友⼈からの影響が続く。

 男性は⽗親、⼥性は⺟親の影響が⼤きい。特に理系選択に関しては、男性に対しては⽗親、⼥性に対しては
⺟親及び⽗親の影響が⼤きい。

⽗親

⽗親

⺟親

⺟親

理系

⽂系

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答者全体 ⽗親 ⺟親 祖⽗・祖⺟
兄弟姉妹 ⼩学校の時の先⽣ 中学校の時の先⽣
⾼校の時の先⽣ 先輩・友⼈ 塾の先⽣
該当する⼈はいない

⽗親

⽗親

⺟親

⺟親

理系

⽂系

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

⽗親

⽗親

⺟親

⺟親

理系

⽂系

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼥性

※回答者は最⼤２⼈までを選択
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【n=2,639】

【n=1,420】

(回答者数)
【n=5,941】

【n=4,059】

【n=3,196】

【n=2,745】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(⽗親)
(⺟親)

(⽗親)
(⺟親)

(⽗親)
(⺟親)

(⽗親)
(⺟親)

(⽗親)
(⺟親)

(⽗親)
(⺟親)

(⽗親)
(⺟親)

(⽗親)
(⺟親)

建
築

・
⼟

⽊
系

情
報

系
【経

営
⼯

含 む
】

物
理

科
学

系

⽣
物

・
バ

イオ
・

薬
学

系
医

学
・

⻭
学

系

看
護

・
保

健
・

医
療

系
教

育
系

⼈
⽂

・
社

会
系

・そ
の

他

実
際
に
進
学
し
た
⼤
学
の
学
科

建築・⼟⽊系の研究者・技術者

情報関連の研究者・技術者

⽣物・農学等のバイオ系の研究者・技術者

上記以外の理⼯系の研究者・技術者（機
械、電気・通信、材料、化学など）
医者

医療、介護・福祉

教員

法律関係・会計⼠などの専⾨職

公務員

該当するものはない

希望はなかった／知らない

両親が望んでいた職業分野

両親が望んでいた職業分野と進学した学科（回答者:全体）
 両親が⼦供に望む職業分野が、⼦供の学科選択に与えた影響は分野によって⼤きく異なる。建築・⼟⽊、医

学・⻭学、看護・保健・医療系の学科選択については、親の影響⼒が強い傾向が⾒られる⼀⽅、情報、物
理、化学、⽣物系においては親の影響が弱い。

建築・⼟⽊系

情報系
【経営⼯学含む】

⽣物・バイオ・
薬学系

物理科学系
【機械・電気・材料・

化学・数物・環境等】

教育系

⼈⽂・社会系、
その他

医学・⻭学系

看護・保健・
医療系
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(回答者数)
【n=313】

【n=709】

【n=1,676】

【n=678】

【n=170】

【n=337】

【n=684】

【n=5,433】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」51
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両親が望んでいた職業のタイプ（回答者:全体）
 理系選択者の親は、⽂系選択者の親と⽐べて、理⼯系・技術系の仕事、専⾨的な仕事を望む傾向が強い。

 また⽂系理系を問わず、⺟親は⽗親と⽐べて、資格や免許のいる仕事を望む傾向が強い。

理系男⼥の

※回答者は最⼤２つまでを選択

⽂系男⼥の
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【n=5,941】

【n=4,059】
(回答者数)

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」

両親が望んでいた職業のタイプ（回答者:理系進学者）
 理系男性の親（特に⽗親）は、理⼯系・技術系の仕事を望む傾向が強いのに対し、理系⼥性の親（特に

⺟親）は、資格や免許のいる仕事、専⾨的な仕事を望む傾向が強い
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理系男性の⺟親
理系⼥性の⽗親
理系⼥性の⺟親

※回答者は最⼤２つまでを選択
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(回答者数)
【n=2,639】

【n=1,420】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」52
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実習の経験がある

そのうち、⼤学の学科や専⾨分野の
選択につながった経験

⾼校時に体験した理系実験・実習とその影響（回答者:理系進学者）
 ⾼校での実験・実習については、情報系に⽐べて物理系の実験・実習の実施率が⾼い。⼀⽅で、実際の⼤

学の学科や専⾨分野の選択につながっている率は、どちらも同程度。

※回答者はあてはまるものをすべて選択

11% 17% 17% 16% 17%
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(回答者数)
【n=4,059】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」

学科選択に影響を与えた⾼校の理系実験・実習（回答者:理系進学者）
 物理系実験・実習は、機械・電気系学科の選択につながり、また、情報系実験・実習は情報系及び機械系

の学科選択につながっている。
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進学した学科

※回答者はあてはまるものをすべて選択
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(回答者数) 【n=365】 【n=259】 【n=223】 【n=162】 【n=175】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」53
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体験した活動
そのうち、⽂理、学科選択に影響を与えた活動

28%
34% 36%

18% 11%

⼩中学時に学校・塾等で体験した実験・実習とその影響
（回答者:理系進学者）
 理系選択者においては、⼩中学における⽊⼯・⾦属作品製作、化学、⽣物実験・実習の実施率は⾼く、特に

化学、⽣物実験・実習は⽂・理、学科選択に影響を与えている度合いが⽐較的⾼い。⼀⽅で、電気・機械、
プログラミングやロボット実験・実習の実施率は低いものの、⽂・理、学科選択に与える影響の度合いが⾼い。

※回答者は最⼤５つまでを選択

47% 44% 19%
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(回答者数)
【n=4,059】

出典：経済産業省 平成27年度 産業技術調査事業「産業界の⼈材ニーズに応じた理⼯系⼈材育成のための実態調査」

「学⽣の進路選択に影響を及ぼす要因にかかる調査」結果のまとめ

1. ⽂・理、学科選択にあたっては、教科の得意・不得意が選択に与える影響が⼤き
い。また、理系選択においては、将来の仕事との関連性も影響を与えている可能
性がある。

2. 進路選択に⼤きな影響を与える⼈物としては両親が挙げられている。

• 建築・⼟⽊、医学・⻭学、看護・保健・医療系の学科選択にあたっては、親
の希望の影響が⼤きい⼀⽅、機械・電気等のその他の理系や情報系の学科
選択に与える影響は⼩さい。

• 理系⼥性に対しては、⺟親の影響⼒が⼤きく、資格や免許のいる仕事を望む
傾向が強い。

3. ⼩中学の頃の電気・機械、プログラミングやロボットの実験・実習の体験は、理系
選択に与える影響が⼤きい。
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58

⾼校における進路指導に関する調査
 ⾼校⽣が⼤学へ進学するにあたって、⼤学における専⾨分野選択について、⾼校教員がどのような進路指導

を⾏っているのかについてアンケートを実施。

 アンケート回答者の基礎情報
• ⾼校教員（専任）に対し、2015年3⽉中旬にWebアンケートを実施。最終的に503⼈より有効回答を回収。

 アンケートの⼿順
• 回答者は、実社会で働く観点で、⾼校教員が注⽬する学問分野を最⼤５つまで回答。

 経済産業省において実施（調査実施 河合塾）

運営
主体

国公⽴ 私⽴

374 129

⾼校
種類

全⽇制 定時制 通信制 中⾼⼀貫 単位制

438 45 7 26 15

所属
科

普通科 総合科 ⼯業科 商業科 理数科 国語・外国
語科

情報科 看護・福
祉・家庭科

体育・⾳
楽・美術科

その他

326 31 48 32 23 3 4 8 10 18

職務

校⻑ 教頭・副校
⻑

進路指導
主事

進路指導
担当

教務 ⽣徒指導 クラス担当
（1年）

クラス担当
（2年）

クラス担当
（3年）

その他

5 20 34 78 106 58 78 62 68 84

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」

現在の業務で重要な専⾨分野とその分野に対する⾼校教員の認識
 ⾼校教員が実社会で重要と考える、環境、エネルギー・資源、⽣活・家政、バイオ等の分野においては、現在の

産業で重要とされる分野との間にずれが⾒られる。

 ⾼校は将来のニーズを⾒据えた教育を⾏っていることを鑑みると、現在のニーズとずれが⽣じることは当然であるが、
産業ニーズを明確にし、共有するなど、⾼校教育とも意識の疎通を深めることが重要。

※⾼校教員（専任）503⼈に対してアンケートを実施。実社会で働く観点で、⾼校教員が注⽬する学問分野を最⼤５つまで回答。
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企業における現在の業務で重要で、⼤学で学ぶ必要がある専⾨分野

⾼校教員が実社会で重要と考える専⾨分野

企業における業務で重要な専⾨分野

出典：経済産業省 平成26年度 産業技術調査事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給ミスマッチ調査」55
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ＮＰＯ法人ＤＳＳ 代表
（株）大学成績センター 代表取締役

辻 太一朗

2015年12月18日

第５回理工系人材育成に関する産学官円卓会議 資料

理工系人材育成に関する
産学官円卓会議への提言

（一社）日本オープンオンライン教育推進協議会 常務理事
福原 美三

資料２

（理工系） （参考：文系）

￥¥¥

■大学で育成されている企業にとって有用な素養

「知識」 ＝ 学業における一般教養や専門教育の知識。学業外活動における仕事の理解や、人間関係等の理解する上での知識。

「汎用的能力」 ＝ 学業を通して得られる分析力、理解力、ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ力。学業外活動で得られる対人力、初対面でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力等。

■現在の多くの企業の採用選考の現状

 学業よりも学業外活動、専門知識の取得レベルよりも汎用的能力レベルの確認を重視。

（ゼミや研究室での活動は、専門知識の確認以上に、そこでの行動から汎用的能力を確認する意図を持っている場合が多い。）

 応募時に成績表（履修履歴）を提出させないことが多い。

 「リーダーシップを発揮した出来事」、「強み・弱み」等を書かせるエントリーシートの提出は必須にしている場合が大半。

１ 企業の採用活動の理工系学生への影響

知識
汎用的能力

（コミュ力、分析力等）

学業

学業外

専門知識等
分析力
理解力
等

アルバイトを
通じた仕事の
理解等

対人力
チームワーク
等

大学生活を通じて育成される素養 採用場面での企業の確認方法 ＝ 学生にとっての就職における重要性

学生における学業の優先順位を下げやすい環境を構築

理工系学生の専門知識の習得意欲を阻害する要因
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■設立目的

企業の採用活動における履修履歴の活用を通じて大学生の学業への優先度を高めるため、ＮＰＯ法人ＤＳＳ（２０１１年設立）、
（株）大学成績センター（２０１３年設立）が一体となって活動。

※大学成績センターは社会的企業として、４つの制約下で運営（事業の制約、データ利用の制約、企業規模の制約、サービスの制約）

■活動内容

（１）採用活動における履修履歴活用の企業メリットの啓蒙

 履修履歴は成績確認だけではない利用方法がある。

 面接で利用することで、汎用的能力を多面的に見ることができる。

（２）履修履歴のデジタルデータ化の推進「履修履歴データベース」の提供」

 企業にとって、履修履歴活用の利便性の向上 → 技術者採用では基礎科目の検索、評価の厳正度が簡単にわかる

 学生にとって、無料の履修履歴の保管場所

 社会的には、成績評価の見える化による「成績の信頼性の向上」

２ ＤＳＳ・大学成績センターについて

企業：履修履歴の活用をしやすくする（同一フォーマット、デジタルデータ化）、安価な有料のサービス
学生：履修履歴を保管して企業にデジタルデータで送信できる無料のサービス

２０１４年にスタート
２０１５卒採用利用企業３６社、２０１６卒採用利用企業１１２社
（利用企業例）東レ、富士通、清水建設、三菱商事、東京海上日動 等）

（学生）
応募企業からの要請で、

①自分の専用ページに、自分の履修履歴を登録・保管。
②履修履歴を指定された企業コードに送付。

（企業）
①応募学生に任意の段階で履修履歴データの送信を依頼。
②システム内での閲覧、ＣＳＶデータの取り込みが可能。
③内定した学生に、成績証明書の提出を要求。（虚偽申告の防止）

履修履歴データベース概要

2

①専門の基礎科目の習得レベルを高める

②専門外でも活躍の場を広げるための科目を習得する

理工系学生の育成レベル向上のための効果的ポイント

➡ 学生の履修行動を変える

①専門の基礎科目の習得レベルを高めることによって、
理工系人材としてのレベルを向上

②専門外の基礎科目の習得によって、
活躍の場の可能性を拡大

情報系
プログラミング

機械学習（人工知能）

ネットワーク

応用ｿﾌﾄ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

計算機科学
確率統計学
電気電子系
電磁気学
制御工学
電子回路
電気回路
半導体工学
機械系
材料力学
熱力学
流体力学
設計製図
加工学
化学系
有機化学
電気化学
分析化学
物理化学
高分子化学

基礎科目例

 基礎科目は技術者として必要な基礎的な科目であるが、現実には、入
社後に個人または企業で学び直しをしている。

 この基礎科目の習得レベルを高めることが理工系学生の質的向上に
大きく寄与する。

電
気
系
学
科

Ａ
さ
ん

 専門外の科目でも、それを習得していることで、技術者として活躍の場
の拡大に大きく寄与する。

 個々の学科の卒業生の数と、産業界のニーズのギャップを埋める可能
性がある。

３ 理工系人材育成に関する提言

②

②

②

①
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（１）入社後必要となる基礎的な科目に対する産業界のニーズの見える化

（２）自社に必要な基礎科目の採用選考時点での習得レベルの確認

学生の履修行動を変えるために推進すべきこと

学生の基礎科目への履修行動の変化

必要となる基礎科目の習得レベルを高めることの意義・意味を
理解・実感させることで学業に対するモチベーションを高める

（２）採用選考時点での習得レベルの確認
➡ 習得レベルを高める努力が必要であると実感

（採用場面で実施されない理由）
 人事が基礎科目を把握していない
 成績証明書で基礎科目をチェックするのは煩雑
 評価の信頼性が分からない

（大半の学生にＡ評価がついているかもしれない）

履修履歴がデジタルデータ化により
・履修科目の検索が簡単。

（基礎科目はすべての大学で同様の科目名を利用）
・成績の平均値やバラつきが分かる。
➡産業界ニーズの見える化ができれば、企業にとっても有益

（１）産業界のニーズの見える化
➡ 将来（就職等）に必要な基礎科目を理解

（結果例）基礎的な科目を３段階で表示
Ａ：（同一業界で）ほぼすべての企業が必要としている
Ｂ：多くの企業で必要としている（５～８割）
Ｃ：必要としている企業もある（３～５割）

（見える化の具体的手法例）
 各企業・職種等で、基礎科目ごとの必要度を３段階程度で評価

 業界・職種等で集計することで、各業界・各職種に必要な基礎科
目を３～５段階程度で見える化
※経団連へのアンケート（１０社）より、約５０の基礎科目を抽出

4

（参考）基礎科目習得の効率化（JMOOCの活用）

■JMOOC（Japan Massive Open Online Courses：日本オープンオンライン教育推進協議会)

 誰でもオンラインの登録だけで、大学レベルの授業をネット上で無料で受講可能。

 修了条件を満たすと修了証が取得できる教育サービス。

大学における効用 企業における効用

■入社前・入社後での社員の学び直しに導入可能

■社内研修のアクティブラーニング化

知識の習得 知識の応用

＋

MOOCを活用した
オンライン学習

対面授業での講義
ディカッション等

■専門の基礎科目の習得レベルを高められる。

■専門外の科目を学ばせることで幅広い知識習得が可能。

知識の習得

知識の習得

知識の習得

社員A氏社員A氏

社員B氏社員B氏

社員C氏社員C氏

知識を実務（OJT)
で活用

幅広い科目の履修で、
就職先の拡大も可能

授業を演習
等に比重を
置き、習得
レベルを高
められる

修
了
証

修
了
証

修
了
証

修
了
証

基礎知識の
平準化

知識レベルが異なる
社員の受講

・基礎知識の
応用

・研修内容の
実践化

基礎知識の習得

社員の学
び直しに
導入

社員の学
び直しに
導入

社内研修
のアク
ティブ
ラーニン
グ化

社内研修
のアク
ティブ
ラーニン
グ化

学生A君学生A君

知識を実習研修
で活用

専門科目の
履修

専門外科目
の履修
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JMOOC基礎科目講座の今後の展開

■理工系（技術者）基礎科目の講座展開について

 経済産業省「平成26年度産業技術調査事業（産業界と教育機関の人材の質的・量的需給ミスマッチ調査）」、経団
連様加盟企業若手技術者へのアンケートより、企業のニーズの高い基礎科目を５０程度決定（下記参照）

 「基礎科目シリーズ 技術系 第１クール」として講座化を予定。

 科目の単元毎の履修・評価及び受講履歴が確認可能。

２０１６年度１０〜２０科目、２年以内に５０科目をJMOOCにて開講予定。

講座提供元は、海外大学（MIT他）、国立高専機構・国公立私立大等を予定

＜情報系科目＞ ＜電気系科目＞ ＜機械系科目＞ ＜化学系科目＞ ＜建築系科目＞
プログラミング（言語はＪＡＶＡ使用）

機械学習（人工知能）

ネットワーク

応用ｿﾌﾄ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

計算機科学

情報理論

確率統計学

信号処理

情報処理

システム工学

プロジェクト・マネジメント

回路理論

電磁気学

制御工学

電子回路

電気回路

半導体工学

通信工学

量子力学

材料力学

熱力学

流体力学

設計製図

加工学

機械力学

機構学

設計工学

有機化学

電気化学

分析化学

物理化学

高分子化学

化学工学

無機化学

分子生物学

表面（界面）科学

構造力学

建設設備

建築計画学

建築材料学

土木計画学

土木材料学

金属材料学

固体物理学

材料工学（科学）

＜材料系科目＞

品質工学（品質管理）

安全工学

＜管理系科目＞

6

■MOOC（Massive Open Online Courses：大規模公開オンライン講座）とは

 ２００１年を起点とするオープンエデュケーションの集大成として２０１２年米国からスタート。

 欧米中心に３０００万人以上の受講生。参加大学５００以上。２０１５年からアジア各国（中国、韓国、タイなど）でも開始。

 誰でもオンラインの登録だけで、大学レベルの授業を無料で受講できる。

 スケジュール化されたオンライン教育を受講し、課題を回答。認定基準を満たすと修了証を発行。

 特に欧米では企業との連携、実務的学位などの認定が始まっている。（ex.企業の７％が活用）

■JMOOCの活動状況について

 ２０１３年１１月設立。２０１４年４月講座配信スタート。（初回東大提供講座は２万人の受講）

 現在までに登録者数１６万人、提供講座数１００講座。４５大学、４２社、１４団体の加盟を頂いている。

＜受講の流れ＞ ＜実際の映像:プログラミング入門＞

＊学びやすいように１０分程度の動画を５〜１０本で1WEEKを構成（半数が自宅以外でスマホなどで学習）。
＊短期間での達成感を重視し、４週完結を基本とし、週ごとに確認テストを用意。
＊受講者同士の「学び合い」を促進するため、掲示板を用意。
＊選択式のテストのみではなく、レポート形式も可能。ルーブリックをもとに受講者同士が相互採点。（学習効果、動機付けに有効）
＊認定基準を満たすと、修了証を発行。

＜JMOOCの特徴＞

JMOOCについて
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１．国⺠の意識等

2

１．学び直しの実施状況①（全体）

問 あなたは、学校を出て一度社会人となった後に、大学、大学院、短大、専門学校などの学校において学んだことがありま
すか。この中から1つだけお答えください。なお、正規の課程に限らず短期プログラムや公開講座など、学習の形態は問い
ません。

学び直しに関する国民の意識①（学び直しの実施状況①）

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査※

※全国２０歳以上の日本国籍を有する者３，０００人を対象とした抽出調査（有効回収率５５．１％）

➢ 社会人になった後も、学校（大学、大学院、短大、専門学校など）で学んだことがある（学んでい
る）人は、約１９％。 今後学んでみたいという人は、約３０％。

➢ 学んだことがある、今後学んでみたいという人の合計は、約４９％

19.1 30.3

2.4

46.1

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

総数（1,653人）

学んだことがある
（現在学んでいる）

学んだことはない
が、今後は学んでみ
たい

社会人となった経
験がなく、在学中
である

学んだことはなく、今
後も学びたいとは思
わない

わからない

学んだことがある，学んでみたいみたい
（小計）49.4

（％）
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学び直しに関する国民の意識②（学び直しの実施状況②）

学んだことがある
（現在学んでいる）

学んだことはないが、
今後は学んでみたい

わからない
社会人となった経験がなく、

在学中である
学んだことはなく、今後も
学びたいとは思わない

（％）

（年齢別）

（男女別）

１．学び直しの実施状況②（男女別・年齢別）

➢ 学んだことがある、今後学んでみたい人の合計は、年代別では３０～５０歳代が、男女別では女
性の方が、比較的高い。

男性：４７．８％、女性：５０．８％
３０～３９歳：６３．７％、４０～４９歳：６３．１％、５０～５９歳：５８．２％ 全体：４９．４％

（全体）

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査 4

学び直しに関する国民の意識③（学び直したいと考えた理由①）

問 （「学んだことがある（現在学んでいる）」、「学んだことはないが、今後は学んでみたい」と答えた方に）学びたいと考えた
理由はなんですか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

➢ 「学び直し」の理由について、全体としては、
「教養を深めるため」「今後の人生を有意義にするため」と回答した人が多く、約５割。

教養を深めるため： ５１．８％
今後の人生を有意義にするため： ４８．８％

２．学び直したいと考えた理由①（全体）

教 養 を 深 め る た め

今 後 の 人 生 を 有 意 義 に す る た め

就 職 や 転 職 の た め に 必 要 性 を 感 じ た た め

現在または学んだ当時に就いていた職業において必
要性を感じたため

他の人との親睦を深めたり、友人を得たりするため

自 由 時 間 を 有 効 に 活 用 す る た め

仕 事 以 外 で 生 活 上 の 必 要 性 を 感 じ た た め

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

51.8

48.8

28.4

25.1

21.2

16.9

15.9

0.9

0.5

0.7

0 10 20 30 40 50 60

総数（N=817人,M.T.=210.2%)

（％）
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出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

２．学び直したいと考えた理由②（男女別・年齢別）

➢ 「学び直し」の理由について、男女別・年齢別で見ると、
①「教養を深めるため」と回答した人は、５０代男性、４０代女性で比較的多い。
②「今後の人生を有意義にするため」と回答した人は、６０代男性、５０代・６０代女性で比較的多い。

③ 「就職や転職のために必要性を感じたため」と回答した人は、２０代・３０代男性と、２０～４０代女性で比較
的多い。

学び直しに関する国民の意識④（学び直したいと考えた理由②）

51.8

48.8

28.4

25.1

44.4

44.4

41.7

36.1

43.1

46.2

40.0

32.3

47.9

42.3

31.0

46.5

67.1

45.7

15.7

22.9

48.4

56.5

16.1

17.7

42.4

40.7

16.9

27.1

46.7

40.0

36.7

23.3

53.3

52.0

52.0

26.7

58.3

49.2

40.0

25.8

51.8

55.4

31.3

15.7

51.1

54.3

9.6

19.1

53.8

48.1

9.6

11.5

0 10 20 30 40 50 60 70

教養を深めるため

今後の人生を

有意義にするため

就職や転職の

ために必要性を

感じたため

就いていた職業に

おいて必要性を

感じたため

総数
（N=817人、M.T=210.2）

２０～２９歳・男性
（N=36人、M.T=216.7）

３０～３９歳・男性
（N=65人、M.T=207.7）

４０～４９歳・男性
（N=71人、M.T=218.3）

５０～５９歳・男性
（N=70人、M.T=197.1）

６０～６９歳・男性
（N=62人、M.T=201.6）

７０歳以上・男性
（N=59人、M.T=189.8）

２０～２９歳・女性
（N=30人、M.T=206.7）

３０～３９歳・女性
（N=75人、M.T=230.7）

４０～４９歳・女性
（N=120人、M.T=217.5）

５０～５９歳・女性
（N=83人、M.T=219.3）

６０～６９歳・女性
（N=94人、M.T=205.3）

７０歳以上・女性
（N=52人、M.T=198.1）

(%)

←全体

２０代・３０代男性

←全体

２０～４０代女性

←全体

←全体

←５０代男性

←４０代女性

５０代・６０代女性

←６０代男性

6

学び直しに関する国民の意識⑤（学び直したい学習内容①）

２．学び直したい学習の内容①（全体）

問 あなたは、機会があれば再び学びたいと思うものはありますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

➢ 学び直したい学習の内容について、全体としては、
①外国語に関すること（３１．３％）
②医療や福祉（保育、介護など）に関すること（２７．０％）、
③日本や世界の歴史・地理に関すること（２６．６％） が上位。

外 国 語 に 関 す る こ と

医 療 や 福 祉 （ 保 育 ， 介 護 な ど ） に 関 す る こ と

日 本 や 世 界 の 歴 史 ・ 地 理 に 関 す る こ と

法 律 や 政 治 ， 経 済 ， 国 際 関 係 に 関 す る こ と

芸 術 文 化 （ 音 楽 ， 美 術 な ど ） に 関 す る こ と

健 康 や ス ポ ー ツ に 関 す る こ と

日本語による実用的な文章表現やコミュニケーションの方法に関すること

心 理 学 に 関 す る こ と

情報通信分野（プログラムの使い方，ホームページの作り方など）に関すること

経 営 ビ ジ ネ ス （ 財 務 会 計 や マ ー ケ テ ィ ン グ な ど ） に 関 す る こ と

消 費 生 活 ， 衣 食 住 な ど に 関 す る こ と

文 学 や 古 典 （ 古 文 や 漢 文 な ど ） の 理 解 に 関 す る こ と

自 然 科 学 や 数 学 に 関 す る こ と

宗 教 や 哲 学 に 関 す る こ と

農 林 水 産 業 に 関 す る こ と

工 業 技 術 （ 情 報 通 信 に 関 す る も の を 除 く ） に 関 す る こ と

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い
出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

31.3

27.0

26.6

23.0

22.3

21.5

20.6

18.6

16.8

14.5

13.6

12.6

10.9

9.1

9.1

7.7

0.6

18.3
1.3

0 5 10 15 20 25 30 35

総数（N=1,653人,M.T.=305.4%）

（％）
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学び直しに関する国民の意識⑥（学び直したい学習内容②）

２．学び直したい学習の内容②（年齢別）

※複数回答。
※回答割合が低かったものなど、一部の選択肢の結果は省略している。
※各年齢で、一番多い項目を赤色、二番目に多い項目を青色、三番目に多い項目を緑色で囲んでいる。 出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

➢ 学び直したい学習の内容について、年齢別にみると、

①２０代・３０代では「外国語」「法律・政治・経済・国際関係」、②４０代では「外国語」「歴史・地理」、

③５０代では「医療・福祉」「外国語」、④６０代では「歴史・地理」「医療・福祉」、

⑤７０代では「健康・スポーツ」「歴史・地理」、 と回答した人が上位を占める。

外 国 語 に
関 す る こ と

医 療 や 福 祉
（ 保 育 ， 介 護
な ど ） に
関 す る こ と

日 本 や 世 界
の歴史・地理
に関すること

法律や政治，
経 済 ，

国際関係に関
す る こ と

芸 術 文 化

（ 音 楽 ， 美 術
な ど ） に
関 す る こ と

健 康 や
ス ポ ー ツ に
関 す る こ と

日本語による
実 用 的 な

文章表現等に
関 す る こ と

心 理 学 に
関 す る こ と

総数
（N=1653人、
M.T=305.4％）

31.3 27.0 26.6 23.0 22.3 21.5 20.6 18.6

２０～２９歳
（N=144人、

M.T=383.3％）
45.8 27.8 26.4 36.1 31.3 19.4 34.0 30.6 

３０～３９歳
（N=220人、

M.T=389.1％）
48.6 33.6 30.9 35.0 20.9 17.7 31.4 26.8 

４０～４９歳
（N=303人、

M.T=342.6％）
43.9 29.4 32.0 30.4 23.1 19.5 26.1 28.1 

５０～５９歳
（N=263人、

M.T=335.7％）
34.2 35.7 27.8 19.8 27.0 27.4 20.2 21.3 

６０～６９歳
（N=334人、

M.T=264.7％）
21.9 24.9 27.2 14.4 21.9 22.2 16.2 13.2 

７０歳以上
（N=389人、

M.T=214.7％）
12.6 17.2 18.5 15.2 16.5 21.3 9.5 4.9 

8

学び直しに関する国民の意識⑦（学びやすくするための取組）

➢ 社会人が大学などの教育機関で学びやすくするために必要な取組としては、
①学費の負担などに対する経済的な支援（４６．１％）
②就職や資格取得などに役立つ社会人向けプログラムの拡充（３５．０％）
③土日祝日や夜間における授業の拡充（３４．０％） が上位。

３．学びやすくするための取組

問 あなたは、社会人が大学などの教育機関で学びやすくするためには、どのような取組が必要だと思いますか。

この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

学 費 の 負 担 な ど に 対 す る 経 済 的 な 支 援

就職や資格取得などに役立つ社会人向けプログラムの拡充

土 日 祝 日 や 夜 間 に お け る 授 業 の 拡 充

学 び 直 し に 関 す る 情 報 を 得 る 機 会 の 拡 充

学び直しに対する理解を高めるための企業などへの働きかけ

仕 事 以 外 の 生 活 や 教 養 に 関 す る プ ロ グ ラ ム の 拡 充

放 送 や イ ン タ ー ネ ッ ト を 使 っ た プ ロ グ ラ ム の 拡 充

学び直したことを社会的に評価するための仕組みの検討

公民館や図書館などの社会教育施設でのプログラムの拡充

大学・大学院などの教育・研究機関におけるプログラムの拡充

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

46.1

35.0

34.0

29.8

28.0

21.7

20.3

19.1

18.9

11.9

0.8

6.4

5.6

0 10 20 30 40 50

総数（N=1,653人,M.T.=227.6%）

（％）
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出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

問 （この1年くらいの間に「生涯学習をしたことがある」と答えた方に）あなたは、どのような場所や形態で生涯学習をしたことが
ありますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

４．行った生涯学習の形式

➢ これまで行った生涯学習の場所や形態については、

〇①公民館や生涯学習センターなどの公的な機関（３９．９％）、②自宅での学習活動（３１．３％）、
③同好者の集まりやサークル活動（３０．２％）が上位。

〇大学、大学院、専門学校等と回答した人は、正規課程、公開講座等あわせて約１６．８％で公開
講座等のほうが正規課程より６％ほど高い。

学び直しに関する国民の意識⑧（行った生涯学習の形式）

４．行った生涯学習の形式

公民館や生涯学習センターなど公的な機関における講座
や教室

自 宅 で の 学 習 活 動 （ 書 籍 な ど ）

同好者が自主的に行って いる集まり、サークル活動

カルチャーセンターやスポーツクラブなど民間の講座や教
室、通信教育

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の公開講
座や教室

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の正規課
程

39.9

31.3

30.2

29.6

11.3

5.5

0 10 20 30 40 50

16.8%

（ 中 略 ）

（％）

10

公民館や生涯学習センターなど公的な機関における講座や
教室

カルチャーセンターやスポーツクラブなど民間の講座や教室、
通信教育

同 好 者 が 自 主 的 に 行 っ て い る 集 ま り 、 サー クル 活動

自 宅 で の 学 習 活 動 （ 書 籍 な ど ）

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の公開講座
や教室

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の正規課程

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

問 あなたは、今後どのような場所や形態で生涯学習をしたいと思いますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

４．行った生涯学習の形式

➢ 今後行いたい生涯学習の場所や形態については、

〇①公民館や生涯学習センターなどの公的な機関（３７．７％）、②民間の講座や教室、通信教育
（２６．０％）、③同好者の集まりやサークル活動（２６．０％）が上位。

〇大学、大学院、専門学校等と回答した人は、正規課程、公開講座等あわせて２０．３％で「行った
生涯学習の形式」と比べて３．５％ほど高い。また、公開講座等が正規課程より ７．５％ほど高
い。

学び直しに関する国民の意識⑨（行いたい生涯学習の形式）

５．行いたい生涯学習の形式

37.7

26.0

26.0

24.5

13.9

6.4

0 10 20 30 40

20.3%

（ 中 略 ）

（ 中 略 ）

（％）
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出典：若者の意識に関する調査（高等学校中途退学者の意識に関する調査）報告書※（平成２３年３月内閣府）

必要な支援 中退後、高卒資格は必要だと考えたか

➢高校中退者のうち、「読み書き計算などの基礎的な学習への支援」を必要とする者が３割強も存
在。

➢高校中退者のうち、「高卒資格が必要」と考える者が約７～９割存在。

学び直しに関する高校中退者の意識①

仕事を探している
（n=160）

働いている（n=661）

在学中（n=362）

妊娠中・育児をしてい
る（n=64）

家事・家事手伝いをし
ている（n=128）

その他（n=82）

特に何もしていない
（n=46）

81.3

71.0

93.9

81.3

82.0

79.3

84.8

18.8

28.9

5.2

18.8

18.0

19.5

15.2

0.2

0.8

1.2

0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答

低い家賃で住めるところ
（n=1,175）

生活や修学のための経済的
補助（n=1,176）

進路や生活などについて何で
も相談できる施設（n=1,176）

進路や生活などについて何で
も相談できる人（n=1,176）

仲間と出会え、一緒に活動で
きる施設（n=1,175）

読み書き計算などの基礎的
な学習への支援（n=1,176）

会社などでの職場実習の機
会（n=1,176）

29.4

31.1

18.0

33.1

25.4

12.0

23.7

26.4

31.8

30.5

33.5

30.5

21.6

32.6

55.7

63.1

48.6

66.6

55.9

33.6

56.3

0 20 40 60 80

必要 ある程度必要

（％）
（％）

※高校中退後概ね２年以内の者２，６５１名に対する抽出調査（有効回収率４４．４％） 12

出典：若者の意識に関する調査（高等学校中途退学者の意識に関する調査）報告書（平成２３年３月内閣府）

３年後の自分の姿を想像した今後の進路希望

➢高校中退者の今後の進路希望として、「正社員として働きたい」が最も多いものの、高校再入学、
大学・専門学校への進学を希望する者も約３割存在。

学び直しに関する高校中退者の意識②

6.1

10.1

12.9

9.9

35.9

1.0 

2.3

11.5

9.9

0.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40

高校に再入学したい

専門学校に入学したい

大学に進学したい

アルバイトとして働きたい

正社員として働きたい

しばらく遊んでいたい

進学も仕事もせずに、結婚したい

まだどうしていいのかわからない

その他

無回答

２９．１％

（％）
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出典：平成２７年度能力開発基本調査※

※３０人以上の常用労働者を雇用する企業、事業所、事業所に属する労働者を対象とした抽出調査

４．行った生涯学習の形式

➢ 自己啓発※を行った労働者は、正社員で４２．７％、正社員以外では１６．１％。

※自己啓発：労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させるための活動（職業に関
係ない趣味、娯楽、スポーツ健康増進等のためのものは含まない）。

学び直しに関する労働者の意識①（自己啓発の実施状況）

16.1

42.7

正社員以外

正社員

自己啓発の実施状況

(%)

14

1.6

2.2

4.8

19.8

9.6

13.8

25.5

44.3

1.3

2.4

2.4

21.8

22.1

23.3

28.2

48.2

高等専門学校、大学、大学院の講座の受講

公共職業能力開発施設の講座の受講

専修学校、各種学校の講座の受講

民間教育訓練機関（民間企業、公益法人、各種団体）の

講習会、セミナーへの参加

通信教育の受講

社外の勉強会、研究会への参加

社内の自主的な勉強会、研究会への参加

ラジオ、テレビ、専門書、インターネット等による自学、自習

自己啓発の実施方法（複数回答）

正社員

正社員以外

(%) （平成27年度）

出典：平成２７年度能力開発基本調査

４．行った生涯学習の形式

➢ 自己啓発の実施方法としては、

〇自学自習が正社員・正社員以外ともに約４～５割で最も高い。

〇大学・大学院等は、正社員で１．３％。正社員以外で１．６％。

〇専修学校等は、正社員で２．４％、正社員以外で４．８％と正社員以外が２．４％ほど高い。

学び直しに関する労働者の意識②（自己啓発の実施方法）

15
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71.5

78.8

正社員以外

正社員

自己啓発に問題があるとした労働者 (%)

正社員 正社員以外

仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない 57.6% 37.4%

費用がかかりすぎる 31.2% 29.8%

家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない 21.0% 33.6%

自己啓発に問題があるとした労働者の問題点の内訳（上位3点）

（平成27年度）

学び直しに関する労働者の意識③（自己啓発の問題点）

４．行った生涯学習の形式

➢ 自己啓発に問題があるとした労働者は、正社員で７８．８％、正社員以外で７１．５％

➢ その理由としては、
正社員・正社員以外ともに、「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」が最も多い。

正社員は、「費用がかかりすぎる」が、正社員以外は「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕が
ない」がそれぞれ２番目に多い。

出典：平成２７年度能力開発基本調査 16

出典：職業能力開発総合大学校能力開発研究センター調査報告書No.128（平成17年3月）
大学卒業以上の学歴を持つ社会人1,761人に対するアンケート調査（複数回答）

再教育の受講意識 再教育において利用したい教育機関

➢ 大卒以上の社会人の意識調査において、８９％の人が、再教育を「受けたい」又は「興味があ
る」と回答。

➢ 再教育で利用したい教育機関として「大学院」、「大学（学部）」と回答した者が多い。

学び直しに関する大卒社会人の意識①

教育を受け

たい, 20.8%

教育を受け

ることに興

味がある, 
67.9%

特に受けた

いとは思わ

ない, 11.2% 大学院, 46.4%

大学（学部）, 

19.5%

公共職業能力開

発施設、民間の

教育訓練機関, 
17.2%

専修学校・専門

学校, 13.9%

高等専門学校, 
0.3%

短期大学, 0.2% その他, 2.4%

89%

17
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出典：「大学教育に関する職業人調査」 (平成21年東京大学＜科研費調査研究＞)
無作為に抽出した事業所の大卒社員25,203人に対するアンケート

➢ 社会人の大学院進学の主な障害について、「費用が高すぎる」、「勤務時間が長くて十分な
時間がない」、「職場の理解を得られない」と回答した者が多い。

➢ 便利な場所での授業や夜間、土曜、夏休みなどのフレキシブルな授業形態が求められてい
る。

学び直しに関する大卒社会人の意識②
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52.4
54.1

31.8 23.7
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非常に重要

ある程度重要

社会人の大学院進学の主な障害 在籍したまま大学院で勉強する条件
（％）（％）

18

➢ 大卒の社会人が行っている学び直しの内容は、「仕事に必要な専門的知識」が最も多い。
➢ 大学院で学び直す目的は技術系、事務・営業系の社員とも「現在の仕事を支える広い視野」が

多い。一方、「先端的な専門知識」、「現在の職務に直接必要な知識」は技術系の社員が多いな
ど、職務によってニーズは異なる。

学び直しに関する大卒社会人の意識③

75.8

37.3

29.3

4.6

6.4
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仕事に必要な専門的知識

幅広い知識・技能
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外国語能力

その他

48.7
48.7

42.5
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43.4

35.8
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出典：「大学教育に関する職業人調査」
（平成21年東京大学＜科研費調査研究＞）
無作為に抽出した事業所の大卒社員25,203人に対するアンケート

出典：「大学教育に関する職業人調査」
（平成21年東京大学＜科研費調査研究＞）
無作為に抽出した事業所の大卒社員25,203人に対するアンケート
大学院進学に興味がある者（アンケート全体の約半分）の意見

大卒社員の学習内容 大学院進学の目的
（％） （％）
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➢ 社会人学生が「最先端のテーマ」、「研究推進能力を身に付ける」カリキュラムを重視するの
に対して、大学院側は必ずしも「最先端のテーマ」、「研究推進能力を身に付ける」カリキュラム
を重視していない。

学び直しに関する大卒社会人の意識④

問2-2 カリキュラムで重視
して欲しい内容

MA

合計
（N=5431）

内 訳 合 計

１位 ２位
３位
以降

01 最先端にテーマを置いた内容 14,725 9,645 3,390 1,690

02
我が国の企業全般が抱える諸問題への
指針を提供できるような内容

7,400 4,140 2,170 1,090

03
学際性に配慮した幅広い視点からの研
究・学習が可能な内容

13,930 8,265 3,880 1,785

04
特定の分野を深く追求した研究・
学習が可能な内容

19,755 12,240 5,430 2,085

05
応用・実践問題の研究・学習に重点をお
いた内容

12,930 6,405 4,600 1,925

06
基礎理論の研究・学習に重点を
おいた内容

10,420 5,400 3,650 1,370

07
特定職種の実務に必要な専門的
知識・技能を習得できる内容

12,990 7,950 3,650 1,390

08
幅広い仕事に活用できる知識・技能を習
得できる内容

9,335 4,590 3,410 1,335

09
独創的な発想による問題解決能力を養
う内容

10,960 4,440 4,210 2,310

10
知識に基づいた深い洞察力を養う
内容

13,285 5,385 5,340 2,560

11 研究推進能力を身につける内容 17,990 9,855 5,310 2,825

12
産学のみならず、実習を重視した
内容

6,465 2,490 2,420 1,555

13 その他 830 660 90 80

0 5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

１位

２位

３位以降

問2 カリキュラムで
重視する内容

MA

合計
（N=1510）

内 訳 合 計

１位 ２位
３位
以降

01 最先端にテーマを置いた内容 2,580 1,860 510 390

02
我が国の企業全般が抱える諸問題へ
の指針を提供できるような内容

1,090 630 330 130

03
学際性に配慮した幅広い視点からの
研究・学習が可能な内容

7,860 5,430 1,740 690

04
特定の分野を深く追求した研究・
学習が可能な内容

6,430 4,215 1,730 485

05
応用・実践問題の研究・学習に
重点をおいた内容

6,060 2,340 2,820 900

06
基礎理論の研究・学習に重点を
おいた内容

2,815 1,560 910 345

07
特定職種の実務に必要な専門的知
識・技能を習得できる内容

4,435 2,640 1,230 565

08
幅広い仕事に活用できる知識・
技能を習得できる内容

2,385 825 930 630

09
独創的な発想による問題解決能力を
養う内容

2,965 1,125 1,210 630

10
知識に基づいた深い洞察力を養う内
容

2,760 870 1,140 750

11 研究推進能力を身につける内容 2,680 930 1,020 740

12 産学のみならず、実習を重視した内容 1,560 300 730 530

13 その他 115 105 10 0

0 2
,0
0
0

4
,0
0
0

6
,0
0
0

8
,0
0
0

1
0
,0
0
0

１位

２位

３位以降

※社会人学生:調査対象の大学院に在学中の社会人学生
※優先度の高い順に最大3つまで回答（1位15点、2位10点、3位5点として換算）

出典:「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省:先導的大学改革推進委託事業＞

【カリキュラム内容で重視する点】
＜社会人学生（複数回答）＞ ＜大学院（複数回答）＞

20

➢ 社会人学生が大学院において、「事例研究・ケーススタディ」、「実務経験のある教員・講師」
による教育手法を重視するのに対して、大学院側は必ずしもそのような教育手法を重視してい
ない。

学び直しに関する大卒社会人の意識⑤

問3-1 現在実施している／
今後重視する教育方法

MA

現在
実施

（N=1510）

今後
重視

（N=1510）

01 ICTを活用した教育方法 5.2% 14.5%

02 事例研究・ケーススタディ 29.1% 30.4%

03 グループワーク・ディスカッション 31.2% 36.2%

04 レポート・論文作文指導 72.1% 56.3%

05 個別の教育指導 64.8% 52.3%

06
実務経験のある教員・講師に
よる指導

27.0% 29.5%

07
専門課程実施前の専門知識・
基礎知識の復習

11.4% 14.2%

08 講義の補講・復習 3.2% 3.2%

09 実習・演習 30.6% 27.1%

10 その他 2.1% 3.2%

0% 20% 40% 60% 80%

現在実施 今後重視問9-3 重視して欲しい
教育方法

MA

合計
（N=5431)

内 訳 合 計

1位 2位
3位
以降

01 ICTを活用した教育方法 4,365 2,475 1,120 770

02
事例研究・
ケーススタディ

22,940 12,150 7,780 3,010

03
グループワーク・
ディスカッション

16,850 8,220 6,050 2,580

04 レポート・論文作文指導 29,165 17,610 8,530 3,025

05 個別の教育指導 24,455 14,730 6,920 2,805

06
実務経験のある
教員・講師による指導

25,275 15,720 6,900 2,655

07
専門課程実施前の
専門知識・基礎知識の復習

12,985 5,820 4,750 2,415

08 講義の補講・復習 2,335 750 940 645

09 実習・演習 7,485 3,195 2,580 1,710

10 その他 990 795 120 75

0 10,000 20,000 30,000 40,000

1位

2位

3位以降

【重視する教育方法】
＜社会人学生（複数回答）＞ ＜大学院（複数回答）＞

※社会人学生:調査対象の大学院に在学中の社会人学生
※優先度の高い順に最大3つまで回答（1位15点、2位10点、3位5点として換算）

出典:「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省:先導的大学改革推進委託事業＞
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２．企業の状況

22
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27年7月の有効求人倍率
1.21倍

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
※シャドー部分は景気後退期。

(注)平成23年3月～8月の完全失業率、完全失業者数は岩手県、宮城県及び福島県の推計結果と同３県を除く全国の結果を加算することにより算出した補完推計値であり、また、9月以降は一部調
査区を除いた全国の調査結果であるため、単純比較はできない。

27年7月の完全失業率 3.3％
完全失業者220万人
（原数値は222万人）

有効求人倍率(左目盛）

完全失業率(右目盛）

完全失業者数
過去最高 368万人

14年8月

(谷)H11.1(山)H9.5 (山)H12.11 (谷)H14.1

完全失業率
19年7月
3.6％

有効求人倍率

過去最低 0.42倍
21年8月

(谷)H21.3
(山)H20.2

完全失業率

過去最高
5.5％

14年6月、8月、15
年4月、21年7月

完全失業率
過去最高 5.5％
14年6月、8月、

15年4月、21年7月

(山)H24.3 (谷)H24.11

有効求人倍率
18年7月
1.08倍

完全失業率と有効求人倍率の動向

23
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民間企業における教育訓練費は、低下・横ばい傾向。

出典：労働省「労働者福祉施設制度等調査報告」、「賃金労働時間制度等総合調査報告」、厚生労働省「就労条件総合調査報告」（抽出調査）
・ここでいう教育訓練費とは、労働者の教育訓練施設に関する費用、訓練指導員に対する手当や謝金、委託訓練に要する費用等の合計額をいう。
・現金給与以外の労働費用には、退職金等の費用、現物給与の費用、法定福利費、法定外福利費、募集費、教育訓練費、その他の労働費用が含まれる。
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教育訓練費 労働費用全体に占める割合 現金給与を除く労働費用全体に占める教育訓練費の割合

円 ％

民間企業における教育訓練費の推移
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225.0

高専・

短大卒

286.8

大学・

大学院卒

427.1

平成27年

女

（出典）厚生労働省「平成27年 賃金構造基本統計調査」

学歴・年齢・性別賃金の状況

➢ 高学歴なほど、賃金が高くなる傾向がある。
＜生涯賃金＞
高卒 男性 約２億 ２４０万円 女性１億４，３４０万円
大卒・大学院卒 男性 約２億６，１４０万円 女性２億１，２５０万円

※学校を卒業しただちに就職し、60歳で退職するまでフルタイムの 正社員を続ける場合（同一企
業継続就業とは限らない）の生涯賃金の数値。退職金は含めない。
（資料）「ユースフル労働統計2015－労働統計加工指標集－ （独立行政法人労働政策研究・研
修機構）

学歴別生涯賃金の比較
（60歳まで、退職金を含めない、2013年）年齢毎の賃金の状況 （百万円）
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企業の状況①（重視する教育訓練）

４．行った生涯学習の形式

➢ 正社員に対する重視する教育訓練については、
「ＯＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、７４．０％、
「ＯＦＦーＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、２５．２％。

➢ 正社員以外に対する重視する教育訓練については、
「ＯＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、７７．２％、
「ＯＦＦーＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、２０．７％。

※OJT： 日常の業務に就きながら行われる教育訓練
OFF-JT：業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練（研修）

出典：平成２７年度能力開発基本調査

18.5 55.5 20.1 5.1

0.9

重視する教育訓練（正社員）

28.0 49.2 14.8 5.9

2.0

重視する教育訓練（正社員以外）

OJTを重視する OJTを重視するに近い OFF‐JTを重視するに近い OFF‐JTを重視する 不明

（平成27年度）
(%)

（平成27年度）
(%)

74.0％

77.2％

25.2％

20.7％
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6.6 17.1 40.3 34.1
1.9

教育訓練の実施方法の方針（正社員以外）

外部委託・アウトソーシングを重視する 外部委託・アウトソーシングを重視するに近い 社内を重視するに近い 社内を重視する 不明

企業の状況②（教育訓練の実施方法）

４．行った生涯学習の形式

➢ 正社員に対する教育訓練の実施方法の方針については、
「社内」を重視する又はそれに近いとする企業は６１．０％
「外部委託・アウトソーシング」を重視する又はそれに近いとする企業は３８．２％

➢ 正社員以外に対する教育訓練の実施方法の方針については、
「社内」を重視する又はそれに近いとする企業は７４．４％
「外部委託・アウトソーシング」を重視する又はそれに近いとする企業は２３．７％

出典：平成２７年度能力開発基本調査

9.9 28.3 40.6 20.4
0.8

教育訓練の実施方法の方針（正社員） （平成27年度）
(%)

（平成27年度）
(%)

61.0％

74.4％

38.2％

23.7％

2796



企業の状況③（ＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関）

４．行った生涯学習の形式

➢ 実施したＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関の種類の割合は、
〇 正社員、正社員以外ともに「自社」が最も高く、次いで民間教育訓練機関（民間教育研修会社、

民間企業主催のセミナー等）が高い。
〇 大学・大学院等、専修学校等は、正社員で約１～２％、正社員以外で約０．２～０．３％。

自社

民間教育訓練機関（民間教育研修会社、民間企業主催のセ
ミナー等）

親会社、グループ会社

職業能力開発協会、労働基準協会、公益法人(公益財団法
人、公益社団法人、職業訓練法人等）、その他業界団体

購入した機器、ソフトウエア等の使用方法等を教育訓練する
場合の当該機器、ソフトウエア等のメーカー

商工会、商工会議所、協同組合等の経営者団体

公共職業訓練機関（ポリテクセンター、工業技術センター、試
験所等含む）

高等専門学校、大学、大学院

専修学校、各種学校

その他

不明 1.5

4.6

0.2

0.3

1.5

4.8

4.7

8.4

15.6

17.6

83.5

0.4

5.8

1.2

1.9

5.2

9.5

14.6

23.6

26.6

46.0

75.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

正社員

正社員以外

実施したOFF‐JTの教育訓練機関の種類（複数回答）

(%)

28出典：平成２７年度能力開発基本調査

企業の状況④（大学等の受講支援の有無）

４．行った生涯学習の形式

➢ 従業員の大学院、大学、専修学校等の受講に対し、企業として支援等を行っているかについて、

〇 「業務命令で受講させている事例がある」が９．３％、
「業務命令の受講はないが、会社として支援」が１３．４％。

〇 「業務命令の受講も、会社としての支援もしていない」が、７３．４％。

出典：労働政策研究・研修機構調査「企業における資格・検定等の活用、大学院・大学等の受講支援に関する調査」※

※常用雇用者１００人以上の企業９，９７６社に対する抽出調査。回答率は約１４．８％

9.3 13.4 73.4 5.3

大学院、大学、専修学校・各種学校等における

従業員の受講に対する支援
業務命令で受講させている事例がある 業務命令の受講はないが、会社として支援

業務命令の受講も、会社としての支援もない 無回答

業務命令・支援なし
約73%

(%)

業務命令又は支援あり
約23%

2997



31.6

3.8

10.7

17.3

25.7

32.3

特に何も対応していない

その他

受講者の表彰、社内での掲示などを行う

給与・賞与の面で配慮する

昇進・昇格にあたって配慮する

配転や異動にあたって配慮する

受講後の人事管理上の扱い（複数回答）

企業の状況⑤（受講者の人事管理上の扱い）

４．行った生涯学習の形式

➢ 大学、大学院、専修学校等の受講を支援した企業における受講した従業員に対する人事管理上
の対応について、

〇 「配転や異動にあたって配慮する」が、３２．３％、
「昇進・昇格にあたって配慮する」が、２５．７％

〇 一方、「特に何も対応していない」が、３１．６％

出典：労働政策研究・研修機構調査「企業における資格・検定等の活用、大学院・大学等の受講支援に関する調査」

(%)

30

企業の状況⑥（大学等の受講に対する評価）

４．行った生涯学習の形式

➢ 大学等で従業員が受講することへの企業の評価については、

〇何らかの支援をしている企業では、「専門性の向上」や、「幅広い知識の習得」、「やる気の向上」
で高い評価を行っている。

〇支援を行っていない企業では、「評価は特にない」が最も高く、次いで、「幅広い知識の習得」、
「専門性の向上」が続く。

〇 「受講が仕事上の成果につながっていない」、「受講した従業員は離職しやすい」といった否定
的評価はごくわずか。

出典：労働政策研究・研修機構調査「企業における資格・検定等の活用、大学院・大学等の受講支援に関する調査」 3198



（参考２）社会人の学習状況

○ 原則として社員の大学院修学を認めていない企業が半数となっている。
○ 過去３年間に従業員を大学院へ送り出した企業は８％となっており、大学院の授業料を企業が

負担したのは１２％となっている。

企業の状況⑦（大学院修学について①）

大学院修学への方針（業種別）

出典：「大学教育に関する職業人調査」（平成21年東京大学＜科研費調査研究＞）
無作為に抽出した8,777の事業所に対するアンケート

問1 従業員を大学院へ送り出した
実績の有無

SA

中小企業 大企業 合計

（N=735） （N=314） （N=1049）

01 実績あり 29 55 84

02 実績なし 706 259 965

8.0%

3.9%

17.5%

92.0%

96.1%

82.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

中小企業

大企業

実績あり 実績なし

※中小企業：授業員数300人未満 大企業：従業員数300人以上

過去3年間に従業員を大学院へ送り出した実績

問6 授業料を負担したもの
MA

合計
(N=4615）

01 自己負担 87.8%

02 大学が負担（給付型奨学金など） 5.4%

03 政府が負担（教育訓練給付金など） 1.6%

04 所属企業が負担 12.1%

05 その他 2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

■ 合計

大学院の授業料を負担した者

出典（上記2つのデータ）：「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）

原則と

して認

めない

上司の

許可が

条件

勤務条

件で配

慮

能力開

発として

奨励

今後、

奨励の

方向で

検討

特定の

ものは

派遣

授業料

を補助

農林、鉱業 47.0% 20.0% 7.8% 10.4% 7.8% 5.2% 1.7%

建設、製造 46.4% 25.7% 15.8% 14.0% 8.5% 8.6% 4.8%

電気ガス、情報通信 33.7% 31.7% 18.1% 18.5% 11.1% 11.9% 8.6%

運輸、卸売 49.1% 20.4% 14.3% 9.5% 8.9% 4.8% 1.6%

金融保険、不動産 43.2% 23.4% 11.2% 14.5% 5.0% 10.6% 2.6%

飲食宿泊、サービス他 45.0% 26.1% 16.8% 12.4% 8.5% 4.0% 2.3%

教育、医療 30.0% 41.1% 27.2% 21.2% 6.7% 5.5% 2.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%
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合計

1位 2位 3位以降

01 社会人学生に対する経済的な優遇 510 330 120 60

02 所在地や設備などの学習環境 390 180 160 50

03
開講時間帯や履修機関・形態など
の通学環境

695 480 170 45

04 教員の質 180 60 80 40

05 教育内容や方法 310 150 90 70

06 学位審査方法 110 45 40 25

07 その他 15 15 0 0

内訳 問2-1　2）従業員を大学院へ送り出し
やすい大学院環境

MA

合計

(N=84)

【企業が従業員を大学院へ送り出しやすい環境（複数回答）】

○ 企業が従業員を大学院へ送り出しやすい環境として、通学環境、経済的な優遇、学習環境及
び教育内容・方法をその条件としてあげている。

出典：「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
(平成21年度早稲田大学＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞)

※優先度の高い順に最大３つまで回答（１位１５点、２位１０点、３位５点として換算）

企業の状況⑧（大学院修学について②）

0 200 400 600 800

1位

2位

3位以降
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➢ 社会人向け教育プログラムへの期待について、企業が、「実践的な教育プログラムの充実」、
「高度専門的分野の教育の充実」、「実務の最先端の人の講義」と考えているが、大学院側は必
ずしもそのような教育を重視していない。

企業の状況⑧（大学院修学について③）

【社会人向け教育プログラムの価値向上のために必要なこと】

＜企業（複数回答）＞ ＜大学院（複数回答）＞

※優先度の高い順に最大5つまで回答（1位15点、2位12点、3位9点、4位6点、5位3点として換算）

出典：「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）

問10 大学院や大学院修了者の
価値向上のために取り組むべきこと

MA

合計
（N=150）

内 訳 合 計

1位 2位
3位
以降

01 体系的教育の充実 2,943 1,845 504 594

02 より理論的な教育の充実 954 285 372 297

03
知識や技能だけでなく、方法論や
考え方に関する教育プログラムの充実

3,879 1,710 1,080 1,089

04
理論と実践のバランスのとれた教育
プログラムや講師陣の検討

5,025 2,535 1,320 1,170

05
実践的な教育プログラムの充実
（ケーススタディーやロールプレイングなど）

1,911 495 696 720

06 分野横断的な教育の充実 1,986 555 564 867

07
知財やMBAなどのビジネスに直結する
高度専門的分野の教育の充実

1,101 450 240 411

08 実務の最先端の人の講義 855 90 240 525

09 職業人出身の講師、メンターの充実 540 60 144 336

10 企業との連携と企業ニーズの把握の充実 2,061 570 456 1,035

11 自己分析などのカウンセリングの充実 216 0 48 168

12
社会人向けの時間帯を工夫するなど
受講生の立場に立った運営

3,219 1,170 816 1,233

22 その他 330 300 12 18

23 特にない 210 210 0 0

1位

2位

3位以降

問11 社会人向け教育プログラムへの期待
MA

合計
（N=1049）

01 体系的教育の充実 12.0%

02 より理論的な教育の充実 14.5%

03
知識や技能だけでなく、方法論や
考え方に関する教育プログラムの充実

36.7%

04
理論と実践のバランスのとれた教育
プログラムや講師陣の検討

25.1%

05
実践的な教育プログラムの充実
（ケーススタディーやロールプレイングなど）

30.6%

06 分野横断的な教育の充実 11.4%

07
知財やMBAなどのビジネスに直結する
高度専門的分野の教育の充実

16.8%

08 実務の最先端の人の講義 16.0%

09 職業人出身の講師、メンターの充実 5.2%

10 企業との連携と企業ニーズの把握の充実 11.4%

11 自己分析などのカウンセリングの充実 6.2%

12
社会人向けの時間帯を工夫するなど
受講生の立場に立った運営

15.0%

13 その他 0.3%

14 特にない 13.5%

■ 合計

34

３．⾼等教育機関における状況
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○大学、短期大学、大学院の修士課程（通学）は、いずれも社会人受講者の割合が10％未満であるものの、博士課程及び

専門職学位課程（通学）では社会人受講者の割合が約5割に及んでいる。

○大学、短期大学、大学院とも、通学に比べ通信は圧倒的に社会人受講者の割合が高い。

大学・専修学校の正規課程における社会人受講者数

※ 大学、短期大学及び大学院（通学）の在学者数並びに大学、短期大学及び大学院（通信）在学者数及び社会人（２５歳または３０歳以上の者）数の出典：平成２７年度学校基本統計
※ 大学、短期大学及び大学院（通学）の社会人（２５歳以上または３０歳以上の者）数は推計値（平成２７年度学校基本統計をもとに、各入学者（通学）のうち２５歳または３０歳以上の者

の割合を各在学者数（通学）に乗じて算出）
※ 専修学校の在学者数の出典：平成２７年度学校基本統計
※ 専修学校の社会人（就業者）数の出典：平成２６年度私立高等学校等実態調査
※ 専修学校の在学者のうち「就業者」とは、職に就いている者、すなわち、給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者をいう。ただし、企業等を退職

した者、及び主婦なども含む。

大学・専修学校の正規課程における社会人受講者数
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社会人の割合

2,552,062 人 28,258 人 1.1%

165,386 人 142,683 人 86.3%

127,836 人 3,087 人 2.4%

21,443 人 6,395 人 29.8%

通学 158,974 人 14,796 人 9.3%

通信 3,108 人 2,879 人 92.6%

通学 73,877 人 37,283 人 50.5%

通信 212 人 208 人 98.1%

通学 16,623 人 7,331 人 44.1%

通信 538 人 489 人 90.9%

40,095 人 7,869 人 19.6%

588,183 人 63,902 人 10.9%

27,828 人 881 人 3.2%

専修学校

修士課程

博士課程

専門職学位課程

大学院

就
業
者

在学者数 社会人数

高等課程

専門課程

一般課程

通学

通信

通学

通信

2
5

以
上

歳の
者

3
0
歳

以
上
の
者

短期大学

大学

※ 出典：学校基本統計
※ 「就業している者」とは、会社、工場、商店、官公庁等の事業所に勤務し、給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就いている者をいう。

自家業・自営業を営んでいる者を含み、家事手伝い、臨時的な仕事に就いている者は含まない。
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大学・専修学校の社会人入学者数の推移

大学、大学院の正規課程への社会人入学者数は、ここ数年、微増・微減があり、横ばい傾向である。
短期大学、専修学校の正規課程への社会人入学者数は、減少傾向である。

大 学 大 学 院

短 期 大 学 専 修 学 校

博士・修士・専門職学位課程への社会人入学者数（推計）は、平成２０年度の約１．９万人を
ピークに微減し、平成２７年度は約１．８万人。

短期大学士課程への社会人入学者数は平成２２年度の約３，５００人をピークに平成２０年度の約
２，５００人まで減少。その後、増加・減少を繰り返し、平成２７年度は約２，３００人。

大学の学士課程への社会人入学者数（推計）は、平成１３年度の約１．８万人がピークに、平成２
０年度の約１．０万人まで減少。その後増減し、平成２７年度は約１．１万人。

※ 通学の社会人入学者は、「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用。
※ 通信の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに、通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。
※ 通信の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫を指す。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

※ 通信及び放送大学の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。
※ 通学の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫を指す。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

※ 通学の社会人入学者は、「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用。
※ 通信、放送大学は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）
※ 通信の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫を指す。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

専修学校への入学者のうち就業している者の数は平成１７年度をピークに減少し、
平成２７年度の入学者のうち就業している者は、約１万５千人。

(千人)

(千人)

13 16 16 17 17 18 17 17 16 16 17 16 17
1.0 1.0 

2.0 2.0 
3.0 

13.7 

17.3 16.8 
18.1 18.4 18.8 18.4 18.1 

17.2 17.6 17.7 17.5 17.9 

2.9%

4.0%

5.1% 5.1%

6.2%

14.3%

16.7% 16.4%
17.2% 17.5% 18.0%

17.6%

16.6% 16.5%

17.7%
18.2% 18.2%

18.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

0

5

10

15

20

25

S62 63 H元 2 3 … 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

放送大学

通信

通学

入学者全体に占める社会人割合

(千人)

1.6 1.5 1.4

1.3 1.3
1.2 1.4

1.7
1.5 1.3 1.3

1.1 1.0

1.6 1.8

1.8 1.7
1.5

1.3

1.6

1.8

1.6
1.4

1.9

1.5
1.3

3.2
3.3

3.2

2.9
2.7

2.5

3.0

3.5

3.0

2.7

3.1

2.6
2.3

2.7%

3.0% 3.0%
3.1% 3.1%

3.1%

3.9%

4.5%
4.2%

4.0%

4.5%

4.0%

3.7%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

0

1

2

3

4

5

6

平成15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

社
会
人
入
学
者
数

通信

通学

入学者全体に占める社会人割合

4 4 4 
3 3 3 

2 2 2 2 2 2 
1 1 1 1

10 

7 7 
7 

6 6 
6 6 

5 5 5 5 

4 4 4 4

2 
7 

6 

3 
4 4 

4 
3 

3 
5 

6 6 

6 6 
5 

6

15.6 

18.3 

16.2 

12.8 12.8 
12.7 

12.4 
11.4 

10.3 

12.4 
13.0 12.0 

11.9 11.5 

10.2 
11.3 

2.7%

2.9%

2.6%

2.1% 2.1% 2.0%
2.0%

1.8%
1.7%

2.0%
2.0%

1.9% 1.9%
1.8%

1.6%

1.8%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

0

5

10

15

20

25

平成5 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

社
会
人
入
学
者
数

放送大学

通信

通学

入学者全体に占める社会人割合

社
会
人
入
学
者
数

37101



専門職大学院における社会人受講者数の推移

※ 「社会人」は、30歳以上の者とする。
※通学の社会人受講者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）をもとに、通学の入学者のうち30歳以上の者の割合を通学の在学者数に乗じて算出）

出典：文部科学省「学校基本統計」を基に作成

専門職大学院においては30歳以上の在学者が45.6%であり、在学者に占める30歳以上の者の割合が直近の5年間で約10％
上昇している。

専門職学位課程における30歳以上の在学者とその割合（人）
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放送大学の在学者数の推移

だいがくにおける学部の在学者数は、平成13年度第2学期にピークを迎え、その後若干減少したが、近年は微増傾向。
大学院の在学者数は、開設後2年目の平成15年度にピークを迎え、その後減少したが、近年は5,000人台でほぼ横ばい。
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放送大学の年齢別在学者数の推移（学部）
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(注）特別聴講学生、特修生(S60～H5①)、研究生(H元～H13)を除く。
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６０代

だいがくにおける40代・50代・60歳以上の在学者数は、増加傾向。
20代の在学者数は平成12年度をピークに減少傾向。30代の在学者数は平成16年度から減少傾向。
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放送大学の年齢別在学者数の推移（大学院）
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だいがくにおける
30代・40代の在学者数（修士課程）は、大学院開設2年目の平成15年度に大幅に増加したものの、平成16年度に大幅に減
少し、その後、微減傾向。

※平成15年度に教員の専修免許状取得の経過措置が終了
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放送大学の職業別在学者数の推移（学部）

(注）特修生(S60～H5①)、研究生(H元～H13)、特別聴講学生（S60～S63)を除く。

だいがくにおける
会社員等については、平成21年まで減少傾向だったものの、その後は増加傾向。
専業主婦（夫）、定年等退職者については、独立項目として集計を始めた平成23年から継続して増加。

※看護師等は、平成16年度から独立項目として集計。 ※専業主婦（夫）、定年退職者は、平成23年度から。
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【学部合計：１学期】
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パートタイマー 看護師等

無職（主婦を含む） 専業主婦(夫)

定年等退職者 無職

その他

(人)

放送大学の職業別在学者数の推移（大学院）

（注）特別聴講学生を含む。

（人）
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パートタイマー 看護師等

無職（主婦を含む） 専業主婦(夫)

定年等退職者 無職

その他

だいがくにおける
平成15年度に教員の専修免許状取得の経過措置が終了した後は、教員の在学者数は減少傾向。その他の
在学者については、ほぼ横ばい。
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【大学院（修士課程）合計：１学期】
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放送大学の専攻・コース別入学者数の推移

【全科履修生（学部）、年間】

だいがくにおける

平成10年度に関東以外の全国の学習センターでも全科履修生の受け入れを開始したことにより、全専攻で全
科履修生の入学者数が増加。
その後、「発達と教育」は減少、「生活と福祉」は平成14年まで減少した後増加。
新コースでは、「心理と教育」が概ね増加傾向、「生活と福祉」が概ね減少傾向。
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生活と

福祉

3,053人

25.5%

心理と

教育

3,981人

33.3%

社会と

産業
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14.2%
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13.3%

自然と

環境

856人

7.1%

情 報
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6.5%

平成27年度

11,968人

【全科履修生（学部）：年間】
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(※１)通信制の学部・研究科、放送大学を除く。（※２）社会人は、就業者及び主婦・高齢者等で職業に従事していない者。
(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。
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(※)放送大学を除く。
(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。

大学における正規課程以外の社会人受講者数の推移

(※１)通信制の学部・研究科、放送大学を除く。（※２）社会人は、就業者及び主婦・高齢者等で職業に従事していない者。
(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

履修証明プログラムの受講者数

科目等履修生の受入れ数（社会人）

(人)
(人)

科目等履修生（社会人）、聴講生（社会人）及び履修証明プログラム受講生とも、横ばいあるいは微減の傾向である。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

聴講生数（社会人）

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」
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大学における長期履修制度を利用した受講者数の推移

(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

長 期 履 修 制 度 を 利 用 し た 受 講 者 数

(人)

長期履修制度の利用者は、増加傾向にあり、5年間で倍増している。
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大学における公開講座実施状況

3,933 
6,190 

9,229 
11,477 

13,275 

18,669 
20,873 

24,841 25,411 
26,904 27,848 

31,086 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成4年度 平成6年度 平成8年度 平成10年度 平成12年度 平成14年度 平成16年度 平成18年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成25年度

出典：文部科学省「平成26年度開かれた大学づくりに関する調査研究」（平成27年3月）

公開講座開設数

公開講座受講者数

公開講座開設大学数
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公開講座を開設している大学数、公開講座開設数、公開講座受講者数ともに、年々上昇しており、公開講座受講者数について
は、20年で約3倍に増加している。

339 

486 
525 548 

588 
644 667 684 684 707 

666 
711 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成4年度 平成6年度 平成8年度 平成10年度 平成12年度 平成14年度 平成16年度 平成18年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成25年度

47106



大学における公開講座の内容別講座数と受講者数

出典：文部科学省「平成26年度開かれた大学づくりに関する調査研究」（平成27年3月）

だいがくにおける大学における公開講座の開講数は、語学系（19.4％）及び人文教養系（17.0%）の割合が高い。
受講者数については、人文教養系（21.2％）、育児・医療・福祉系（17.3％）、芸術系（15.3％）の順で受講割合が高い。

21.2%

17.3%

15.3%

9.6%

8.6%

6.3%

5.6%

3.8%

3.7%

3.3%

2.8%

1.5%

1.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

B 人文教養系（歴史・文学など）

J 育児・医療・福祉系（子育て、メンタルヘルス、介護な

ど）

H 芸術系（音楽・絵画など）

F 理工系（自然科学、工学など）

M その他

A 語学系（英語・仏語など）

C 社会問題系（政治・時事問題など）

I スポーツ・実技系（フィットネス・ゴルフなど）

D ビジネス・経済系（経営・財務など）

L 地域課題解決系（地域リーダー育成、地域学など）
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出典：私立高等学校等実態調査

だいがくにおける

（人）

専修学校における科目等履修生の数は、平成23年度が1万人を超え最大となっているが、ここ数年では増加の傾向。
附帯事業の受講者数は、10年間で約2倍に伸びており、上昇傾向である。
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4．⾼等教育機関における
国際⽐較
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②２５歳以上の「学士」課程への入学者の割合

③３０歳以上の「修士」課程への入学者の割合
④３０歳以上の「博士」課程への入学者の割合

日本の短期高等教育機関、「学士」課程及び「修士」課程における社会人入学者の割合は、低いものにとどまっている。（2013年）

高等教育機関における社会人入学者割合の国際比較

（2013年）

％ ①２５歳以上の短期高等教育機関への入学者の割合

（2013年）

（2013年）
（2013年）

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）。留学生を除いた入学者に占める25歳又は30歳以上の割合
ただし、日本の数値については、 ①「学校基本統計」及び文部科学省調べによる社会人入学生数（留学生を含む）。なお、日本においては短期大学及び

専修学校（専門課程）の入学者を対象として算出。
②「学校基本統計」及び文部科学省調べによる社会人入学生数（留学生を含む）。
③「学校基本統計」による修士課程及び専門職学位課程への社会人入学生数の割合。（留学生を含む）
④「学校基本統計」による博士課程への社会人入学生数の割合。（留学生を含む）

※OECD各国平均値はOECDからの公表がされていない
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短期高等教育プログラムの卒業率はＯＥＣＤ平均が11％であるのに対し、我が国における卒業率は24％とＯＥＣＤ諸
国の中で3番目に高い割合である。

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

短期高等教育プログラムの進学率と卒業率（全体）

短期高等教育プログラムの進学率（25歳未満）と卒業率（30歳未満）

11％

24％

7％

（％）

（％）

進学率・卒業率の比較（短期教育プログラム）

（2013年）

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本においては、短期大学、専修学校専門課程等を対象としている。

初回進学率の数値不明：オーストラリア、日本、カナダ、ハンガリー、
ノルウェー、スイス、チェコ、ドイツ、トルコ

初回卒業率の数値不明：チェコ共和国、ドイツ、チリ、アイスランド、
アイルランド、ポーランド、トルコ

25歳未満初回進学率の数値不明：トルコ、カナダ、オーストラリア、ハンガ
リー、ノルウェー、スイス、チェコ共和国、ドイツ、オランダ、日本
30歳未満初回卒業率の数値不明：チェコ共和国、ドイツ、オランダ、チリ、アイ
スランド、アイルランド、日本、ポーランド、アメリカ合衆国
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進学率・卒業率の国際比較（学士課程）

ＯＥＣＤ平均は、学士課程における進学率が55％であるのに対して、卒業率34％である。
我が国における学士課程の卒業率は44％とＯＥＣＤ諸国の中で3番目に高い割合である。
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出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

34％

55％

学士課程の進学率と卒業率（全体）

学士課程の進学率（25歳未満）と卒業率（30歳未満）

27％

45％

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本においては、医歯薬獣等の６年制課程は含まない。

（％）

（％）

（2013年）

44％

初回進学率の数値不明：日本、スイス、アメリカ合衆国、ノルウェー、カナダ、トルコ、
ハンガリー
初回卒業率の数値不明：チリ、エストニア、アイスランド、アイルランド

25歳未満初回進学率の数値不明：スイス、ノルウェー、カナダ、トルコ、ス
ロバキア共和国、ハンガリー、日本、アメリカ合衆国
30歳未満初回卒業率の数値不明：ベルギー、チリ、エストニア、アイスラ
ンド、アイルランド、日本、アメリカ合衆国
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修士課程における卒業率は、ＯＥＣＤ平均が15％であるのに対し、我が国は8％と低い割合である。

ただし、我が国においては、修士課程の進学率と卒業率に差がなく、修士課程に進学した者の殆どが同課程を修了してい
るといえる。
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（％）

高等教育機関の進学率と卒業率の国際比較③（修士課程）

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

修士課程の進学率と卒業率（全体）

修士課程の進学率（30歳未満）と卒業率（35歳未満）

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本においては、専門職学位課程も含む。

15％
20％

8％8％

7％

（％）

進学率・卒業率の比較（修士課程）

（2013年）
初回進学率の数値不明：ノルウェー、ハンガリー、スイス、カナダ、トルコ初回卒
業率の数値不明：チリ、エストニア、アイスランド、オランダ

25歳未満初回進学率の数値不明：スロバキア共和国、ハンガリー、ノル
ウェー、スイス、カナダ、トルコ
30歳未満初回卒業率の数値不明：ベルギー、チリ、エストニア、アイスランド、
日本、オランダ、アメリカ合衆国
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1.4％
1.8％

1.0％1.0％

高等教育機関の進学率と卒業率の国際比較④（博士課程）

博士課程における卒業率は、ＯＥＣＤ平均が1.4％であるのに対して、我が国は1.0％で低い。

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

博士課程の進学率と卒業率（全体）

博士課程の進学率（30歳未満）と卒業率（35歳未満）

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本の卒業者数には「満期退学者」（所定の年限以上在学し，所定の単位を修得したが，博士の学位を取らずに卒業した者）も含む。

1.1 ％

進学率・卒業率の比較（博士課程）

（2013年）

初回進学率の数値不明：スイス、ノルウェー、カナダ、ハンガリー、トルコ
初回卒業率の数値不明：チリ、エストニア、アイスランド

25歳未満初回進学率の数値不明：スイス、カナダ、ノルウェー、ハンガリー、ト
ルコ、ルクセンブルク、日本
30歳未満初回卒業率の数値不明：ベルギー、チリ、エストニア、アイスランド、
日本、アメリカ合衆国
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最終学歴（年代・男女別）

30～34歳における大学・大学院卒業者の割合は、男性で31.3％、女性で21.6％である。短期大学等を含めると男性で
43.5%、女性で51.8％の者が高等教育を修了していることがわかる。

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

1）在学か否かの別「不詳」を含む。
2）専修学校専門課程（専門学校）・各種学校については，入学資格や修業年限によりいずれかの学校区分に含まれる。
3) 専修学校高等課程（高等専修学校）を含む。
（資料）「平成22年国勢調査」（総務省）
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5．⾼等教育機関等における
推進施策
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○産業界と協働したオーダーメード型プログラムの開
発・実施の推進

・専門学校や大学等の教育機関と企業・業界団体が協働し、地域や産業
界の人材ニーズに対応した、社会人が学びやすい教育プログラムの開
発・実証

・社会人のキャリアアップに必要な高度かつ専門的な知識・技術・技能
を身に付けるための大学院プログラムの開発・実証 等

○専修学校における「職業実践専門課程」の文部科学
大臣認定

・専修学校の専門課程において、企業等との密接な連携により、最新の実務
の知識等を身に付けられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の
質の確保に組織的に取り組む専門課程を文部科学大臣が認定

・認定数：833校、2,540学科（平成28年2月時点）

○大学等における「職業実践力育成プログラム」（Ｂ
Ｐ）の文部科学大臣認定

・大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログ
ラムを「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）として文部科学大臣が認定し、社
会人の学び直しを推進

・大学等から公募を行い、有識者による審査を経て、平成２７年１２月に制度
創設後初めて１２３課程を認定し、平成２８年４月に認定されたプログラムが
開始

人材ニーズに対応する
カリキュラムの充実

○奨学金制度の弾力的運用の実施
・無利子奨学金について同学種（例：学部→学部）間

での再貸与の制限を緩和（平成26年度～）

○教育訓練給付金制度（厚生労働
省）との連携

※専門職大学院・専門学校（職業実践専門課

程）等を対象とした「専門実践教育訓練」の

指定（平成26年10月～）

・専門職学位課程（大学院）：７９講座

・職業実践専門課程（専門学校）：７６０講座

・業務独占・名称独占資格（専門学校、短大等）：

１，２３０講座

・職業実践力育成プログラム（大学等）；２３講座

経済的支援の充実 ○大学における社会人受け入れの推
進
・長期履修活用者数：４，２０６人（平成25年度）
・科目等履修生：１０，５６９人（平成25年度）
・履修証明プログラムの受講者数：

３，８００人（平成25年度）
・社会人を対象としたコースを開設：

２６９研究科（平成24年度）
・社会人入試の実施：５５１大学１，２９６学部

（平成27年度）
４６１研究科（平成24年度）

・２年未満の短期在学コースの開設：
９４研究科（平成24年度）

・通信教育を行う大学数（学部）：
２０校（平成12年度）→４５校（平成26年度）

○放送大学の機能強化
・放送授業科目のインターネット配信の実施

・放送大学における資格関連科目の充実

・オンライン授業の新規開講 など

学びやすい環境の整備

社会人の学び直しに関する課題と主な取組

主な課題
○ ５年間で大学・専門学校での社会人入学者数を倍増（１２万人→２４万人）

○ 学び直しを支援する上で、カリキュラムの充実、経済的支援の充実、学びやすい環境の整備が必要

（参考）（出典：内閣府「教育・生涯学習に関する世論調査（平成27年12月調査）」）

主な取組
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出典：文部科学省調べ

概要

社会人特別
入学者選抜

社会人に対する特別の入学者選抜

【平成27年度実施状況】 大 学：551校 入学者： 1,175人

【平成24年度実施状況】 大学院：461校 入学者：8,144人

夜間・昼夜開
講制

社会人の通学上の利便のため昼間、夜間に授業を行う制度

【平成25年度実施状況】

大 学：夜間16校、昼夜30校，大学院：夜間24校、昼夜316校

【平成26年度実施状況】

専門学校：夜間等649学科、昼夜211校

科目等履修
生制度

大学等の正規の授業科目のうち、必要な一部分のみについてパート
タイムで履修し､正規の単位を修得できる制度

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く）

大 学：737校、履修生：17,277人

【平成26年度実施状況】

専門学校：158校、6,565人

長期履修学
生制度

学生が職業を有しているなどの事情により、修業年限を超えて一定
の期間にわたり計画的に履修し、学位を取得することができる制度

【平成25年度実施状況】

大 学：376校、4,206人（学部896人、大学院：3,310人）

通信制 通信教育を行う大学学部、短期大学、大学院修士・博士課程及び

専門学校

【平成27年度実施状況】

大学学部：46校 213,331人、うち放送大学学部 83,642人

大学院：27校、 8,627人 大学院(修士課程のみ)：7,545人

短期大学：24,111人 専門学校：957人

専門職大学
院

高度専門職業人養成に特化した実践的教育を行う大学院

【平成27年度設置状況】114校 162専攻

うち、法科大学院54校54専攻、教職大学院27校27専攻

概要

大学院におけ
る短期在学
コース・長期在
学コース

大学院の年限を短期又は長期に弾力化したコース

但し、短期在学コース制度は修士・専門職学位課程のみ

【平成24年度設置状況】

短期在学コース ：64校

長期在学コース ：81校

履修証明制度 社会人を対象に体系的な教育プログラム（120時間以上）
を編成し、その修了者に対し、大学・専修学校等が履修
証明書を交付できる制度

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く）

大学：83校 受講者数：3,800人

証明書交付者数：2,472人

【平成26年度実施状況】

専門学校：77校 証明書交付者数：2,435人

サテライト教室 大学学部・大学院の授業をキャンパス以外の通学の便の
良い場所で実施する取組

【平成25年度 サテライト教室の設置割合】

大学：15.9%、短大：4.5%

大学公開講座 大学等における教育・研究の成果を直接社会に開放し、
地域住民等に高度な学習機会を提供する講座

【平成25年度開設状況】

開設大学数：1,015大学等

開設講座数：39,816講座

受講者数：1,660,119人

大学等における社会人受入れの推進に関する教育関係の仕組み
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平成23年 中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」答申

専門学校

文部科学大臣

申請

認定要件等

都道府県知事等

推薦

認定

先導的試行としての「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度を創設
「新たな枠組み」の趣旨を専修学校の専門課程においていかしていく先導的試行として、企業等との密接な連携により、最新

の実務の知識等を身につけられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む専門課程を
文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定する。

○ 職業教育を通じて、自立した職業人を育成し、社会・職業へ円滑に移行させること、また、学生・生徒の多様な職業教育ニーズや様々な職業・業種の人材需
要にこたえていくことが求められており、このような職業教育の重要性を踏まえた高等教育を展開していくことが必要。

○ 高等教育における職業教育を充実させるための方策の一つとして、職業実践的な教育のための新たな枠組みを整備。

⇒ 新たな学校種の制度を創設するという方策とともに、既存の高等教育機関において新たな枠組みの趣旨をいかしていく方策も検討。

- 認 定 要 件 -

○ 修業年限が2年以上

○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成

○ 企業等と連携して、演習・実習等を実施

○ 総授業時数が1700時間以上または総単位数が62単位以上

○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的
に実施

○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施

平成25年7月 「専修学校の質保証・向上に関する調査研究協力者会議」報告

平成25年8月30日 「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程(文部科学省告示第133号)」を公布・施行

平成26年3月31日 「職業実践専門課程」を文部科学大臣が認定し、官報で告示。 4月から認定された学科がスタート
（833校、2,450学科（平成28年2月19日現在））

専門学校における職業教育の充実

「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度

企業等との
「組織的連携」

取組の
「見える化」
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大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラムを「職業実践力育成プロ
グラム」（ＢＰ）として文部科学大臣が認定
【目的】

プログラムの受講を通じた社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会の拡大

【認定要件】

○ 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証明プログラム

○ 対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表

○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる教育課程

○ 総授業時数の一定以上（５割以上を目安）を以下の２つ以上の教育方法による授業で占めている

①実務家教員や実務家による授業 ②双方向若しくは多方向に行われる討論

（専攻分野における概ね５年以上の実務経験）（課題発見・解決型学修、ワークショップ等）

③実地での体験活動 ④企業等と連携した授業

（インターンシップ、留学や現地調査等） （企業等とのフィールドワーク等）

○ 受講者の成績評価を実施 ○ 自己点検・評価を実施し、結果を公表（修了者の就職状況や修得した能力等）

○ 教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の企業等の意見を取り入れる仕組みを構築

○ 社会人が受講しやすい工夫の整備（週末・夜間開講、集中開講、ＩＴ活用等）

平成２７年３月 教育再生実行会議提言（第６次提言）
「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について」

認定により､①社会人の学び直す選択肢の可視化､②大学等におけるプログラムの魅力向上､③企業等の理
解増進を図り､厚生労働省の教育訓練給付制度とも連携し、社会人の学び直しを推進

有識者会議において、認定要件等を検討

「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度について（概要）

－ Brush up Program for professional －

※大学等からプログラムの公募を行い、平成２７年１２月に制度創設後初めて、１２３課程を認定
（今後、毎年公募を行う予定）61113



【「日本再興戦略」-JAPAN is BACK-（平成25年6月14日閣議決定）】

一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～

２．雇用制度改革・人材力の強化

⑤若者・高齢者等の活躍促進 ○若者の活躍促進

・ 大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な人材の育成等を行
うオーダーメード型の職業教育プログラムを新たに開発・実施するとともに、プログラム履
修者への支援を行うなど、社会人の学び直しを推進する。

専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等の教育機関、企業・業界団体、その他関係機関が協働し、地
域や産業界の人材ニーズに対応した、社会人等が学びやすい教育プログラムの開発・実証を行うとともに、高等専修学校等における
特色ある教育を推進するための教育カリキュラムの開発等を実施する。これらの取組を通じて、成長分野等における中核的専門人
材や高度人材の養成を図る。

（背景）

（事業の趣旨）

【「日本再興戦略」改訂2014-未来への挑戦-（平成26年6月24日閣議決定）】

一．日本産業再興プラン

１．緊急構造改革プログラム（産業の新陳代謝の促進）

ⅲ）サービス産業の生産性向上

・ サービス産業の革新的な経営人材の育成を目指した大学院・大学における、サービス産業に
特化した実践的経営プログラムや、専門学校等における実践的教育プログラムを開発・普及

（前年度予算額：１，５６７百万円）
平成２８年度予算額：１，５３３百万円

企業・産業界等のニーズを踏まえた

養成すべき人材像を設定・共有。

環境･エネルギー 食・農林水産 医療・福祉・健康

工業社会基盤ゲーム・ＣＧ

観光クリエイティブ ＩＴ

航空産業グローバル経営基盤

これまでの取組

コンソーシアム

全国的な標準モデルカリキュラム等の開発・実証

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として就労、キャ
リアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得するため、様々な教育リソー
スを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団体等のニーズを踏まえた「オー
ダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として就労、キャ
リアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得するため、様々な教育リソー
スを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団体等のニーズを踏まえた「オー
ダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

地域版学び直し教育プログラムの開発・実証

高等専修学校等において、後期中等教育段階から高等教育や就業への継続性のある教育カリ
キュラムや、特別に配慮が必要な生徒等の特性を踏まえた支援体制・教育手法（教育カリキュラ
ムや就業支援等）の開発・実証を行う。

特色ある教育推進のための教育カリキュラム等の開発・実証

専修学校等の中核的専⾨⼈材・⾼度⼈材の養成、社会⼈等の学び直しを全国的に推進
高等専修学校等の特⾊ある教育カリキュラム等を全国的に共有

・地域や産業界のニーズに対応した人材の育成

・特色ある教育カリキュラムの開発・実証

教育リソースを有する専修学校等において

「オーダーメード型教育プログラム」の開発・実証

（事業の概要）

※実施分野の例
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○グッド・プラクティスの収集・分析
・本事業に資する取組を実践している地域の実態を調査し、

グッド・プラクティスを収集し、分析を行う。

○有識者会議による検討・提言とりまとめ
・女性の学びや再就職、起業、地域活動参画等の社会参画に関する地域の

機関・団体がネットワークを形成し、女性の学びから社会参画までを総合的
にサポートする取組の在り方について、有識者による検討を行い、提言を
とりまとめる。

男女共同参画の視点を踏まえた進路指導やキャリア教育が
行われるなど、ライフプランニング支援が一層充実

様々な分野で男女がともに活躍
多様なキャリア形成を！

高校生等

高校等の学校現場や、社会教育施設、
男女センター等における高校生向けプログラムの普及

教材、指導の
手引きの作成

男女共同参画の視点に立った
ライフプランニング支援・

キャリア教育の推進

結婚・出産、介護等を機に離職した地域の女性たち
を、学びによって、再就職、起業、地域活動参画など
の社会参画につなげる各地域の取組が充実

具体的取組① 若者のためのライフプランニング支援の推進

高校生が進路選択に当たって、就職のみならず結婚、出産、育児などのライフ
イベントを踏まえて総合的に考えることができるよう、調査研究を踏まえ教材と
指導の手引きを作成し、ライフデザイン構築のための学びを推進する。

具体的取組② 社会参画につながる女性の学びの促進

一旦離職した地域の女性人材を対象に、学びを通じた社会参画を促進するた
め、地域の関係機関・団体によるネットワークの形成とその取組の在り方を検
討し、全国に普及する。

女性の学びの促進に関する有識者会議

女性の学び応援フェスタの開催

○普及のためのフェスタの開催 （年１回）

・促進会議による検討状況や地域のグッド・プラクティスを報告・発表する。
・女性の学びと社会参画に取り組む各地域による情報交換と情報発信

を行う。
・全国規模の団体・機関や民間企業等による情報提供を行う。

男女共同参画社会の実現の加速に向けた学習機会充実事業 （２７年度予算額 26,876千円）
２８年度予算額 29,070千円

情報提供

『少子化社会対策大綱』 （平成27年3月20日閣議決定）

○ライフデザイン構築のための支援

結婚、妊娠、出産、子育てなどのライフイベントや学業、キャリア形成などを含めた人生
設計を行うための教育・情報提供やコンサルティングなどを通じて、結婚・出産・子育て
や仕事との両立などに関する個人の希望を、より具体的かつ現実的な計画として持つ
ことができるよう支援を行う。その際、ライフデザインに関する標準的な教材やプログラム
についても検討を行う。

様々な分野で男女がともに活躍できる社会を目指すためには、個人の可能性を引き出す「学び」が必要不可欠

例：男女共同参画センターの講座を受講した主婦グループが、企画力や編集力を
スキルアップし、地域の見所マップを作成

→ 商工会議所との連携により町のPRにマップを利用
→ 不動産会社からコラボの依頼があり地域のミニコミ誌NPOを設立
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機密性○ 教育訓練給付

雇⽤保険の被保険者である者⼜は被保険者でなくなってから１年以内（※１）にある者が、厚⽣労働⼤⾂
の指定する教育訓練を受ける場合に、訓練費⽤の⼀定割合を給付
（※１）妊娠、出産、育児等により教育訓練を開始することができない者については、最大４年に至るまで、当該理由により当該教育訓練を開始すること

ができない日数を加算することができる。

① ⼀般教育訓練に係る教育訓練給付⾦
○⽀給要件：被保険者期間３年以上（初回の場合は１年以上）で、当該訓練開始⽇前３年以内に教育訓練給付

⾦を受給したことがないこと。
○給付⽔準：教育訓練に要した費⽤の20％相当額（上限10万円）

○対象訓練：雇⽤の安定及び就職の促進に資すると認められる教育訓練。医療・福祉関係、事務関係
等幅広く指定されており、現在指定講座数は10,056講座。

② 専⾨実践教育訓練に係る教育訓練給付⾦（中⻑期的なキャリア形成⽀援措置）【平成26年10月１日施行】

○⽀給要件：被保険者期間10年以上（初回の場合は２年以上）で、当該訓練開始⽇前10年以内に教育訓練給付
⾦を受給したことがないこと。

○給付⽔準：教育訓練に要した費⽤の40％相当額（上限年間32万円）を、受講状況が適切であることを確認
した上で、６か⽉ごとに⽀給。加えて、訓練修了後１年以内に、資格取得等し、被保険
者として雇⽤された（又は雇用されている）場合には、当該教育訓練に要した費⽤の20％相当額
（上限年間16万円）を追加⽀給

○対象訓練：専⾨的・実践的であると認められる以下の訓練について指定（指定講座数2,092講座）
・ 業務独占資格⼜は名称独占資格のうち、いわゆる養成施設の課程：１，２３０講座

（期間は、１年以上３年以内でかつ取得に必要な最短期間）

・ 専⾨学校の職業実践専⾨課程：７６０講座 （期間は、２年）

・ 専⾨職⼤学院：７９講座 （期間は、２年以内（資格取得につながるものにあっては、３年以内で取得に必要な最短期間））

・ 職業実践⼒育成プログラム：２３講座
（期間は、正規課程は1年以上2年以内、特別の課程は時間が120時間以上かつ期間が２年以内)

・ 情報通信技術に関する資格取得を⽬標とした課程：平成28年10⽉より指定
（時間が120時間以上かつ期間が２年以内）

（※２）②専門実践教育訓練を受講する45歳未満の若年離職者には、基本手当の50％を訓練受講中に２箇月ごとに支給（教育訓練支援給付金。平成
30年度までの暫定措置） 64

6．公的職業訓練の状況
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（１）対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険受給者

（２）訓練期間：概ね３月～１年

（３）給付金：雇用保険法に基づく各種手当

（基本手当＋受講手当（500円／訓練日）＋通所手当＋寄宿手当）を支給

※訓練を受講する場合、基本手当給付日数の延長措置あり

（４）実施機関

○国（ポリテクセンター）

主にものづくり分野の高度な訓練を実施（金属加工科、住宅リフォーム技術科等）

【運営費】交付金

○都道府県（職業能力開発校）

地域の実情に応じた多様な訓練を実施（木工科、自動車整備科等）

【運営費】交付金＋都道府県費

○民間教育訓練機関等（都道府県からの委託訓練）

事務系、介護系、情報系等モデルカリキュラムなどによる簡易な訓練を実施

【運営費】委託費：標準上限6万円／人月

※一部コースにおいて、訓練修了者の就職率に応じて委託費の額に差を設

け、就職へのインセンティブを高めている（5万円～7万円／人月）

離
職
者
向
け
（
無
料
（
テ
キ
ス
ト
代
等
は
実
費
負
担
）
）

（１）対象：在職労働者（有料）

（２）訓練期間：概ね2日～5日

（３）実施機関：○国（ポリテクセンター） 【運営費】交付金

○都道府県 【運営費】交付金＋都道府県費

（１）対象：高等学校卒業者等（有料）

（２）訓練期間：1年又は2年

（３）実施機関：○国（ポリテクカレッジ） 【運営費】交付金

○都道府県 【運営費】交付金＋都道府県費

学
卒
者

向
け

在
職
者

向
け

公共職業訓練 求職者支援訓練

（３）給付金：職業訓練受講給付金

（月10万円＋交通費（所定の額））の支給

※本人収入が月８万円以下等、一定の要件を満たす場合

（４）実施機関

○民間教育訓練機関等（訓練コースごとに厚生労働大臣が認定）

【運営費】訓練実施機関に対する奨励金

＜実践コース＞訓練修了者の就職率に応じて奨励金の額に差を設け、就職へのイ
ンセンティブを高めている（5万円～7万円／人月）

＜基礎コース＞受講者数に応じた定額制（6万円／人月）

実践コースの主な訓練コース

・ 介護系（介護福祉サービス科等）

・ 情報系（Webクリエイター養成科等）

・ 医療事務系（医療・調剤事務科等）等

（１）対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険を受給できない方

（２）訓練期間： ３～６か月

平成26年度
公共職業訓練実績

（確定値）

合計 国（ポリテクセンター等） 都道府県

受講者
数（人）

就職
率

受講者数
（人）

就職率
受講者数

（人）
就職率

離職者訓練 134,201 － 30,238 － 103,963 －

うち施設内 39,951 83.2% 29,843 86.3% 10,108 76.4%

うち委託 94,250 74.2% 395 86.6% 93,855 74.2%

在職者訓練 102,887 - 51,750 - 51,137 -

学卒者訓練 18,378 96.5% 5,730 99.4% 12,648 95.7%

合計 253,590 - 87,718 - 165,872 -

平成26年度求職者支援訓練 実績 受講者数合計：55,002人
（基礎コース）16,458人 就職率：53.0％ （実践コース）38,544人 就職率：57.6％

ジョブ・カードを活用し、訓練実施機関（注：一部は職業紹介の許可を取得）とハローワークで連携して就職支援を実施。

公的職業訓練（公共職業訓練・求職者支援訓練）の全体像職業訓練の状況①（公的職業訓練の全体像）

66

職業訓練の状況②（民間委託訓練の内訳）

２．離職者訓練における委託先機関別の受講者数内訳

51.0%

21.8%

8.0%

7.3%

4.0%

3.0%
2.3% 1.6% 1.0% 株式会社等

専修学校・各種学校等

事業主・事業主団体

社会福祉法人

職業訓練法人

ＮＰＯ法人

大学等

一般公益法人

その他

株式会社等

大学等

専修学校・各種学校等

➢ 民間に委託している離職者訓練のうち、株式会社立機関の受講者数が最も多く５１％。
専修学校・各種学校等が次いで多く２１．８％。大学等は２．３％。（平成２６年度）

出典：厚生労働省
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7．社会教育関係施設における状況
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5,773,017  6,309,362 
8,248,285  7,972,707  7,105,133 

5,546,523 

13,445,472 
10,974,490 

10,567,217 

8,087,092 

7,129,408 

7,087,421 

8,997,727 

10,013,791 

11,073,255 

12,456,887 

13,038,152 

10,896,159 

1,421,025 
1,848,441 

1,949,696 

1,119,949 
1,624,320 

1,743,442 420,446 
510,365 

495,532 

615,889 
687,842 

603,094 

159,000 
218,172 

280,366 

234,325 

336,113 

299,739 

1,588,922 
1,351,716 

1,728,964 
1,819,415  1,417,910 

953,979 

985,019 

624,832 

30,384,584 
29,377,896 

32,393,619 
33,727,289  34,172,338 

29,704,885 

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

平成７年度 平成１０年度 平成１３年度 平成１６年度 平成１９年度 平成２２年度

生涯学習センター

文化会館

女性教育施設

青少年教育施設

博物館類似施設

博物館

公民館

都道府県・市町村首長部局

都道府県・市町村教育委員会

社会教育関係施設における施設等別の学級・講座受講者数の推移

出典：社会教育調査
注：博物館及び博物館類似施設は平成17年度調査（平成16年度間）から、生涯学習センターは平成20年度（平成19年度間）から調査している。

（人）

〇社会教育関連施設で学級・講座を受講した者は年間約２，９７０万人（平成２２年度）。
〇施設のうち最も多いのは、公民館で年間約１，０９０万人が受講。
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9.7%

27.0%

19.5%

22.0%

0.6%

14.9%

0.8%
5.4%

教養の向上

趣味・けいこごと

体育・レクリエーション

家庭教育・家庭生活

職業知識・技術の向上

市民意識・社会連帯意識

指導者育成

その他

公民館における学習内容別 学級・講座受講者数の割合

出典：平成２３年度社会教育調査

〇公民館における学級・講座受講者数の学習内容別の内訳は、多いものから順に、
①趣味・けいこごと（２７％）、②家庭教育・家庭生活（２２％）、
③体育・レクリエーション（１９．５％）、④市民意識・社会連帯意識 （１４．９％）。

〇「職業意識・技術の向上」については、０．６％。

家庭教育・
家庭生活

市民意識・
社会連帯意識

体育・
レクリエーション

趣味・
けいこごと

職業知識・技術
の向上

70

８．⺠間教育施設における状況

71
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文部科学省認定社会通信教育※の年間受講者数は、平成25年度までは減少が続いていたが、平成26年度からは増加に
転じている。

※民間で行われている通信教育のうち、学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信教育で社会教育上奨励すべきものを社会教育法の規定に基づき文部科学
大臣が認定し、普及奨励を図っているもの。

社会通信教育の年間受講者数の推移

出典：文部科学省「文部科学省認定社会通信教育に関する調査」

だいがくにおける

※四捨五入のため、内訳と合計が異なる場合がある。

72

文部科学省認定社会通信教育※の年齢構成は、平成22年度以降、40歳以上の割合が39歳以下の割合の倍以上を占める
ようになっている。

※民間で行われている通信教育のうち、学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信教育で社会教育上奨励すべきものを社会教育法の規定に基づき文部科学大
臣が認定し、普及奨励を図っているもの。

社会通信教育の受講者の年齢構成の推移

だいがくにおける

73

出典：文部科学省「文部科学省認定社会通信教育に関する調査」
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カルチャーセンター等の受講者数・利用者数

だいがくにおけるカルチャーセンター等※の受講者数・利用者数は、外国語会話教授を除き、合計人数を含めて、平成21年調査との比較では
減少している。 ※教養・技能教授業

2,307,405 
1,235,887  1,329,107  1,772,541 

987,604 

784,795  860,073 
1,513,287 

10,581,134 

8,482,575  8,356,969 

9,422,293 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

H21調査

(対象期間：H20.11‐H21.10)

H22調査

(対象期間：H21.11‐H22.10)

･･････ H25調査

(対象期間：H24.1‐H24.12)

H26調査

(対象期間：H25.1‐H25.12)

その他の教養・技能教授

外国語会話教授

カルチャーセンター

出典：経済産業省「特定サービス産業実態調査」

※ 経済産業省「特定サービス産業実態調査」において「教養・技能教授業」について調査を開始したのは平成２１年調査。また、平成２３・２４年は実施していない。
※ 「教養・技能教授業」の調査対象は、音楽教授業、書道教授業、生花・茶道教授業、そろばん教授業、外国語会話教授業、スポーツ・健康教授業、その他の教養・技能教授業を行

う事業所（教室）などである。
※ 「カルチャーセンター業務」とは、「事業所の事業形態」として、カルチャーセンター（領域の異なる複数の講座を開設しており、主となる事業形態を特定できない事業所（文化・芸術

分野に関する事業を行う事業所を意味するものではない））を選んだ事業所の教養・技能教授業務。
※ 「外国語会話教授業務」とは、「事業所の事業形態」として、カルチャーセンターを選ばなかった事業所のうち、英会話教室（各種学校でないもの）、外国語教室（各種学校でないも

の）などによるもの。
※ 「その他の教養・技能教授業務」とは、「事業所の事業形態」として、カルチャーセンターを選ばなかった事業所のうち、「外国語会話教授業務」以外の教養・技能教授業務。

(人)
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*出典：ＧＥグローバル・イノベーション・バロメーター 2016 年世界 23 か国の経営層の

意識調査

１．大学における数理・データサイエンス教育強化の必要性

第５期科学技術基本計画（平成２８年１月閣議決定）においては，ネット

ワーク化やサイバー空間利用の飛躍的発展といった潮流を踏まえ，ＩＣＴを

最大限に生かした新しい価値やサービスが次々と創出され，社会の主体たる

人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」が未来社会の姿として示される

とともに，こうした社会を世界に先駆けて実現するための取組の強化，社会

における新しい価値・サービスの創出に向けた技術基盤の強化，人材育成の

必要性が示されている。

このような未来社会においては，広範囲かつ目的に整合したデータの取得

を前提として，それらのデータに内在する本質的構造を見極め，数理的思考

に基づいて解析・問題解決を行う能力，データサイエンスを活用して新たな

価値を生み出し，有用なシステム構築につなげる能力が求められる。これら

の能力の活用は，ＡＩ，ロボットやセンシングなどの理工学を中心とした分

野のみならず，学問領域を超えて，法律，金融・保険，健康・医療，災害対

策など社会における様々な分野の発展に大きく寄与するものとして期待され

ている。

既に現代においても，データが豊富に入手できる時代となっている中で，

データとアナリティクスを用いた意思決定を行う企業の割合が世界平均６１

％であるのに対し，日本は４０％と低い状況である*。今後，世界ではますま

すデータを利活用した新産業創出や企業の経営力・競争力強化がなされるこ

とが予想され，データの有する価値を見極めて効果的に活用することが企業

の可能性を広げる一方で，重要なデータを見逃した結果として企業存続に関

わる問題となる可能性もある。

例えば，データから新たな顧客ニーズを読み取って商品を開発することや，

データを踏まえて効率的な資源配分や経営判断をするなど，データと現実の

ビジネスをつなげられる人材をマスとして育成し，社会に輩出することが，

我が国の国際競争力の強化・活性化という観点からも重要である。

このため，数理的思考力とデータ分析・活用能力を持つ人材の育成が必須

となっており，社会に価値やサービスを生み出すという目的に合致した大学

教育システムの構築が必要である。

このような幅広い分野で活躍する新しい人材の供給により，超スマート社

会の実現及びその社会における競争力の向上を目指すものである。
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２．文部科学省として喫緊に取り組むべき方策

（ １ ）数理・データサイエンス教育研究センター（仮称）の整備

大学における数理・データサイエンス教育を強化する必要がある一方で，

現状は，

・ 数学や統計を一般教育・専門基礎教育科目として設けている大学もある

が，その多くは自由選択や理系のみ必修・選択必修となっている，

・ 数理・データサイエンスが社会においてどのように活用しうるかを教え

られる教員は少ない

という状況である。

このことから，専門分野を超えて，数理・データサイエンスを中心とした

全学的・組織的な教育（一般教育・専門基礎教育等）を行うセンターとして

の機能を有する組織（例：数理・データサイエンス教育研究センター（仮称））

を整備し，数理的思考やデータ分析・活用能力を持ち，社会における様々な

問題の解決・新しい課題の発見及びデータから価値を生み出すことができる

人材の育成に資する教育体制を構築するための全学的・組織的な取組等を支

援することが必要である。

（ １ ）－１ センターのミッション

○ 数理・データサイエンスの全学的な教育（一般教育・専門基礎教育等）

の実施，カリキュラムの設計・教材作成等

○ 多方面にわたる応用展開を念頭に新たな価値の創出ができる人材育成に

向けた教育の実施（例えば，数理・データサイエンス分野と文系分野を含

む様々な他分野との連携等）

○ 全国的なモデルとなる標準カリキュラムの作成・普及（センターでコン

ソーシアムを形成し，協働して取り組む）

○ 数理・データサイエンスと社会とのつながりについてもって教えること

ができる教員の養成（ＦＤ等の充実）

○ 地域や分野における拠点として，取組成果の他大学への展開・波及

○ 大学，産業界及び研究機関等と連携したネットワークを形成し，実践的

な教育の実施

＜ポイント＞

【数理・データサイエンス教育強化に係るビジョン】（◎は重点事項）

◎ センターの整備により，全学的な数理・データサイエンス教育を強化す

るというビジョンを明確にし，その工程を具体的かつ現実的なものとする

こと（センターの機能として教育・研究のバランスがとれていること）
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◎ センターが地域や分野における拠点となり，他大学等への波及効果を生

むものとすること

◎ 大学が有する強み・特色を生かした取組とすること

・ 数理・データサイエンス分野の専門能力の向上と他分野への応用展開の

双方を実現し，相乗効果を生み出す構成とすること

・ 上記に沿った形で，学部教育（一般教育・専門基礎教育・専門教育）か

ら大学院教育までを視野に入れた体系的な教育とすること

・ 幅広い分野の学生が受講する工夫をすること

【実施体制】

・ 専任教員を配置すること（バーチャルな組織とならないこと）

・ 専門分野の枠を超えた教育強化に必要な実施体制を整備すること（数理

・データサイエンス分野のみでなく，できる限り幅広い分野の教員等が組

織的に参画すること）

◎ 構想が実現可能な実施体制とすること（マンパワー，大学のポテンシャ

ル等）

【教育内容】

◎ 数理的思考やデータ分析・活用能力をバランスよく修得させるような教

育内容とすること（数理とデータサイエンスのバランスがとれていること）

・ 上記能力を活用し，社会における様々な問題の解決・新しい課題の発見

及び価値の創出につなげられる教育となる工夫をすること（例えば，自身

で発見した具体的課題に応じて，多様なデータを分析可能な状態に変換す

ることや，足りないデータを調査・実験などで追加する等の戦略を設定・

実行した上で，数理的モデリングにより当初目標を達成・価値創出するな

ど）

【その他】

・ 成果指標の設定を適切にすること

・ 産業界等とネットワークを形成する素地があること

◎ 事業計画終了後もセンターにおける教育を維持・発展することが見込ま

れる計画を立てること（実施体制や教育内容など）

（ １ ）－２ センター整備の在り方

○ 全国の大学に取組成果の波及を図るため，地域や分野における拠点とし

て他大学の数理・データサイエンス教育の強化に貢献することが期待され

る。

そこで，
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① 幅広い分野へ数理・データサイエンス教育を展開するため，多様な学

部・研究科を有していることや，特定分野に特色を持つセンターを分野

ごとにモデルとして整備する必要があること，

② 全学的・組織的に数理・データサイエンス教育を行うという新たな取

組の実施に当たっては，複数センターにおいて実践し，好事例の共有や

取組の発展に向けた議論などにより，有効な教育方法・教育内容を確立

していく必要があること

から，全国で１０拠点程度を緊急的かつ重点的に整備するための支援を行

うことが必要である。今後のセンターの在り方として，一大学では実施体

制が不十分である場合，複数の大学が連携拠点を形成することも考えられ

る。

○ 整備したセンターにおいては，その取組の定着と水準の向上を図ること

が必要であるため，文部科学省がその取組を定期的に評価することも有効

である。

（ １ ）－３ センターにおける教育の在り方

○ センターにおける教育は，専門分野における応用展開や社会における課

題解決等に活用できる数理的思考やデータ分析・活用能力を育成する必要

があるため，以下のように，数理・データサイエンスと様々な学問分野や

社会とのつながりを意識させる内容を特色とすることが必要である。これ

を踏まえ，各センターにおいて，それぞれのビジョンに応じた適切な教育

の在り方を議論してカリキュラムを作り上げ，学内で共通認識を持つこと

が必要である。その際，数理・データサイエンスに係る全学的な教育を実

施することや，センターが中核となり取組成果を他大学へ展開・波及して

いくことを踏まえると，数理・データサイエンス教育に精通し，学内の教

職員や他大学等との調整能力やマネジメント能力を有するプログラムマネ

ージャーを配置することが有効である。

・ 特に導入段階においては，学生にモチベーションを持たせることにも

つながるため，学習内容が社会に役立つものであるという実感を持たせ，

重要性を理解させるために，身近な話題，実際の企業の事例や実データ

などの具体的な問題の採用，実務家による講義等を取り入れることが有

効である。

・ 学問分野の専門性に応じて，「理解できる」レベルか「使いこなせる」

レベルか，レベルに合致した教育内容とすることが必要。最先端の研究

成果を関連のテーマの授業時に紹介するなど，ハイレベルな内容に触れ
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る機会を作ることも重要である。

・ 実際の社会的課題解決等に活用できるようにするためには，座学だけ

ではなくグループワークを取り入れたＰＢＬ（Project Based Learning）

などの実践的な教育方法を採用することが必要。例えば，データは，

背景の理解や採取状況などによって分析手法や結果の解釈が異なること

から，データを集める（調査をする）経験をさせた上で，分析し，レポ

ートにまとめる（人に伝える） というトレーニングを繰り返し行うこ

とが重要である。

○ なお，上記のように，教育内容は数理・データサイエンスをツールとし

て社会的課題解決等に活用できる能力を育成するものである必要がある

が，実際の社会的課題解決等においては，既存の数学的理論や数理モデル

を活用するのみでなく，現象の解明の過程で，新たな理論やモデルが生み

出されることも期待される。

（ １ ）－４ センターによるコンソーシアムの形成

センターがコンソーシアムを形成し，以下の取組を行うことが必要であ

る。

・ 全国的なモデルとなる標準カリキュラム・教材を協働して作成すると

ともに，他大学への普及方策（例えば全国的なシンポジウムの開催等）

の検討・実施。

・ 各大学のセンターにおける教育内容・教育方法の好事例を共有し，よ

り取組を発展させるための議論を行うなど，センターの情報交換等を行

うための対話の場の設定。

・ センターの取組の成果指標や評価方法の検討。

（ ２ ）標準カリキュラム・教材の在り方

コンソーシアムにおいて，全国的なモデルとなる標準カリキュラム（一般

教育・専門基礎教育において必要となる中核的・基礎的な能力育成に係るカ

リキュラム）・データセット等の教材を協働して作成・普及に取り組む。

なお，標準カリキュラム・教材を作成するに当たっては，教育目標や学習

成果，学生に修得させる能力を明確にし，それらを達成するために必要な教

育内容・方法を検討することが重要である。

また，標準カリキュラム・教材を活用する各大学が，独自の特色を付加し，

対象となる学生に応じて難易度や使用するデータを変更するなど，カスタマ

イズして使用することが想定される。
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なお，個々の大学が，データの入手から教材の作成まで，著作権等を踏ま

えながら整備することは多大な労力を要することからも，センターに教材を

蓄積し，オープンにどの大学でも使用できる環境を整備することが効率的で

ある。

（ ２ ）－１ 検討方法

コンソーシアムに検討会議を置き，拠点大学のみでなく，委員としての参

画やヒアリングなどの実施により，広く他大学や産業界の意見を取り入れる

機会を設けることが必要である。

（ ２ ）－２ 標準カリキュラム・教材の内容

○ 一般教育では，数理・データサイエンスが社会における課題発見・解決

や新たな価値の創出や様々な学問分野の発展に役立つものであることを認

識し，それがどのような原理で行われているのかを理解できることを目指

す。このため，基礎的な理論・方法を教育するに当たり，導入部分のみな

らず，全体を通して各工程で企業の事例を元にしたケーススタディ等を取

り入れる。また，事前事後学習の充実を図るためのｅラーニングによる学

習環境の整備も有効である。

なお，ｅラーニングシステムについては，個別大学単位ではなく，コン

ソーシアムによる維持・管理など，継続的な使用が可能となるよう検討す

ることが必要である。

○ 専門基礎教育では，今後の専門教育において，ある現象や社会的課題に

対して，各専門分野と数理・データサイエンスを掛け合わせて解決方策を

提示できる能力を育成するための教育を行うことを見据え，基礎的な理論

・方法を活用したグループワーク・ＰＢＬ等の実践的な方法による授業等

により実務・実践で活用できる能力のベースの修得を目指す。

○ 教材作成に当たっては，数式のみで学ばせるのではなく，実験データ・

調査データ・地域の生データ等の各種データを集めたデータセットを活用

した演習や企業の事例を元にしたケーススタディを取り入れることが重要

である。

（ ３ ）実践教育に関する産学連携ネットワークの整備

専門教育においては，ある現象や社会的課題に対して，各専門分野と数理

・データサイエンスを掛け合わせて解決方策を提示する教育を行う必要があ

ることから，センターを地域や分野における拠点として，大学，産業界及び
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研究機関等と連携したネットワークを形成し，実践的な教育の実施を支援す

ることを検討する。

その際，個別の大学がそれぞれで取り組むのではなく，コンソーシアムと

して業界団体等と産学連携教育体制を構築することは，企業における守秘義

務や著作権の観点からも，効率的かつ有効である。

（ ３ ）－１ 産学連携ネットワークにおける実践教育の在り方

○ 拠点大学では，産業界等との強い連携体制を既に有していることを前提

とし，拠点大学を中心に，連携大学，産業界及び研究機関等と連携すると

ともに，他分野・他大学の学生や他機関との「交流」の場を設定する（学

部専門教育，修士課程段階を想定。例えば，修士課程段階において，社会

的課題分野ごとにグループ分けすることも考えられる）。

○ 以下の取組を取り入れた，実践的な数理・データサイエンス×他分野・

産業プログラムを開発・実施（集中開講等）する。

・ 企業から提供される実データ等のケース教材の活用（企業における具

体的な課題を企業・教員・学生が協働して解決するなど）

・ 実務家による講義・演習（業界のスペシャリストによる最先端の講義，

民間企業の課題解決・意思決定時における数理・データサイエンスの活

用事例の紹介，実践事例の疑似状況をもとにした演習など）

・ 企業からの社会人学生の受入れ

・ 学生の専門分野を超えた編成によるグループワーク

○ 社会人学生の受入れに当たっては，短期間に実践的な能力を修得するプ

ログラムの開発・実施が有効であり，社会人学生と現役学生が共に受講す

ることによる相乗効果も期待される。

○ 産学が連携してインターンシップを開発し，教育課程にも位置づけるこ

とで，より実践的能力の修得を目指すことも重要である。
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参考資料 

 

数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会について 

 

平成２８年８月９日 

文部科学省高等教育局 

 

 

１．趣旨 

第５期科学技術基本計画（平成２８年１月閣議決定）において未来社会の姿として示さ

れる「超スマート社会」（Society 5.0）に向けて，数理的思考やデータ分析・活用能力

を持ち，社会における様々な問題の解決・新しい課題の発見及びデータから価値を生み出

すことができる人材を戦略的に育成するため，「数理及びデータサイエンス教育の強化に

関する懇談会」を設置し，大学における数理及びデータサイエンス教育の強化の方策を検

討する。 

 

２．検討事項 

（１）大学における数理及びデータサイエンス教育の強化方策について 

（２）その他必要な事項 

 

３．実施方法 

（１）懇談会は，別紙に掲げる委員により構成する。 

（２）必要に応じ，別紙の委員に加えて，他の有識者を参画させることができる。 

 

４．実施期間 

 平成２８年８月９日から平成２９年３月３１日までとする。 

 

５．その他 

（１）懇談会に関する庶務は，文部科学省高等教育局専門教育課において処理する。 

（２）その他の運営に関する事項は，必要に応じ懇談会に諮って定める。 
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（別 紙） 

 

数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会 

委員名簿 

※ 敬称略   

※ ◎座長,○副座長 

※ 役職は平成 28 年 12 月現在 

 

 

◎ 有川 節夫  前九州大学総長 

 

 上田 修功  ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所特別研究室長 

（ＮＴＴフェロー）機械学習・データ科学センタ代表 

 

    大森 裕浩  東京大学経済学研究科教授 

 

尾上 孝雄  大阪大学大学院情報科学研究科長 

 

河原林健一  国立情報学研究所情報学プリンシプル研究系教授 

 

國府 寛司  京都大学大学院理学研究科教授 

 

酒井 弘憲  エーザイ株式会社メディカル本部育薬企画部・ディレクター 

 

○ 杉原 正顯  青山学院大学理工学部物理・数理学科教授 

 

鈴木 督久  （株）日経リサーチ常務執行役員 

 

竹村 彰通  滋賀大学データサイエンス教育研究センター長 
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数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会 

審 議 経 過 

 

 

 

○第 1 回 平成 28 年 8 月 9 日（火） 

大学の数理・データサイエンス教育強化方策について意見交換 

 

 

○第 2 回 平成 28 年 8 月 25 日（木） 

大学の数理・データサイエンス教育強化方策について意見交換 

 

 

○第 3 回 平成 28 年 9 月 9 日（金） 

数理・データサイエンス教育研究センター（仮称）構想の評価 

標準カリキュラムの在り方について意見交換 

 

 

○第 4 回 平成 28 年 10 月 14 日（金） 

数理・データサイエンス教育に関する有識者ヒアリング 

 

 

○第 5 回 平成 28 年 11 月 18 日（金） 

数理・データサイエンス教育に関する有識者ヒアリング 

大学の数理・データサイエンス教育強化方策（とりまとめ案）について 
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成長分野を支える情報技術人材育成
の育成拠点の形成（enPiT）

Education Network for Practical Information Technologies

enPiTのこれまでの経緯

Ｈ２４年度
情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業 開始

⇒・大学院生に対する実践的な教育を実施（Ｈ24～28の５年間の補助金事業）
・実践教育を全国に普及
（通称：第１期enPiT）

Ｈ２８年度
成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT） に名称変更

⇒ 学部学生向けの取組を開始（Ｈ28～32の５年間の補助金事業）

（通称：第２期enPiT）

Education Network for Practical Information Technologies

中核拠点

連携大学

実践教育
の実施

参加大学

連携企業
（ユーザ企業）

連携企業
（ベンダー企業）

学術団体

全国の学生

連携大学連携大学

連携大学

クラウドコンピューティング分野

セキュリティ分野

ビジネスアプリケーション分野

⼈材・知⾒
協働ネットワーク

組込みシステム分野

九工大
東工大

神戸大

大阪大

東京大

奈良先端大

東北大

慶應大

北陸先端大

情セ大

名古屋大

九州大

筑波大

産業技術大

はこだて未来大

第１期enPiT（H24~28）
【主な育成対象：修⼠１年】

第２期enPiT（H28~32）
【主な育成対象：学部3~4年】

連
携
協
力

セキュリティ分野

ビッグデータ・ＡＩ分野

組込みシステム
分野

中核拠点
（大阪大学）

中核拠点
（名古屋大学）

中核拠点
（筑波大学）

中核拠点
（東北大学）

運営拠点
（大阪大学）

ビジネスシステムデザイン分野

＜実践教育ネットワークの形成イメージ＞

 ⼤学間連携により、PBL中⼼の実践
的な情報教育を⾏う
・PBLによるチーム開発
・多種多彩な講義
・他校の学⽣との交流
・業界スペシャリストによる指導

 教育ネットワークを構築し、開発し
た教育⽅法や知⾒を広く全国に普及
させる
・連携校・参加校による分野内の連携
・分野を越えた全体としての連携

 産業界と強⼒な連携体制を構築する
・講義内容の設計や教材作成
・講義を担当
・PBLに実務課題を提供、PBLで学⽣を指導
・成果報告会での助⾔やコメント

１５大学連携による取組

３４大学連携による取組

enPiT（エンピット）とは？
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実践教育のフレームワーク ＜具体例＞ 【クラウドコンピューティング分野】

＜４月～７月 基礎知識学習＞

◎必要なスキルと知識について議論し、クラウド
システム開発のための基礎知識を学習

◎大規模処理や効率の良い処理を提供する情報シ
ステム開発の準備

システムを構築するた
めに必要な設計部分
をチーム演習という形
式で実施（システムの
流れを記述するシーケ
ンス図などを作成）

＜８月～９月の５日間×２回 短期集中合宿＞

◎プロジェクトマネジメント、ソフトウエア開発技術、
ビックデータ処理、応用技術等を学ぶ。

◎クラウド環境を利用したアプリケーション開発を
ＰＢＬ形式で実施。

ＰＢＬ課題例）チームによるＷＥＢアプリケーション開発

いいチームであるための振る舞い
など（他者と協調できる，助けを求
められる等）チームビルディング
についての講義の様子

＜１０月～１２月 分散ＰＢＬ＞

◎クラウド技術を活用した実践的なシステム開発をグループで行う。
◎異なる大学のメンバーで遠隔で開発することの難しさを学ぶ。
ＰＢＬ課題例）・POSデータ（ビックデータ）を利用してコンビニの販売戦略を企画

・クラウドを活用した新ビジネスの創出

ビックデータを分析してコンビニの販売
戦略をチームで検討する学生の様子

ＰＢＬの成果発表会の様子②
連携企業の方からの質問に答える学生

ＰＢＬの成果発表会の様子①
ポスターセッションでＰＢＬの成果を発表

短期集中合宿

発 表 会

分散ＰＢＬ

修 了

チーム開発の様子

連携・参加大学
の学生が一同に
会し、集中講義
及び実践形式で
のＰＢＬを実施

連携・参加大学
の学生が分散環
境でＰＢＬを実施

写真：enPiTのHP（http://cloud-spiral.enpit.jp/）より3

それぞれ学生の
所属する大学院
等で、短期集中
合宿(ＰＢＬ)に備
えた学習を実施

基礎知識学習

いわゆるビッグデータの分析手法、新しいビジネス分野の創出といった社会の具体的な課題を、ク
ラウド技術を活用し解決できる人材

【育成する人材像】

◎基礎知識学習：クラウドコンピューティングの基礎、クラウド環境の利用技術、
アジャイルなどのクラウドを支えるソフトウェア開発方法論を習得

◎短期集中合宿：クラウド環境を利用したアプリケーション開発を事例に、大規
模データ処理、プロジェクトマネジメントなど、チームでの開発を体験

◎分散ＰＢＬ：チームでアプリケーション・情報システムの分散開発、クラウドを利
用したビジネスモデル提案を実施

【ＰＢＬテーマ例】

◎クラウド・ハードウェア環境をCPUボードレベルから構築
◎グローバル開発演習(外国人学生参加、英語使用)
◎文系専攻の受講者（経済工学など）を交えたシステム開発演
習を実施。ハイブリッド人材の育成に貢献
◎公開セミナーの開催（企業におけるクラウド技術・利活用最新
事例の紹介）
◎アジャイルなどクラウドを支えるソフトウェア開発方法論につ
いても演習

【特徴】

PBLでのディスカッションの様子 クラウドハードウェア構築演習の様子

クラウドシステムの利活用の観点からPBLテーマを設定
・実際のコンビニ販売データを使ったビッグデータ分析
・通販サイトを想定したモバイル端末アプリの企画・開発
・クラウドを用いたビジネス提案演習 など

クラウドコンピューティング分野（第１期enPiT）

大学数【教員数】 企業数 育成学生数 ＿
H25（実績） １６大学【７３人】 ２７企業 １０６名（当初目標 ５０名）
H26（実績） ２４大学【１０５人】 ３６企業 １４３名（当初目標 ７０名）
H27（実績） ２３大学【１０１人】 ３９企業 ９９名（当初目標 ８０名）
H28（見込み） ２４大学【１０６人】 ４２企業 １２２名（当初目標 １００名）

4

九州工業大

長崎県立大

東京大

九州産業大

高知工科大

兵庫県立大

近畿大

大阪工業大

和歌山大神戸大

大阪大

奈良先端大

京都産業大

立命館大

東海大

東京工業大

お茶の水大学

明治大 東京電機大

電気通信大
早稲田大

慶應義塾大

香川大

24大学・42企業の教育ネットワークを形成
（平成28年9月末時点）

（平成２８年９月末現在）

【教育の概要】

甲南大
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実践セキュリティ人材：社会・経済活動の根幹にかかわる情報資産および情報流通のセキュリティ対
策を、技術面・管理面で牽引できる実践リーダー

【教育の概要】

【育成する人材像】

◎基礎知識学習：共通科目(必修2単位)と基礎科目（4単位）で基礎力を養成。

◎短期集中合宿： 5連携大学で夏季を中心に開講する集中型演習は、暗号技術か
らシステム技術、リスク対応やマネジメントまで多種多彩。企業等の協力による実環境・
実データを使った演習により実践力を養成。

◎分散ＰＢＬ： 5つの先進科目（各2単位）から選択。最新の現場の課題と現場で使え
る応用力を養成。

【ＰＢＬテーマ例】

◎実践力の育成：セキュリティ分野の最新技術や知識を具体的
に体験を通して習得できるSecCapカリキュラムを5連携大学が
協同で開講
◎幅のあるコース：暗号技術、Webサーバやネットワークセキュ
リティ技術から、法制度やリスク管理などの社会科学的な知識
までをカバー
◎キャリア開発：受講生は、目指すキャリアに向けて、主体的・
自主的に調合した学習プログラムを作って受講

【特徴】

デジタルフォレンジック演習

大学数【教員数】 企業数 育成学生数 ＿
H25（実績） ９大学【６３人】 ９企業 ６５名（当初目標 ６０名）
H26（実績） １７大学【７２人】 １０企業 ８４名（当初目標 ８０名）
H27（実績） ２４大学【７０人】 １４企業 １１３名（当初目標 ９０名）
H28（見込み） ２５大学【７１人】 １７企業 １３９名（当初目標 １００名）

ハードウェアセキュリティ演習

幅広い最新技術・知識の習得の観点から演習テーマを設定
・システム攻撃・防御演習
・ハードウェアセキュリティ演習
・インシデント対応とCSIRT基礎演習 など

写真 写真

セキュリティ分野（第１期enPiT）

東北大

情セ大

北陸先端大

奈良先端大
慶應大

津田塾大

九州産業大

金工大
宮城大

東北学院大

東北工大

早稲田大

東京大

中央大

東京電機大

京都大

大阪大

石川高専

仙台高専

25大学・17企業の教育ネットワークを形成
（平成28年9月末時点）

5

お茶の水大

九工大

佐賀大

大分大

東北福祉大

福井大

情報科学専門学校

（平成２８年９月末現在）

秋田県立大

岡山大

名古屋大

愛知工大

徳島大

九州大

兵庫県立大

立命館大

静岡大

東京電機大

日本大

東京都市大

関東学院大

早稲田大

和歌山大

同志社大

岐阜大 南山大

宮崎大

九州産業大

北九州市大

福井工大

中京大

名城大

群馬大

信州大

広島市大

九州工大

東京工大

芝浦工大

東海大

愛知県立大

京都大

関西学院大

組込みシステムが中核の１つとなる付加価値の高いサイバーフィジカルシステム（CPS）を構築でき
る人材

42大学・45企業の教育ネットワークを形成
（平成28年9月末時点）

【教育の概要】

【育成する人材像】

◎基礎知識学習：組込システム基礎、ソフトウェア開発技術、プロジェク
トマネジメント手法等の基礎知識を学習

◎短期集中合宿：ハードウェアからソフトウェアまでのチームによる開発
プロセスを実際に体験する。

◎分散ＰＢＬ：チームで組込システムを開発する。また、技術・実用の両面
から、実践的な組込システムへ発展させる開発手法を学ぶ。

【ＰＢＬテーマ例】

サイバーフィジカルシステム（CPS）・・・実社会（フィジカル）の膨大なデータをサイバー世界で収集・
分析し、実社会にフィードバックすることで社会システムやサービスの最適化を図るもの

◎ロボット競技会へ参加し、テーマを共通化することで、受
講学生のディスカッションや大学間の意見交換を促進

◎ロボット制御やプログラミングを題材にし、組込システム
開発に必要な知識とスキルを修得

◎非情報系の学生を対象としたコースも実施することで、
分野間連携やハイブリット型人材の育成にも寄与

◎問題発見能力だけでなく、プロジェクト管理技術・運用方
法などの高度な問題解決能力も習得

【特徴】

合宿の様子

大学数【教員数】 企業数 育成学生数 ＿
H25（実績） ２７大学【６２人】 ３２企業 １１０名（当初目標 ４０名）
H26（実績） ３３大学【７５人】 ３８企業 １５７名（当初目標 ６０名）
H27（実績） ３７大学【８２人】 ４３企業 １８６名（当初目標 ８０名）
H28（見込み） ４２大学【８７人】 ４５企業 １５０名（当初目標 １００名）

ロボット競技会の様子

企業の課題を情報の利活用により解決する観点を重要視してＰ
ＢＬのテーマを設定
・ロボット制御プラットフォーム開発
・車載ソフトウェアプラットフォーム実証実験 など

組込みシステム分野（第１期enPiT）

6 （平成２８年9月末現在）

岩手大

大阪大

中部大

福山大

横浜システム工学院専門学校

東海職業能力開発大学校鹿児島大

大分大

福岡大

青山大

岡山県立大

熊本大
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【教育の概要】

【育成する人材像】

◎基礎知識学習：開発技法やIT最新技術動向など問題解決に必要な
基礎知識を習得

◎短期集中合宿：ミニPBLを通じ、実践的に価値創造力や問題解決力を磨く

◎分散PBL：レビューと改善の反復経験による品質確保を意識したプロ

ジェクトマネジメントを実践

【ＰＢＬテーマ例】

【特徴】

大学数【教員数】 企業数 育成学生数 ＿
H25（実績） １０大学【４３人】 ２３企業 ７１名（当初目標 ６０名）
H26（実績） ２２大学【６７人】 ２３企業 １２３名（当初目標 ７０名）
H27（実績） ２７大学【８３人】 ２９企業 １３６名（当初目標 ８５名）
H28（見込み） ３１大学【８４人】 ２９企業 １４２名（当初目標 １００名）

潜在的なビジネスニーズや社会ニーズに対する実践的問題解決
を行うテーマ設定によるPBLの実施
• 簡単な質問から旅先を提案するwebアプリ
• スマートフォンでの距離計測を実現するプラグ
• 施設内外での連続的な道案内を実現するアプリなど

ビジネスアプリケーション分野（第１期enPiT）

筑波大筑波大

茨城大

産技大産技大

琉球大

未来大未来大

岩手大

愛媛大

埼玉大

千葉大

山口大

東京理科大

お茶の水女子大

津田塾大

群馬大

宇都宮大

広島大

岡山県立大

徳島大

会津大
同志社大

室蘭工大

拓殖大

はこだて未来大学における
フィールドワークの様子

筑波大学「CampusAR」がe‐ZUKA
アプリコンテストにてグランプリ受賞

 ICT分野の先進要素技術を理解しこれらを適用して顧客の要求を満たすソリューションを示す能力に加え人間
中心のトータルなデザイン能力も備えた人材

 アプリケーション開発力を備え、将来的にビジネスイノベーションを創出し得る人材

◎高度な専門的知識にとらわれず、広範なユーザサイドのニーズに
立脚した開発を行う教育を実施することで、社会人や多くのハイブ
リッド学生が参加。

◎企業との連携によるビジネス視点を踏まえた課題として、市電や
街の調査に基づいた新しいサービスのデザインも実施。

◎学生ならではの斬新な視点なども踏まえた開発課題の設定や教
育内容の実施、H26年度には複数のプロジェクトが外部コンテスト
にてさまざまな賞を受賞。

31大学・29企業の教育ネットワークを形成
（平成28年9月末時点）

7 （平成２８年９月末現在）

京都産業大

日本工業大

富山大

名古屋工業大

和歌山大

九工大

宮崎大
早稲田大

岩手県立大

第１期enPiT ネットワークの形成状況（連携大学、参加大学、連携企業の一覧）

8

◎連携大学【１５校】：実践教育活動を行う拠点となる大学（代表校：大阪大学）

◎参加大学【１０７校】：連携大学での実践教育活動に学生や教員が参加している大学。学生が教育を受けるのみならず、教員が講師として連携大学で行われる講義の
一部を担当したり、講義内容の検討等に参画したり、ＦＤに参画するなど、教育活動に参加する大学。（H25年度末47校、H26年度末81校、H27年度末96校）

◎連携企業【１３３社】：講師派遣、演習テーマ提供、教材開発、各種委員会参画など、教育活動に参加する企業（H25年度末91企業、H26年度末107企業、H27年度末125企業）

クラウドコンピューティング分野
◎連携大学【５校】大阪大学,神戸大学,東京大学,東京工業大学,九州工業大学
◎参加大学【１９校】京都産業大学,近畿大学,九州産業大学,慶應義塾大学,香川大学,高知工科大学,早稲田大学,大阪工業大学,長崎県立大学,電気通信大学,東海大学,東京電機大学,奈良先端

科学技術大学院大学,兵庫県立大学,明治大学,立命館大学,和歌山大学,お茶の水女子大学,甲南大学
◎連携企業【４２社】 Emotion Intelligence(株),エキサイト(株),グーグル(株),ヤフー(株),レッドハット(株),楽天(株),(株)日立インフォメーションアカデミー,(株)IDCフロンティア,(株)NTTデータ,(株)SEプラ

ス,(株)ヴァル研究所,(株)エヌ・ティ・ティ・データ・ユニバーシティ,(株)オージス総研,(株)コネクトドット,(株)サイバーエージェント,(株)シマンテック,(株)ジュントス,(株)セールスフォース・ドットコム,(株)ソニッ
クガーデン,(株)ドワンゴ,(株)ハウインターナショナル,(株)ピコラボ,(株)フォーマルテック,(株)フリークアウト,(株)リコー,(株)四季の自然舎,(株)日立システムズ,(株)日立ソリューションズ,(株)日立製作
所,(株)富士通研究所,(株)野村総合研究所,三井住友信託銀行(株),三菱電機(株),新日鉄住金ソリューションズ(株),西日本電信電話(株),(共)国立情報学研究所,日本オラクル(株) ,日本マイクロソフト
(株),富士通関西中部ネットテック(株), TIS(株),富士フィルムICTソリューションズ(株),日本アイ・ビー・エム(株)

セキュリティー分野
◎連携大学【５校】情報セキュリティ大学院大学,東北大学,北陸先端科学技術大学院大学,奈良先端科学技術大学院大学,慶應義塾大学
◎参加大学【２０校】お茶の水女子大学,宮城大学,京都大学,金沢工業大学,九州工業大学,九州産業大学,佐賀大学,秋田県立大学,早稲田大学,大阪大学,大分大学,中央大学,津田塾大学,東京大

学,東京電機大学,東北学院大学,東北工業大学,東北福祉大学,福井大学,岡山大学
◎連携企業【１７社】NTTアドバンステクノロジ(株),NTTコミュニケーションズ(株),(独)産業技術総合研究所,デロイト トーマツ リスクサービス(株),トレンドマイクロ(株),ネットワンシステムズ(株),(一

社)JPCERTコーディネーションセンター,(株)インテック,(株)サイバー・ソリューションズ,(株)日立ソリューションズ東日本,(独)情報通信研究機構,日本アイ・ビー・エム(株),日本電気(株),日本電信電話
(株), (特非)情報セキュリティ研究所,ヤフー(株),SCSK(株)

組込みシステム分野
◎連携大学【２校】九州大学,名古屋大学
◎参加大学【４０校】愛知県立大学,愛知工業大学,岡山県立大学,関西学院大学,関東学院大学,岩手大学,岐阜大学,宮崎大学,京都大学,九州工業大学,九州産業大学,福山大学,群馬大学,広島市

立大学,芝浦工業大学,信州大学,静岡大学,早稲田大学,大阪大学,中京大学,中部大学,東海大学,東京工業大学,東京電機大学,東京都市大学,同志社大学,徳島大学,南山大学,日本大学,福井工業大
学,兵庫県立大学,北九州市立大学,名城大学,立命館大学,和歌山大学,青山学院大学,福岡大学,熊本大学,鹿児島大学,大分大学
◎連携企業【４５社】 Manycolors(株),SCSK(株),アイシン・コムクルーズ(株),アイシン精機(株),イーソル(株),オークマ(株),オムロンオートモーティブエレクトロニクス(株),スズキ(株),ツイスト・ドライブ・

テクノロジーズ(株),トヨタ自動車(株),パナソニック アドバンストテクノロジー(株),パナソニック(株),マツダ(株),ヤマハ発動機(株),ルネサスエレクトロニクス(株),(学)赤山学園 九州技術教育専門学校,(株)
東芝,(株)AISIC,(株)NTTデータMSE,(株)OTSL,(株)Technical Rockstars,(株)アフレル,(株)ヴィッツ,(株)サニー技研,(株)ジェイテクト,(株)チェンジビジョン,(株)デンソー,(株)ロジックリサーチ,(株)永和シス
テムマネジメント,(株)東海理化,(株)東陽テクニカ,(株)豊通エレクトロニクス,(株)豊田中央研究所,京セラ(株),(独)情報処理推進機構,東海ソフト(株),日本電気通信システム(株),菱電商事(株),富士ソフト
(株),富士通テン(株),豊田自動織機(株),矢崎総業(株),(株)アイユート, APTJ(株),ルネサスシステムデザイン(株)

ビジネスアプリケーション分野
◎連携大学【３校】筑波大学,公立はこだて未来大学,産業技術大学院大学
◎参加大学【２８校】お茶の水女子大学,愛媛大学,茨城大学,宇都宮大学,岡山県立大学,会津大学,岩手大学,京都産業大学,群馬大学,広島大学,埼玉大学,山口大学,室蘭工業大学,千葉大学,拓

殖大学,津田塾大学,東京理科大学,同志社大学,徳島大学,日本工業大学,富山大学,名古屋工業大学,琉球大学,和歌山大学,岩手県立大学,早稲田大学,九州工業大学,宮崎大学
◎連携企業【２９社】ニフティ(株),楽天(株),(株)ハイマックス,(株)ABEJA,(株)iD,(株)IDCフロンティア,(株)NTTデータ,(株)インタラクティブ・コミュニケーション・デザイン,(株)エーピーコミュニケーション

ズ,(株)エスイーシー,(株)サムシングプレシャス,(株)ジースタイラス,(株)ジャパンテクニカルソフトウェア,(株)セールスフォース・ドットコム,(株)ホンダ・リサーチ・インスティチュート・ジャパン,(株)日立製作
所,(株)富士通ミッションクリティカルシステムズ,常磐システムエンジニアリング(株),新日鉄住金ソリューションズ(株),東京海上日動火災保険(株),(特非)高度情報通信人材育成センター,日鉄日立シス
テムエンジニアリング(株),日本マイクロソフト(株),日本ユニシス(株),日本電気(株),日立INSソフトウェア(株),函館蔦屋書店(株),富士ゼロックス(株),富士通(株)

【平成２８年９月末時点における状況】
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連携企業との協力概要 （第１期enPiT）

（１）講義内容の設計や教材作成に協力

（２）講義を担当

（３）PBLに実務課題を提供、PBLで学生を指導

（４）成果報告会での助言やコメント

（実施例）
短期集中合宿のプログラム立案を参加大学・連携企業を含めたWGで検討し、科目の設定と講義の分担を決定。
共同研究で得られた知見を最先端のセキュリティ演習教材作成に活用。
座学で用いる参考書の提供。

（実施例）
実務家の観点から基礎知識学習指導と応用知識のための実務における最新動向について講義。
短期集中合宿の一部講義を参加大学教員と連携企業の社員が実施。

（実施例）
短期集中合宿において、連携企業から講師を招聘し、当該企業で実際に使用している手法を用いて開発を実施。
PBLにて分析対象とするデータの提供、PBL実施中の学生への指導、PBL最終報告会における審査。
各種集中演習において連携企業の実務家から指導。
参加大学と連携企業を含めたWGにより、分散PBLの期間中、学生からの問い合わせや技術指導を担当
連携企業の社員の協力の下、企業が抱える課題に関連づけた実習テーマを設定、連携企業の社員と教員を加えた会議を毎月開催し、
そこに学生の月例報告をもとめ、社会が要求する水準の開発を指導。
カリキュラムや授業科目の内容設計、企業講師の派遣、PBLのテーマ設定やレビューや成果報告時の助言指導等。

（実施例）
連携企業の社員と参加大学の教員が出席し、実社会での有効性や技術の先進性など多面的な指導を実施。
成果発表会に参加して、PBLの成果として学生が発表する内容への助言や指導を実施。

9

事業の進捗状況 （第１期enPiT）

参加大学数・連携企業数の推移
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短期集中合宿・分散PBL

教育効果の測定結果 （第１期enPiT）

１．学習経験の調査１．学習経験の調査

時間

（１）. 実践力向上に関する自己評価を実施

（２）. 教育の前後に標準化テスト（PROG）
を実施し、行動特性の変化を観察

■教育効果を測るために、以下の２種類の測定を行った。

（１）実践力向上に関する自己評価
⇒ アンケート形式による調査

（２）行動特性の変化を測定
⇒PROGテストを実践教育の前後に実施し、行動特性の変化を分析

■測定結果

（１）実践力向上に関する自己評価 （２）行動特性(e.g., 実践力）が高まったことを確認

実践力を含む行動特性を計測する標準化テストPROGを教
育前後に実施し、enPiT受講後の行動特性の成長を統計的
に確認した。（H25年、H26年、H27年共に同じ傾向）

学んだ技術の実践力（技術を適用する能力）が高くなった
かどうかの自己評価アンケートを実施
⇒ 90%が学んだ技術の実践力が高くなったと回答

強く感じた：34％ 少し感じた56%

34%

56%

9%

1%

この演習を受講する前に比べて，演習で学んだ技術の実践力（技

術を適用する能力）が高くなったと感じますか？

強く感じた

少し感じた

あまり感じなかった

全く感じなかった
0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

修了前後比較（H27年度）

受講前 受講後

行動特性

能
力
平
均
値

回答者数 500名
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産 業 界 の 評 価 （第１期enPiT）

私は、enPiTクラウド分野における九工大の後期分散PBL
についてのレビューに協力しています。今年度、そこで
発表された2つの成果物はどちらも複数のクラウドサー
ビスを跨いでユーザが提供するサービスの可用性を高め
るという意欲的な試みでした。今後、様々な種類のサー
ビスがクラウドを通じて多くの事業者から提供されてい
くことを考えると、事業者間のサービス差異を抽象化
し、ユーザ視点で使いやすい環境をどのように構築する
かというリアルな課題を解決するヒントになると言う点
で、高く評価できます。今回の成果物ではクラウド間の
相互運用を実現する内部的な機能に研究の焦点があたっ
ていました。実際の利用においては抽象化されたインタ
フェースの設計が重要です。利用者側に提供するインタ
フェースをどのように抽象化し、接続性をよくするか、
という課題をさらに研究をすることで、より現実的な問
題解決に寄与する成果が得られるでしょう。

相澤 歩様 Heroku Inc. Developper Maketing Manager/Solutions Architect 田中 俊昭 様 株式会社KDDI研究所 執行役員

SecCapカリキュラムは、講義と演習がバラ
ンスよく取り入れられており、予備知識が
ない学生も専門的な知識が習得できる内容
となっている。大学・企業の第一線の研究
者を講師として招いている講義は、内容が
充実。企業との連携により、リアリティの
ある演習ができている。本プログラムで基
礎的な知識を習得できた学生が、企業等
で、さらに実践を積むことで、中核人材と
して活躍頂けると考えます。

菊池 純男 様 NPO 高度情報通信人材育成支援センター
(CeFIL)事務局長（日立製作所）

2013年にCeFILが実施した実践教育コー
スOBの追跡調査でも所属上長から高い評
価を得ており、実践教育の効果を確認し
ました。enPiTには多くの大学が参加され、
実践教育の普及に大きな効果があったと
評価しています。今後、各大学において
点から面への展開も推進していただくこ
とを強く期待します。

早瀬 千善 様 楽天株式会社 Development Unit 執行役員

enPiTには当社より吉岡が客員教授として講
師を務めさせて頂き、実務で求められる開
発スキル・実践的な開発手法を、大学院教
育で学ぶことに大きな意義を感じています。
本プログラムを通じて得られる経験や当社
サービスへのフィードバックは、当社に
とっても学びがあり、価値の高いものであ
ると感じています。
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産 業 界 の 評 価 （第１期enPiT）

就職の観点からも本事業の修了学生は高評価を得ている。

高橋 洋平 様 株式会社ジースタイラス 執行役員

弊社の逆求人型イベントでは年間500名を
超える情報系の学生がイベントに参加し
ますが、その中でenPiT参加学生の評価は
特に高くなっております。答えを求める
のではなく、自ら課題を設定して自ら答
えを創りだす、enPiTならではの問題解決
能力が好評です。また、入社後も即戦力
として活躍されている学生が多いため今
後もenPiTの学生には是非逆求人型イベン
トに参加頂きたいと思っております。

【企業向けアンケートの結果】

本事業に対する印象
～評価できる点～

本事業の修了生は自社のニーズ・期待を十分満たせるか

本事業の修了生は企業のニーズ・期待

を十分満たせると評価できる。

修了生の受入先となる可能性のある企業に対し、本事業に対する評価を聞いた結果。

鬼頭 正広 様 アイシン・コムクルーズ(株) 技術統括部
部長

OJLの活動として開発・機能拡張していただ
いている静的解析ツール(CX-Checker)につ
いては、弊社の要望を取り入れてプロジェク
ト独自のコーディングルールをチェック可能
にするなど素晴らしい成果がでています。ま
たRTOSについて、知識だけではなく、開発
経験を持ったenPiT修了生を採用することが
できました。enPiTには、これからも大きく
期待しています。

19.1% 70.2% 8.5%

1.1%

1.1%

0% 25% 50% 75% 100%

n=94

強くそう思う ある程度そう思う あまりそう思わない

まったくそう思わない 無回答

⇒８９％がそう思うと回答

60.6%

44.7%

40.4%

28.7%

24.5%

21.3%

9.6%

2.1%

3.2%

51.7%

57.0%

40.9%

31.5%

24.8%

26.2%

11.4%

1.3%

4.0%

0% 25% 50% 75% 100%

実務に近い内容を学ぶことができる

チームによる開発が経験できる

これまでの大学教育では

受けられない新しい教育である

課題の内容が本格的である

教育内容が先端的である

企業にとって即戦力となる人材の育成に役立つ

学習した内容が入社後すぐに役立つ

その他

無回答

2015年度調査(n=94)

2014年度調査(n=149)

【その他回答（抜粋）】

 具体的な夢、目標を持った学

生が増えることが期待ができる

 学生の社会〔企業〕に対する認

識が向上する 等
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情報技術を高度に活用して，社会の具体的な課題を解決することのできる人材を

育成するために，課題解決型学習（PBL）等の実践的な情報教育を新たに学部
生に対して推進・普及させる。

・４つの分野を対象に実際の課題に基づく実践的な教育を推進

ビッグデータ・ＡＩ分野（ビッグデータ処理技術、人工知能技術、クラウド技術などを用いて、新しいビジネスや価値を創出するといった社会の具体的な課題を解決できる人材）

セキュリティ分野（ネットワーク、モバイルの進化や高度化する情報セキュリティの脅威を理解し、リスクマネジメントに必要な知識、基本的技術、実践力を備えた人材）

組込みシステム分野（組込みシステムなどの情報システムの基盤技術を有し、新たな価値を持つシステムを構築できる人材）

ビジネスシステムデザイン分野（ICT及びIoT の先進要素技術を理解しこれらを適用して顧客の要求を満たすソリューションを開発する能力とともに、将来的にビジネス

イノベーションを創出し得る人材）

• 学部３～４年生が主な対象

• FD活動を推進し，実践的な情報教育を担う教員を育成

• ユーザー・ベンダー企業，業界団体，学術団体との連携体制を構築

平成28年度～32年度の5年間

第２期enPiT

・４つの中核拠点を中⼼とする取組を採択
・９⽉から各⼤学において第２期enPiTの活動を開始
・現在、平成29年度からの教育活動開始に向けて準備中

平成２８年上期に
⽂科省において、

公募・審査
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第２期enPiTの全体像

４分野とその連携による協働ネットワーク 運営体制

４分野が運営拠点と連携し合い、
プログラム一体として事業を推進

するための協力体制を構築

15

第２期enPiTの評価体制

第２期enPiTの教育フレームワーク
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成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）

サイバーセキュリティ、IoT、ビッグデータ、⼈⼯知能、組込みシステムなど、情報技術を⾼度に活⽤して、
社会の具体的な課題を解決することのできる⼈材の育成は急務であり、我が国の極めて重要な課題

例えば、東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会を成功に導くためにもセキュリティ技術者等の⾼度のIT技術者の育成は不可⽋
また、⻑期的視点からも、学部教育でのアクティブラーニングの推進や、⼤学における社会⼈学び直し機能の強化は喫緊の課題

○ ⼤学教育における、実践的な教育 の推進
○ ⼤学での、現役のIT技術者の学び直し の推進

【平成２９年度の事業概要】

【背景 ・ 課題】

平 成 2 ８ 年 度 選 定 分 の 継 続 ⽀ 援…⼤学と産業界との教育ネットワーク形成により、学部３〜４年⽣を主な対象とした実践的な教育を推進する。
平成２８年度に新規採択した１運営拠点・４中核拠点の取組の２年⽬を⽀援。【第２期enPiT(H28~32)】

平成２９年度選定分の⽀援（新規）…⼤学が有する最新の研究の知⾒に基づき、現役IT技術者を主な対象として、情報科学分野を中⼼とする⾼度な
教育（演習・理論等）を提供する⼤学を⽀援することで、社会⼈学び直しを促進する。【enPiTｰPro(H29~33)】

⇒ ⼤学における⼈材育成機能の強化

主な育成対象者
社会で活躍するIT技術者等

取組内容
⼤学が有する最新の研究の知⾒に基づき、社会⼈（現役IT技術者など）を主な対象とした情報技術分野を中⼼とする

体系的で⾼度な実践教育プログラム（演習・理論等）を、産業界とのネットワークを活⽤しながら複数⼤学の協働により
開発・実施する。【社会⼈学び直し機能の強化を⽬指す⼤学院改⾰の取組を⽀援する。】

enPiTｰPro（新規分）の事業概要

拠点大学を中心とした産学教育ネットワーク構築し、
短期の実践的な学び直しプログラムの開発・実施

 実践演習
 理論 など社会人

IT技術者

拠点大学

ユーザー企
業

大学学術団体 • イノベーション創出に貢献する
⾼度ＩＴ技術者の輩出

• 社会・経済活動の根幹に関わる情報資産、
サイバーセキュリティの確保

• ⼤学における学び直し機能を強化し
⼈材育成⼒の底上げ

• 学び直しの好循環の実現
• ⼤学院改⾰

大学 大学

ベンダー企業
研究機関

平成29年度概算要求額 22億円（平成28年度予算額7億円）
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